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文教福祉委員会会議録 

 

平成２９年３月１６日 木曜日 

  午前１０時００分開議 

  午後 ５時５８分閉議（実時間４０４分） 

                              

○本日の会議に付した案件 

１．議案第２号・平成２８年度八代市一般会計

補正予算・第１０号（関係分） 

１．議案第３号・平成２８年度八代市国民健康

保険特別会計補正予算・第３号 

１．議案第４号・平成２８年度八代市介護保険

特別会計補正予算・第３号 

１．議案第６号・平成２９年度八代市一般会計

予算（関係分） 

１．議案第７号・平成２９年度八代市国民健康

保険特別会計予算 

１．議案第８号・平成２９年度八代市後期高齢

者医療特別会計予算 

１．議案第９号・平成２９年度八代市介護保険

特別会計予算 

１．議案第１４号・平成２９年度八代市診療所

特別会計予算 

１．議案第３４号・八代市介護保険条例の一部

改正について 

１．議案第３５号・八代市教職員住宅条例の一

部改正について 

１．議案第３６号・八代市いじめ防止等対策委

員会設置条例の制定について 

１．議案第３７号・八代市立視聴覚ライブラリ

ー条例の廃止について 

１．陳情第１号・八代市国民健康保険及び高齢

者はり・きゅう等施設利用券の存続と拡充

について 

１．平成２８年陳情第１７号・介護保険制度の

見直しと介護従事者の勤務環境改善及び処

遇改善の実現を求める意見書の提出方につ

いて 

１．平成２８年陳情第１８号・地域の実情に応

じた医療提供体制の確保を求める意見書の

提出方について 

１．平成２８年陳情第１９号・安全・安心の医

療・介護の実現と夜勤交替制労働の改善を

求める意見書の提出方について 

１．平成２８年陳情第２０号・国民健康保険の

改善に向けた意見書の提出方について 

１．所管事務調査 

 ・教育に関する諸問題の調査 

  （学校給食用牛乳の容器変更について） 

 ・保健・福祉に関する諸問題の調査 

  （熊本県地域医療構想（案）の概要につい

て） 

                              

○本日の会議に出席した者 

委 員 長  友 枝 和 明 君 

副委員長  庄 野 末 藏 君 

委  員  太 田 広 則 君 

委  員  島 田 一 已 君 

委  員  田 方 芳 信 君 

委  員  橋 本 幸 一 君 

委  員  前 垣 信 三 君 

委  員  幸 村 香代子 君 

 

※欠席委員         君 

                              

○委員外議員出席者中発言の許可を得た者 

               君 

                              

○説明員等委員（議）員外出席者 
 
 健康福祉部長兼 
            山 田   忍 君 
 福祉事務所長 
 
 
  健康福祉部次長兼 
            小 薮   正 君 
  福祉事務所次長 
 
 
  理事兼 
            秋 田 壮 男 君 
  長寿支援課長 
 
 
  長寿支援課副主幹兼 
            久 保 祝 子 君 
  介護給付係長 
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  長寿支援課副主幹兼 
            吉 田   浩 君 
  地域支援係長 
 

  生活援護課長    中 田 利一郎 君 
 
  理事兼 
            佐 藤 圭 太 君 
  国保ねんきん課長 
 
 
  国保ねんきん課副主幹兼 
            園 部 慎 治 君 
  保険税係長 
 
 
  国保ねんきん課副主幹兼 
            古 田 和 弘 君 
  後期高齢者医療係長 
 

  健康推進課長    豊 田 幸 子 君 
 
  健康推進課副主幹兼 
            稲 本 京 子 君 
  第三保健予防係長 
 
 
  こども未来課長補佐兼 
            角 田 吉 光 君 
  保育係長 
 
 
  こども未来課副主幹兼 
            森 田 克 彦 君 
  子育て支援係長 
 

  健康福祉政策課長  西 田 修 一 君 

 教育部長       釜   道 治 君 

  教育部次長     桑 田 謙 治 君 
 
  博物館未来の森ミュージアム 
            福 原   透 君 
  副館長 
 

  学校教育課長    渡 邊 裕 一 君 

  教育サポートセンター所長 高 嶋 宏 幸 君 

  生涯学習課長    澤 田 宗 順 君 

  理事兼教育政策課長 宮 田   径 君 

                              

○記録担当書記     松 本 和 美 君 

 

（午前１０時００分 開会） 

○委員長（友枝和明君） おはようございま

す。（｢おはようございます」と呼ぶ者あり） 

 それでは、定刻となり定足数に達しておりま

すので、ただいまから文教福祉委員会を開会い

たします。 

 本日の委員会に付します案件は、さきに配付

してあります付託表のとおりであります。 

                              

◎議案第２号・平成２８年度八代市一般会計補

正予算・第１０号（関係分） 

○委員長（友枝和明君） 最初に、予算議案の

審査に入ります。 

 議案第２号・平成２８年度八代市一般会計補

正予算・第１０号中、当委員会関係分を議題と

し、説明を求めます。 

 それでは、歳出の第３款・民生費について説

明願います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 おはようございます。（｢おはようございま

す」と呼ぶ者あり） 

 議案第２号・平成２８年度八代市一般会計補

正予算・第１０号のうち、健康福祉部所管分に

つきまして、小薮健康福祉部次長のほうから説

明いたします。よろしくお願いします。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小薮 正

君） おはようございます。健康福祉部次長の

小薮です。よろしくお願いします。座って説明

させていただきます。 

 それでは、別冊となっております、議案第２

号・平成２８年度八代市一般会計補正予算・第

１０号をお願いいたします。 

 文教福祉委員会付託分のうち、健康福祉部所

管分について御説明いたします。 

 ３ページをお願いします。 

 第１表・歳入歳出予算補正の歳出でございま

すが、まず款３・民生費の項１・社会福祉費で

補正額７９８２万５０００円を追加し、補正後

の予算額は１１５億５０８７万６０００円と、

項２・児童福祉費で補正額５６４４万３０００

円を追加し、補正後の予算額は８９億７２０９

万５０００円、さらに項３・生活保護費で２３

４４万４０００円を追加し、３０億９０７８万

８０００円とし、民生費の総額は、３つ上にな

りますが、２３６億７６２６万１０００円とし

ております。 

 続きまして、２０ページをお願いします。 

 歳出の具体的内容を説明します。 

 上段の表になりますが、まず款３・民生費、

項１・社会福祉費、目１・社会福祉総務費で１

３１０万２０００円を計上しております。節１
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９・負担金補助及び交付金で１８５万２０００

円を計上しております。これは、地域介護・福

祉空間整備等交付金事業で介護従事者の負担軽

減等のために介護ロボットの導入に要する経費

の一部を、社会福祉法人・東泉会及び社会福祉

法人・ま心苑会に補助するものです。なお、特

定財源として国庫支出金１０分の１０がありま

す。また、節２８・繰出金で１１２５万円を計

上しております。これは、介護予防サービス給

付費及び介護予防サービス計画給付費につい

て、当初の見込みより伸びたため、その増額分

に対し、法に規定された市の負担割合による介

護保険特別会計への繰出金でございます。な

お、特定財源はございません。 

 次に、同項、目３・社会福祉対策費で７３万

２０００円を計上しておりますが、全額、節２

５・積立金でございます。これは、八代市地域

福祉基金の利子及び市民からの福祉に対する寄

附金を同基金に積み立てるもので、当初見込み

より多く寄附が行われたためです。 

 次に、同項、目４・障害福祉対策費で６５９

９万１０００円を計上しておりますが、全額、

節２０・扶助費です。これは、重度心身障がい

者医療費助成事業や補装具交付・修理事業で、

当初の見込みよりも件数が減少したことから減

額となったものの、就学継続支援や生活介護な

どの障がい福祉サービス給付事業、障がい児通

所支援事業で当初の見込みよりも利用が増加

し、不足が見込まれるため増額補正を行うもの

です。なお、特定財源として、国庫支出金２分

の１、県支出金４分の１などです。 

 款３・民生費、項２・児童福祉費、目１・児

童福祉総務費で２０５万５０００円を計上して

おります。これは、あげまち児童クラブの改築

事業において、子ども・子育て支援整備交付金

の補助率が３分の２から４分の３へとかさ上げ

されたことから、不足額を補正するものです。

なお、特定財源は増額となった国庫支出金など

です。 

 次に、同項、目３・保育所費で５４３８万８

０００円を計上しております。これは、私立保

育所の保育単価が改定されたことにより当初の

見込みよりも委託料が増加し、不足が見込まれ

ることによるものでございます。なお、特定財

源として、国庫支出金２分の１、県支出金４分

の１がございます。 

 続きまして、款３・民生費、項３・生活保護

費、目２・扶助費で２３４４万４０００円を計

上しておりますが、当初の見込みよりも保護世

帯数が増加したことなどにより、不足が見込ま

れることによるものでございます。なお、特定

財源として国庫支出金４分の３がございます。 

 これで、平成２８年度八代市一般会計補正予

算・第１０号の健康福祉部所管分の説明といた

します。御審議のほど、よろしくお願いいたし

ます。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑ありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 最初から行きたいん

ですけれども、介護ロボットの導入ということ

での御説明がありました。今、幾つの園にこれ

が導入されていて、なおかつどんなふうな効果

があっているのかということについて、御説明

していただいてよろしいですか。 

○長寿支援課副主幹兼介護給付係長（久保祝子

君） こんにちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者

あり）長寿支援課介護給付係の久保と申しま

す。よろしくお願いいたします。 

 先ほど委員さんお尋ねの結果の件なんですけ

ども、３月末までの結果をもちまして、４月に

なりましてから導入の状況の報告という形にな

っております。今の時点では導入状況がまだ見

えていない状況です。４月になりまして、これ

から３年間のほうを実績報告を出してもらうよ

うになっております。以上です。９法人……。 

○委員（幸村香代子君） 確認をさせていただ
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くと、今、実績としては９法人、この介護ロボ

ットを導入されているということで、その状況

としては３月までの状況で、その導入の効果と

か何かというのは４月に出されるということな

んですかね。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） おはよ

うございます。（｢おはようございます」と呼

ぶ者あり）長寿支援課、秋田です。 

 今お尋ねの件ですが、現在、導入が進んでい

て、まだ全部の設置が完了しておりませんが、

今年度末までに全ての導入が完了する予定でご

ざいます。導入が終わっているところにつきま

しては、随時導入済みの実績報告書の提出並び

に現地確認をいたしている、そういった作業を

行っているところであり、まだ実際に利用の日

数がそう多くございませんので、現時点では効

果はまだわからないというところです。 

 県に対します１回目の報告が４月の末が予定

されておりますので、３月までの稼働状況に応

じた実績報告書を一旦作成して提出いたします

が、この段階ではまだ稼働日数がそう多くござ

いませんので、導入効果が明らかになるかどう

かははっきりいたしません。今回の介護ロボッ

ト導入につきましては、３年間の導入実績に基

づいた検証を国は予定しておりますので、具体

的な導入の効果という部分につきましては、し

ばらく時間がかかるものと思っております。 

 以上です。（委員幸村香代子君「はい、わか

りました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（島田一已君） ２１ページの民生費の

ところですけれども、生活保護費給付事業って

ありますけれども、増加ということでしたけれ

ども、増加の推移というのはどのぐらいの割合

でふえているんでしょうか。ちょっとお聞きを

したいと思います。 

○生活援護課長（中田利一郎君） おはようご

ざいます。（｢おはようございます」と呼ぶ者

あり）生活援護課の中田です。 

 推移ということで、２６年３月末からことし

の２月末までですけれど、２６年の３月末で開

始件数が１６２件、廃止件数が１４１件、２６

年の３月末で１３３１世帯、人員が１７１０

人。 

 それから、２７年の３月末で開始件数が１８

９件、廃止件数が１５８件、世帯数が１３６２

世帯、そして人員が１７４５人。 

 昨年の２８年３月末におきまして、開始件数

が２１１件、廃止が１６５件、世帯数が１４０

８世帯の１７７１人。 

 そして、ことしの２月末ですが、開始件数が

１７１件、廃止が１５１件、世帯数が１４２８

世帯の１７７６人というふうに推移をしており

ます。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。ほかに

ありませんか。 

○委員（幸村香代子君） まあ、増加をしてい

るというふうなことがあるんですが、その動向

といいますか、ふえている背景というか、その

あたりはどんなふうに分析をされていますか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） ふえている

背景ということですが、一番多いのはですね、

高齢者の方が夫婦で一緒に生活をしていた方

が、年金生活とか収入を得ていたとか、その一

人の方が亡くなられて収入が減り、年金だけで

は生活ができないとか、病気等によってです

ね、入院をされ、それから自宅に帰りたくても

介護が必要だということで、どうしても介護の

施設等へ入所すると、そういったときに、なか

なか年金だけではその費用、医療費だとかです

ね、介護費等の支払い等に困窮されるという方

が、最近は多くなっている状況です。 

 それとあと、まあ高齢者だけでもなく、働き

盛りの人でも、脳梗塞だとかいろいろ、そうい

う疾病によってですね、心筋梗塞だ、心臓とか
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で緊急な医療が必要になったときに、その医療

費に困窮され、それから仕事ができなくなると

いうような方がふえている状況です。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いいたします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第２号・平成２８年度八代市一般会計補

正予算・第１０号中、当委員会関係分につい

て、原案のとおり決するに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） 申しわ

けございません。先ほど導入分の自治体数が、

申しわけございません、法人数、９法人と御報

告いたしましたが、１６法人の誤りでございま

す。申しわけございませんでした。 

                              

◎議案第３号・平成２８年度八代市国民健康保

険特別会計補正予算・第３号 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第３号・

平成２８年度八代市国民健康保険特別会計補正

予算・第３号を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第３号・平成２８年度八代市国民健康保

険特別会計補正予算・第３号につきまして、佐

藤国保ねんきん課長から説明いたします。お願

いします。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） お

はようございます。（｢おはようございます」

と呼ぶ者あり）国保ねんきん課、佐藤でござい

ます。それでは、着座にて説明させていただき

ます。 

 それでは、お手元にございます、議案第３

号・平成２８年度八代市国民健康保険特別会計

補正予算・第３号について御説明いたします。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算の補正といたしまして、第１条

のとおり、歳入歳出予算の総額にそれぞれ１億

４７９万１０００円を追加し、歳入歳出予算の

総額を、歳入歳出それぞれ２１５億３６９９万

５０００円といたしております。 

 内容につきまして、歳出から御説明いたしま

す。７ページをお願いいたします。 

 まず、上段の款４、項１、目１・前期高齢者

納付金において、１万２０００円の追加をお願

いしております。これは、６５歳から７４歳ま

での前期高齢者の医療費について、各保険者間

の医療費負担の不均衡を調整するため、７５歳

未満の加入者数に応じた保険者負担分を社会保

険診療報酬支払基金に支払うもので、金額の変

更通知により不足が生じたものでございます。 

 次に中段、款７、項１・共同事業拠出金、目

１・高額医療共同事業医療費拠出金において、

１６２７万５０００円の追加をお願いしており

ます。これは、高額な医療費の発生により国保

財政への影響の緩和や、保険者の運営基盤の安

定化を図るため、都道府県単位で費用負担を調

整するもので、国保連合会が実施している事業

への拠出金でございます。拠出金額の確定通知

により不足が生じたため、補正をお願いするも

のでございます。 

 続きまして、下段、款９・諸支出金、項１・

償還金及び還付加算金、目１・償還金におい

て、８８５０万４０００円の追加をお願いして

おります。これは、平成２７年度の国県の支出
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金の概算交付に対する清算に係る返還金でござ

います。 

 返還額の内訳は、国への返還分としまして、

療養給付費負担金で８３０２万４０００円、特

定健診等の負担金で２５３万４０００円、県へ

の返還分で、特定健診等負担金で２９４万６０

００円となっております。 

 続きまして、歳入でございます。６ページに

お戻りください。 

 款１、項１・国民健康保険税、目２・退職被

保険者国民健康保険税の１億４７９万１０００

円は、歳出の補正財源とするための補正でござ

います。 

 以上、議案第３号・平成２８年度八代市国民

健康保険特別会計補正予算・第３号についての

説明を終わります。御審議のほど、よろしくお

願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○委員（島田一已君） ７ページの共同事業拠

出金ですけれども、この高額医療、いろいろ書

いてありますけれども、拠出の確定通知が来た

からということでございますけれども、どうや

って確定というのができるんでしょう。よくわ

からないんですが。国からの通知。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） 予

算を計上する際には、一応、概算で計上してお

ります。その後、国保連合会からその年度の確

定通知というのが来まして、その確定通知によ

り不足が生じたため、補正をお願いするという

ことでございます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 補足ですが、国保連合会のほうは医療費のデ

ータを持っていますので、金額をですね、過去

の分を、３カ年ですかね、３カ年、過去の分を

ですね、計算をしまして、それで金額を打ち出

してきますもんですから、どうしても当初はわ

からないということでですね、そういったこと

でございます。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（島田一已君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 関連ですが、そうい

った意味で不足額が生じてくるということです

けれども、これの見方なんですが、こんなふう

に１６００万ということは、高額医療を受け

る、そういった方たちがふえてきているという

ふうに見ていいんですか。 

○国保ねんきん課副主幹兼保険税係長（園部慎

治君） おはようございます。（｢おはようご

ざいます」と呼ぶ者あり）保険税係、園部と申

します。よろしくお願いいたします。 

 お尋ねの件でございますが、こちらの拠出

金、高額医療に係る共同事業への拠出金がござ

いますが、その対になるものとして、歳入のほ

うで交付金というものがございます。で、先ほ

ど部長のほうからございましたように、拠出金

につきましてですね、過去３年間の医療費をも

とに算出されたものをですね、予算として計上

をするわけなんですが、八代市の場合におきま

してはですね、その拠出金に対して交付金が近

年は若干多いような形で推移をしておりまし

た。そこから推測されることとしては、県内の

水準に対して高額の医療が多少多い状況にある

のかなというところでございます。 

 以上でございます。（委員幸村香代子君「は

い、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより
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採決いたします。 

 議案第３号・平成２８年度八代市国民健康保

険特別会計補正予算・第３号については、原案

のとおり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第４号・平成２８年度八代市介護保険特

別会計補正予算・第３号 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第４号・

平成２８年度八代市介護保険特別会計補正予

算・第３号を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第４号・平成２８年度八代市介護保険特

別会計補正予算・第３号につきまして、秋田長

寿支援課長のほうから説明いたします。よろし

くお願いします。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） おはよ

うございます。（｢おはようございます」と呼

ぶ者あり）長寿支援課、秋田でございます。よ

ろしくお願いします。 

 別冊となっております議案第４号・平成２８

年度八代市介護保険特別会計補正予算書・第３

号に基づいて御説明させていただきますので、

よろしくお願いいたします。それでは、座らせ

ていただきます。 

 初めに、予算書の１ページをお願いいたしま

す。 

 第１条におきまして、歳入歳出それぞれ９０

４２万１０００円を追加し、歳入歳出予算の総

額をそれぞれ１４３億３７５万３０００円とい

たしております。 

 それでは内容につきまして、まず歳出から御

説明いたします。７ページをお願いいたしま

す。真ん中からの、３・歳出でございます。 

 款２・保険給付費、項１・保険給付費、目

２・介護予防サービス給付費に９０００万円を

追加し、補正後の額を５億７３４０万円といた

しております。内容は、説明欄にあります介護

予防サービス給付事業に６０００万円、介護予

防サービス計画給付事業に３０００万円を計上

しております。いずれも、今年度の決算見込み

額に対しまして当初予算額が不足する見込みと

なったことから、追加するものでございます。 

 次に、款５・諸支出金、項１・償還金及び還

付加算金、目１・償還金及び還付加算金に４２

万１０００円を追加し、補正後の額を９４４０

万２０００円としております。これは主に、平

成２７年度中に生じた介護保険料の還付につき

まして、熊本地震の影響により、平成２７年度

予算として処理できる平成２８年５月までの出

納整理期間中の受け取りが減少し、平成２８年

度予算として処理しなければならない６月以降

の受け取りが増加したためでございます。この

ため、歳出還付が例年よりも増加し、予算が不

足する見込みとなったことから、追加補正をす

るものでございます。 

 次に、歳入について御説明いたします。５ペ

ージをお願いします。 

 款１・保険料、項１・介護保険料、目１・第

１号被保険者保険料では、歳出の款２・保険給

付費に対するルール分として１８.５６％、１

６７０万４０００円を計上しております。な

お、本来は２２％分を計上するところでござい

ますが、本市は７５歳以上の人口が多いことが

あって、後ほど御説明する調整交付金において

上乗せが３.４４％あることから、これを差し

引いた割合で計上しております。内訳は、節

１・現年度分特別徴収保険料１５３６万８００

０円、節２・現年度分普通徴収保険料１３３万

６０００円としております。 

 次に、款４・支払基金交付金、項１・支払基

金交付金、目１・介護給付費交付金では、歳出

の款２・保険給付費に対するルール分として２
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８％、２５２０万円を計上しております。 

 次に、款５・国庫支出金、項１・国庫負担

金、目１・介護給付費負担金では、歳出の款

２・保険給付費に対するルール分として２

０％、１８００万円を計上しています。 

 ６ページをお願いします。 

 項２・国庫補助金、目１・調整交付金では、

歳出の款２・保険給付費に対するルール分とし

て８.４４％、７５９万６０００円を計上して

おります。なお、先ほど御説明しましたとお

り、本来、調整交付金は５％でございますが、

本市の場合、７５歳以上の人口が多いため、上

乗せ分がございます。 

 次に、款６・県支出金、項１・県負担金、目

１・介護給付費負担金では、歳出の款２・保険

給付費に対するルール分として１２.５％、１

１２５万円を計上しております。 

 次に、款８・繰入金、項１・一般会計繰入

金、目１・一般会計繰入金では、歳出の款２・

保険給付費に対するルール分として１２ .

５％、１１２５万円を計上しております。 

 ７ページをお願いします。上の段になりま

す。款９・繰越金、項１・繰越金、目１・繰越

金で、歳出の款５・諸支出金と同額の４２万１

０００円を計上しております。 

 以上で、議案第４号・平成２８年度八代市介

護保険特別会計補正予算・第３号の説明とさせ

ていただきます。御審議のほど、よろしくお願

いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○委員（島田一已君） ７ページのですね、集

団の介護予防サービス給付事業、こちらでござ

いますけれども、簡単で結構ですので、この事

業内容をちょっと説明していただきたいと思い

ます。 

○長寿支援課副主幹兼介護給付係長（久保祝子

君） 長寿支援課介護給付係、久保です。よろ

しくお願いします。 

 介護予防事業について説明させていただきま

す。要支援の認定１・２を持たれた方が、訪問

系のサービス、通所系のサービス、福祉用具の

購入等、住宅改修等のサービスを利用されたと

きに使う給付になります。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（島田一已君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第４号・平成２８年度八代市介護保険特

別会計補正予算・第３号については、原案のと

おり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第６号・平成２９年度八代市一般会計予

算（関係分） 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第６号・

平成２９年度八代市一般会計予算中、当委員会

関係分を議題とし、説明を求めます。 

 それでは、まず健康福祉部からお願いいたし

ます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 それでは、議案第６号・平成２９年度八代市

一般会計予算、健康福祉部所管分につきまして

御説明申し上げます。 

 その説明の前に、部長のほうの今回の予算編
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成に当たっての総括ということでお話があって

いますので、それを申し上げておきたいと思い

ます。それが終わりまして説明いたします。 

 それでは、平成２９年度の一般会計予算、民

生費、衛生費の編成に当たっての部長総括を、

主なものについて申し上げます。 

 まず民生費ですけども、平成２９年度予算は、

２８年度予算に比べまして約２０００万円の増

額となっております。これは２９年度に、昨年

でありましたが臨時福祉給付金給付事業などの

予算計上がなかったことですね、それから障害

福祉サービス給付事業は２９年度のほうでです

ね、増加をしております。こういったことによ

るものです。 

 また衛生費ですけども、健康福祉部所管の平

成２９年度予算は、２８年度に比べまして約２

０００万円の増加となっております。これは、

熊本地震からの復旧・復興事業であります、保

健センターの多目的トイレ設置工事費などの増

加によるものです。 

 まず子育ての支援対策としまして、こども医

療費助成の中学校３年生までの継続実施や、公

立保育所の安全・安心確保のための全園への防

犯カメラの設置、また、放課後児童クラブの環

境整備の予算を確保しており、児童クラブの待

機児童が出ないようにしていきたいというふう

に考えております。 

 次に、障害者の対策では、障害者の就労継続

支援を積極的に実施し、障害者の自立が進めば

と思っております。また、発達障害児の早期発

見、療育も継続して取り組んでいきます。 

 次に、高齢者対策では、高齢者の生きがいづ

くりの予算確保や、また、見守りのための緊急

時医療等情報カード作成・配布を続けていきま

す。 

 次に、生活困窮者対策としましては、生活保

護の適正な実施を進めますとともに、自立支援

を進めるための自立相談支援窓口の継続しての

開設や、就労準備支援、子供の学習支援も継続

してまいります。 

 最後に、健康づくり対策では、胃がん・子宮

がん・乳がんなどの健康診査、それから妊婦の

健康診査などの予算を確保し、地道ですが継続

して事業を進めてまいります。 

 今回はこれらの関係の予算を確保しておりま

す。これで、簡単ですが、平成２９年度の一般

会計予算の部長総括のほうを終わりたいと思い

ます。 

 内容につきましては、小薮健康福祉部次長の

ほうから説明いたします。よろしくお願いしま

す。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小薮 正

君） 健康福祉部次長の小薮です。よろしくお

願いします。それでは、座って説明させていた

だきます。 

 それでは、別冊となっております議案第６

号・平成２９年度八代市一般会計予算をお願い

いたします。 

 文教福祉委員会付託分のうち、健康福祉部が

所管します３款・民生費及び款４・衛生費の項

１・保健衛生費の一部につきまして、説明いた

します。 

 ７ページをお願いします。 

 第１表・歳入歳出予算の歳出でございますが、

款３・民生費では２２５億５４１１万８０００

円を計上しております。前年度と比較して２０

０１万２０００円の増額となっております。内

訳としましては、項１・社会福祉費は、前年度

比１億５９２３万９０００円減の１０５億６５

５３万６０００円、次の項２・児童福祉費は、

前年度比１億５０７１万８０００円増の８８億

８９１８万１０００円、次の項３・生活保護費

は、前年度比２７９７万１０００円増の３０億

９５５６万５０００円、次の項４・災害救助費

は、前年度比５６万２０００円増の３８３万６

０００円でございます。 
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 続きまして、款４・衛生費では、前年度比５

７億７４０２万８０００円増の１４１億１７１

９万円を計上し、そのうち健康福祉部が所管い

たしますのは、項１・保健衛生費、１７億８１

４６万６０００円の大部分の１７億１３１３万

３０００円で、前年度比１９８７万５０００円

の増額でございます。 

 それでは、歳出の内容を御説明します。 

 ６７ページ下の段をお願いします。事業の主

なものにつきまして御説明します。 

 款３・民生費、項１・社会福祉費、目１・社

会福祉総務費では、６１億１９１５万４０００

円を計上いたしております。前年度に比べ、７

１６６万３０００円の減額となっております。

これは、平成２８年度に単年度事業として介護

基盤緊急整備特別対策事業を行ったことなどに

よるものです。説明欄の４つ目、民生委員・児

童委員関係事業２３６４万３０００円は、活動

の経費として委員報償費１４０１万８０００円、

委員協議会への助成金８３４万４０００円が主

なものです。次の後期高齢者医療広域連合負担

金事業１７億７２４７万円は、７５歳以上の後

期高齢者などを対象とした医療保険を運営する

熊本県内の全市町村で構成される広域連合に対

する負担金で、内訳は、広域連合の組織運営及

び医療制度の事務経費である共通経費に５８３

６万８０００円、医療保険の療養給付費に対す

る経費に１７億１４１０万２０００円です。次

に、福祉総合システム運用事業１８３４万８０

００円は、障害福祉、児童福祉、生活保護の福

祉総合システム運用にかかわるシステム使用料

です。次に、生活困窮者自立支援事業２８４９

万８０００円は、生活保護に至る前の生活困窮

者に対し、包括的な支援を行うものです。生活

困窮者から相談を受け、ニーズを把握、支援計

画の策定、関係機関との連絡調整など相談者に

寄り添って支援を行うもので、必須事業の自立

相談支援事業委託料１３８５万７０００円、住

宅確保給付金７９万２０００円、任意事業の一

時生活支援事業・家計相談支援事業・子どもの

学習援助事業の負担金１０１８万６０００円、

就労準備支援事業３６１万８０００円などです。 

 続きまして、６８ページをお願いします。 

 説明欄上から２つ目、地域介護・福祉空間整

備等交付金事業７３７万３０００円は、災害な

どの際に避難が困難な要介護者が主に入居する

住宅型有料老人ホームなごみほか１事業所に、

スプリンクラーや消火ポンプユニットなどの整

備に要する経費の一部の補助を行い、また、防

犯対策を強化するための非常通報装置・防犯カ

メラ等安全対策に要する経費の一部を、認知症

対応型共同生活介護事業所・グループホーム清

陽ほか８事業所に補助するものです。次の国民

健康保険特別会計への繰出金１３億９４５６万

９０００円は、保険基盤安定制度に係る国保税

軽減分・保険者支援分や、職員給与費等事務費、

国保財政安定化分、出産育児一時金に対するも

ので、法令などに基づくものです。次の後期高

齢者医療特別会計への繰出金５億９６４３万８

０００円は、保険料軽減分や職員給与費等事務

費に対するものです。次の介護保険特別会計繰

出金２１億５５７２万円は、介護給付費や職員

給与費等事務費などに対するものです。なお、

財源内訳の特定財源のうち国県支出金１１億４

００１万８０００円は、国民健康保険特別会計

及び後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会

計への繰出金の一部や、地域介護福祉空間整備

等交付金事業などに対する国県支出金です。 

 続きまして、中ほど、同項、目２・老人福祉

対策費で、３億１９４２万９０００円を計上し

ております。説明欄の４つ目、シルバー人材セ

ンター運営費補助事業２１４３万円は、八代市

シルバー人材センターに対する本部・活動拠点

運営費補助金７０８万８０００円、育児支援等

の業務を拡大することにより働く現役世代を下

支えする高齢者活用・現役世代雇用サポート事
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業補助金１０８０万円、地方公共団体や経済団

体と連携し、新たな就業機会を創造する地域就

業機会創出拡大事業３３５万２０００円などで

す。次に３つ飛びまして、老人クラブ助成事業

５７５万５０００円は、老人福祉法に基づき老

人福祉を増進するため、八代市老人クラブ連合

会及び単位老人クラブに対し助成を行い、高齢

者の生きがいや健康づくりなどの活動と地域で

の融和を支援するものです。単位老人クラブ活

動費補助金４６２万円、市老人クラブ連合会へ

活動費補助金１１２万５０００円が主なもので

す。１つ飛びまして、住宅改造助成事業１６６

万８０００円は、介護保険の要支援または要介

護認定を受けた高齢者がいる世帯に対し、浴室、

トイレなどの住宅改造費を助成することにより、

在宅での自立促進や寝たきり防止、介護者の負

担軽減を図るものです。２つ飛びまして、老人

福祉施設入所措置事業２億３４５８万１０００

円は、老人福祉法に基づき、保寿寮やすずらん

の杜など養護老人ホームへの入所者の措置委託

料などです。次の緊急時医療情報カード事業４

０万１０００円は、７５歳以上のひとり暮らし

の方に、緊急連絡先やかかりつけ医、服用中の

薬品名を記載するマグネットつき情報カードを

配付し、冷蔵庫に張ってもらうことで、急病、

事故などを発見した場合の対応に必要な情報を

得ることができるようにするものです。なお、

財源内訳の特定財源のうち国県支出金４７３万

８０００円は、老人クラブ活動に対する県支出

金などです。また、その他２８６３万６０００

円は、養護老人ホームの入所者負担金などです。 

 続きまして、６９ページをお願いします。 

 同項、目３・社会福祉対策費では、１億７２

７８万９０００円を計上いたしております。前

年度に比べ、１７２０万７０００円の増額とな

っております。これは、熊本地震災害関連の災

害見舞金等支給事業を行うことなどによるもの

です。説明欄４つ目からの坂本・鏡・泉地域福

祉センター及び柿迫いきがいセンターの管理運

営事業は、当該施設において福祉、介護等の各

事業を行っており、平成２７年度から平成２９

年度まで社会福祉協議会へ指定管理委託してお

ります。坂本地域福祉センター及び柿迫生きが

いセンターの空調設備の取りかえなどにより、

管理運営事業費が増額となっております。１つ

飛びまして、社会福祉団体育成事業１億１４２

１万９０００円は、地域福祉事業の推進を図る

社会福祉協議会に対する１８名分の人件費補助

金でございます。６つ飛びまして、地震災害関

連災害見舞金等支給事業１０２７万７０００円

は、熊本地震の発生に伴う災害義援金配分委員

会や災害弔慰金等支給審査委員会の開催に要す

る経費及び関連死など、地震により人的被害が

あった者に対して災害弔慰金等を支給するもの

です。次の一部損壊災害見舞金等支給事業４６

２万２０００円は、一部損壊世帯の災害見舞金

等支給申請書受付事務にかかわる臨時職員の賃

金などです。財源内訳の特定財源のうち、その

他９３３万７０００円は、シルバーワークプラ

ザ事務室実費徴収金、及び災害見舞金等支給事

業一部損壊の基金繰入金が主なものです。 

 続きまして、同項、目４・障害福祉対策費で、

３９億１２６２万円を計上いたしております。

前年度に比べ１億４８５６万３０００円の増額

となっておりますが、障害福祉サービス給付事

業費の増加などによるものです。説明欄の上か

ら５つ目、更生医療給付事業１億６５６５万５

０００円は、１８歳以上の身体障害者手帳を持

っている方の障害を軽くしたり回復させるため

に、人工透析や心臓手術などの医療の給付を行

うもので、扶助費１億６５４０万６０００円な

どです。 

 ７０ページをお願いします。 

 説明欄１行目、重度心身障がい者医療費助成

事業２億６２０６万９０００円は、身体障害者

手帳の１・２級や療育手帳Ａ１・Ａ２などを持
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つ重度の心身障害者に医療費を助成するもので、

扶助費２億６００９万３０００円などです。次

に、１つ飛びまして、特別障害者手当等給付事

業５７２１万７０００円は、身体または知的・

精神に著しく重度の障害があり、日常生活に常

に特別の介護を必要とする在宅の重度障害者・

障害児に対して手当を支給するもので、全額扶

助費です。次に、３つ飛びまして、育成医療給

付事業２９２万４０００円は、１８歳未満の身

体に障害のある児童に対し、その障害を除去、

軽減する手術などの治療によって効果が期待で

きるものに対して医療の給付を行うもので、そ

の給付費である扶助費２９０万７０００円など

です。次に、２つ飛びまして、八代圏地域療育

センター事業６２７万２０００円は、在宅の障

害児及びその疑いのある子供や保護者などに対

し、療育相談、訪問及び外来療育指導を行った

り、通所支援事業所や保育所などの施設に対す

る療育指導を行い、発達障害児の早期発見・早

期療育を図るもので、全額、八代市社会福祉事

業団に対する委託料です。次に、１つ飛びまし

て、地域生活支援事業１億２７１７万９０００

円は、障害者や障害児の保護者などからの相談

に応じる事業、障害に対する理解を深めるため

の研修や啓発事業、手話通訳者の派遣などを行

う事業、日常生活用具を給付や貸与する事業、

移動を支援する事業、創作的活動などの機会の

提供を行う事業など、地域性を考慮しながら障

害者の自立した日常生活や社会生活を営むため

に必要な事業を行うもので、市内２カ所の相談

支援事業所への委託料１７１４万７０００円、

市内４カ所の地域活動支援センターへの委託料

３０２０万円、ストマなど日常生活用具給付費

の扶助費２８０４万１０００円などです。次の、

障害福祉サービス給付事業２６億３３００万円

は、障害福祉サービスの給付を通じ、障害者の

日常生活や社会生活を総合的に支援するもので

す。常時介護を必要とする障害者に入浴や排せ

つ、食事などの介護や創作活動などの機会を提

供する生活介護が８億６４０５万６０００円、

事業所が障害者と雇用契約を結び、最低賃金を

保障する就労継続支援Ａ型が４億４３７１万３

０００円、また、事業所が障害者と雇用契約を

結ばない就労継続支援Ｂ型が３億２７５９万４

０００円、グループホームでの共同生活で日常

生活上の援助をする共同生活援助の２億７４３

５万円などです。次に、１つ飛びまして、障が

い児通所支援事業３億８７６２万４０００円は、

障害児が自立した生活を送ることができるよう

に身近な地域の事業所で療育を行うもので、就

学前の障害児を対象とした児童発達支援の１億

２４４８万７０００円、小・中・高校の障害児

を対象とした放課後等デイサービスの２億３０

２６万６０００円などです。財源内訳の特定財

源のうち国県支出金２６億８７９２万４０００

円は、障害福祉サービス給付事業に対する国県

支出金などで、また、その他４５７万９０００

円は、地域生活支援事業に対する氷川町の負担

金などです。 

 次に同項、目５・国民年金費で、４１５４万

４０００円を計上いたしております。年金事務

事業４２５万１０００円は、国民年金制度改正

に基づく電子媒体化に伴うシステム改修委託料

３６４万９０００円が主なものです。なお、財

源内訳の特定財源のうち国県支出金３１８３万

１０００円は、年金事務に係る国庫支出金です。 

 続きまして、７１ページ、下の段をお願いし

ます。 

 款３・民生費、項２・児童福祉費、目１・児

童福祉総務費で、４億２０６５万５０００円を

計上いたしております。説明欄の６つ目、ひと

り親家庭等医療費助成事業２８０３万１０００

円は、母子家庭の母及びその児童、父子家庭の

父及びその児童などに対し、医療費の一部を助

成するものです。１つ飛びまして、こどもプラ

ザ事業１３４１万５０００円は、主に乳幼児を
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持つ子育て中の親子が気軽に集う常設の場所と

して、マックスバリュ八代店２階にすくすくを、

またイオン八代店２階にわくわくを開設し、子

育て中の親子の相互の交流を図り、子育てなど

に関する相談、講習会などを実施しております。

３つ飛びまして、放課後児童健全育成事業１億

４８４０万３０００円は、昼間仕事などで保護

者がいない家庭の小学生の安全・安心な居場所

の確保と健全育成活動を行うもので、全額、放

課後児童クラブ２７クラブへの委託料です。 

 ７２ページをお願いします。 

 説明欄１つ目の、病児・病後児保育事業２５

７１万１０００円は、病中または病気の回復期

にある児童の一時預かりを行う、キッズルーム、

キッズケアホーム、病児・病後児ハウスひかり

の３事業所に対する委託料です。次に、５つ飛

びまして、子育て相談事業２１０万８０００円

は、こどもプラザわくわく内に併設した窓口に

おいて、子育て中の親子や妊娠中の方が、幼稚

園や保育園、子育て支援事業などをスムーズに

選択利用できるように、子育て相談専門員が相

談を受け、情報の提供やアドバイスを行うもの

で、子育て相談事業委託料２０１万円などです。

次の放課後子ども環境整備事業５９８万８００

０円は、利用希望の児童がふえております千丁

町放課後児童健全育成クラブの活動環境の改善

のための壁の撤去などの改修費及び鏡すくすく

スクールの鏡小学校敷地内への移転新設に伴う

設計委託料です。財源内訳の特定財源のうち国

県支出金１億７６０６万８０００円は、放課後

児童健全育成事業に対する国県支出金などです。 

 ７２ページ中ほどをお願いします。 

 同項、目２・児童措置費で、２７億９７７６

万円を計上いたしております。前年度に比べ１

１９５万５０００円の増です。説明欄の１つ目、

児童手当事業、２０億８３１万５０００円です。

児童手当の内容を簡単に申し上げますと、３歳

未満の児童に月額１万５０００円、３歳から小

学生までの児童で第１子、第２子は月額１万円、

第３子以降は月額１万５０００円、そして中学

生は月額１万円です。ただし、所得制限限度額

以上の場合は、一律月額５０００円の支給です。

次の児童扶養手当事業７億８９４４万５０００

円は、父母の離婚などにより、父または母と生

計を同じくしていない児童を監護または養育す

る者に対して支給されるもので、児童１人で全

額支給の場合、月額４万２３３０円ですが、所

得に応じて減額があります。なお、財源内訳の

特定財源のうち国県支出金１９億６８９０万８

０００円は、児童手当事業に対する国県支出金

などです。 

 続きまして、同項、目３・保育所費で、５６

億７０７６万６０００円を計上いたしておりま

す。説明欄の３つ目、私立特別保育事業３７１

５万６０００円は、私立の保育園で実施される

延長保育に対する補助金です。次に、２つ飛び

まして、公立保育所運営事業３億３７２４万円

は、職員給与費を除く公立保育園１１園の運営

経費で、嘱託医報酬２１４万５０００円、臨時

保育士等の賃金１億３７９９万３０００円、給

食材料費である賄材料費５５７８万４０００円、

７園の給食業務委託料２５３２万４０００円、

ふるさと八代元気づくり応援基金を活用し、入

所児童などの安全と安心の確保のため、公立保

育園１１園に防犯カメラを設置する費用５５９

万９０００円などです。次の私立保育所保育委

託事業４５億１７１９万８０００円は、私立保

育所４５園及び管外私立保育園への保育委託料

４５億１４５３万円と、私立保育所に対する園

児１人当たり年７２０円の保育料収納事務委託

料２６６万８０００円です。次に、３つ飛びま

して、障がい児保育事業８７８４万３０００円

ですが、私立保育所において障害を持つ児童を

受け入れるに当たり、保育士の増員や、その安

全性が確保されるよう設備などを整備するため

に、保育所に対して補助を行うものです。次の
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施設型給付事業８８４３万９０００円は、幼稚

園と保育所の機能をあわせ持つ認定こども園の

聖愛幼稚園及び平成２９年度から施設型給付の

対象となる私立松寿幼稚園に対する給付費です。 

 ７３ページをお願いします。 

 説明欄１行目、地域型保育給付事業７３２２

万９０００円は、小規模保育事業所のありんこ

園、リス託児所、ひかわ保育園の３園と、事業

所内保育事業所のプチトマト、計４園への給付

費です。次の保育所等合同研修事業１００万円

は、園単独では実施が困難な研修会を八代市保

育園連盟に委託して、市内保育園・認定こども

園・地域型保育事業所合同で実施するものです。

次の実費徴収額補足給付事業６４万８０００円

は、保育園や認定こども園において、市の定め

る保育料とは別に各施設事業者が実費徴収でき

る費用について、生活保護世帯を対象に、その

費用の一部を補助するものです。なお、財源内

訳の特定財源のうち国県支出金２７億１９４３

万５０００円は、私立保育所保育委託事業に対

する国県支出金などで、また、その他７億２７

１７万４０００円は、保育所保育料などです。 

 続きまして、款３・民生費、項３・生活保護

費、目１・生活保護総務費で、２億１９６万１

０００円を計上いたしております。説明欄の２

つ目ですが、生活保護事業２９９７万７０００

円は、生活保護事業の適正実施のために必要な

事務や調査及び職員研修並びに被保護者の就労

準備支援などです。次の社会保障生計調査事業

７５万１０００円は、生活保護を受給している

世帯の生活を明らかにすることによって、生活

保護基準の改定など、生活保護制度の企画運営

に必要な資料を得ることを目的に実施されるも

のです。また、財源内訳の特定財源のうち国県

支出金９０２万５０００円は、生活保護適正実

施推進事業や社会保障生活調査事業などにかか

わる国庫支出金です。 

 続きまして、同項、目２・扶助費で、２８億

９３６０万４０００円を計上いたしております。

前年度に比べ２６３５万３０００円の増額とな

っておりますが、生活保護受給者の増加による

ものです。説明欄の生活保護費給付事業ですが、

内容は、生活扶助や医療扶助を初め、８種類の

扶助を支給することにより、必要な保護を行い、

その最低限度の生活を保障するとともに、自立

を助長することを目的とするものでございます。

それぞれの扶助費ごとの内訳では、最も多い医

療扶助が１６億３４８１万３０００円、生活扶

助費が７億６９８８万６０００円、住宅扶助費

が３億６２５万３０００円、介護扶助費が７１

６１万７０００円、教育扶助費が８２７万１０

００円、生業扶助費５３２万４０００円、葬祭

扶助費３７１万７０００円、出産扶助費８２万

８０００円及び就労自立給付金８２万６０００

円です。財源内訳の特定財源のうち国県支出金

２１億６５７０万３０００円は、生活保護扶助

費に係る国庫支出金などで、また、その他２６

４５万３０００円は、生活保護費の返還金など

です。 

 ７４ページ、上の段をお願いします。 

 同款、項４・災害救助費、目１・災害救助費

で、３８３万６０００円を計上いたしておりま

す。これは東日本大震災関連経費で、説明欄に

ありますとおり、宮城県石巻市への職員の長期

派遣に伴う職員手当１５０万円と、派遣のため

の旅費２１８万６０００円などです。派遣予定

の人数は２人です。なお、財源内訳の特定財源

のうち、その他１４５万８０００円は、石巻市

からの災害派遣人件費負担金です。 

 款４・衛生費、項１・保健衛生費、目１・保

健衛生総務費で、１３億７３８５万４０００円

を計上いたしております。前年度に比べ、２４

７５万３０００円の増額となっておりますが、

これは企業会計繰出金事業の増加によるものな

どです。説明欄の２つ目、不妊治療助成事業３

１４万８０００円は、体外受精または顕微受精
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による不妊治療を受ける夫婦に対し、不妊治療

費助成金を給付することにより、経済的負担の

軽減を図り、安心して子供を産み育てる環境づ

くりを推進するものです。次の妊産婦健康支援

事業９０７２万５０００円は、安心して出産育

児ができるよう、妊娠中の健康管理や、親とな

るための知識や技術を習得するため母子健康手

帳の交付や、妊婦健康診査、保健指導などを行

うもので、最大１４回の妊婦健康診査の熊本県

医師会への委託料８８９４万３０００円が主な

ものです。次の養育医療給付事業１０１６万４

０００円は、母子保健法に基づき、身体の発達

が未熟なまま生まれた子供が指定医療機関にお

いて入院治療を受ける場合に、保険診療による

入院医療費の自己負担分を助成するものです。

次の乳幼児健康支援事業１８７５万６０００円

は、母子の健康の保持増進を目的に、生後４カ

月までの全戸訪問事業、４カ月児・７カ月児・

１歳６カ月児・３歳児のそれぞれの健診、発達

相談などを行っており、八代市・郡医師会への

委託料が主なものです。次の、こども医療費助

成事業４億２９７６万円は、子供が安心して医

療を受けることができるように、ゼロ歳から中

学３年生までの入院・通院等にかかわる医療費

を全額助成するものです。次に２つ飛びまして、

千丁健康温泉センター管理運営事業２７４７万

２０００円は、平成２９年度から、千丁地域福

祉保健センターの温泉施設を除く部分について

は八代市公民館として教育委員会に移管するた

め、温泉施設を活用した入浴・休憩及び健康づ

くりの場の提供を行い、市民の健康増進と福祉

の向上を図るもので、燃料費８９９万７０００

円、電気料６６８万５０００円、受付業務委託

料６４６万５０００円などです。 

 ７５ページをお願いします。 

 説明欄の上から３つ目、健康増進事業１億３

７７万８０００円は、青壮年期からの健康づく

り及びがんなどの生活習慣病の早期発見、早期

治療を行うことにより、健康寿命を延ばし、市

民の健康増進を図るもので、健康づくりの講演

会を開催したり、歯周疾患検診、胃がん検診、

肺がん・結核検診、ほか各種がん検診などを実

施するもので、検診委託料９３３５万１０００

円が主なものです。次に１つ飛びまして、フッ

化物洗口事業３１９万９０００円は、子供の虫

歯の状態を改善し、生活の質の向上を図るため、

県全体の取り組みとして、保育園・幼稚園・小

中学校も対象に加え実施しており、フッ化物洗

口液を用いて１分間ぷくぷくうがいなどを行い、

歯のエナメル質を強化し、虫歯の予防をするも

のです。次に２つ飛びまして、簡易水道特別会

計への繰出金１億２６４２万５０００円は、八

代・坂本・東陽・泉地区の簡易水道施設の運営

にかかわる不足分を繰り出すものです。次の診

療所特別会計への繰出金３１６３万７０００円

は、椎原、下岳、泉歯科診療所の運営に係る不

足分を繰り出すものです。次の水道事業会計へ

の繰出金２２００万７０００円は、企業債償還

金の一部を繰り出すものです。次の病院事業会

計への繰出金２億１５１４万５０００円は、結

核病床分の補塡や企業債償還金、外来診療棟リ

ース料などに対し繰り出すものです。なお、財

源内訳の特定財源のうち国県支出金６７４５万

２０００円は、こども医療費助成事業や健康増

進事業に対する県支出金などで、また、その他

１７９８万９０００円は、千丁健康温泉センタ

ー入館料などです。 

 同項、目２・予防費では３億３９２７万９０

００円を計上いたしております。全額、各種予

防接種事業で、八代市・郡医師会への委託料３

億３５９４万５０００円が主なものです。予防

接種は、病気の発生及び集団での蔓延を防止す

るため接種対象者などに接種の努力義務が課さ

れる、４種混合、麻疹風疹混合、日本脳炎、ポ

リオ、子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、小

児用肺炎球菌ワクチンなどのＡ類疾病予防接種
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と、個人の病気の発病、重症化を防止する６５

歳以上の高齢者に対するインフルエンザ及び高

齢者肺炎球菌などのＢ類疾病予防接種がありま

す。特定財源として、妊娠希望者への風疹予防

接種に対する県補助金４３万２０００円があり

ます。 

 以上で、健康福祉部所管の民生費、衛生費の

説明を終わります。御審議のほど、よろしくお

願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑ありませんか。 

○委員（田方芳信君） ７４ページの不妊治療

の助成事業で３１４万８０００円なんですけ

ど、これは年間何名ぐらいの方が利用されてい

ますか。それと、不妊治療費は大体、１回幾ら

ぐらいかかっているんですかね。 

○健康推進課長（豊田幸子君） 健康推進課の

豊田でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 不妊治療の件数ですが、２７年度が５３名で

延べ７８件でございました。金額の平均は、大

体４万３４９円ぐらいが大体の平均になります。

お一人の金額は、大体、高額な方で４２万とか

ですね、少ない人でありましたら７万５０００

円以内になります。その平均が大体４万円ぐら

いということで、見込んでおります。 

○委員長（友枝和明君） よろしゅうございま

すか。ほかにありませんか。 

○委員（太田広則君） ７１ページの節１４・

放課後児童健全育成事業ですね。２７クラブあ

るということでございましたけども、ちょっと

詳細を見ると、支援員の処遇改善分１７３３万

ということですが、どういった支援員の処遇改

善をされるのか、それと、２７園に支援員は何

人いらっしゃって、その方々の処遇がどういう

ふうに変わったのかというのを、ちょっとお聞

かせください。どういうふうに変わるのかです

ね。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） こども未来課の森田でございます。

よろしくお願いいたします。 

 放課後児童健全育成事業の処遇改善事業でご

ざいますが、こちらは放課後児童支援員の処遇

を改善するものですが、新たに常勤職員を配置

する場合などに必要となります給料や手当等の

賃金の改善分に対して補助を行うものです。２

７年度におきましては６クラブ補助をしており

まして、２８年度には１３クラブ、２９年度の

予算では１５クラブの補助の予定をしておりま

す。 

 今回２９年度の当初予算におきましては、現

在２７クラブのほうに支援員のほうが１２０人

程度おりますが、そのうち５７名、６０名程度

の支援員につきまして、賃金を改善する給与で

あったり手当であったり、それに伴います共済

費あたりの改善分を補助するものでございます。 

○委員（太田広則君） ６０名分、じゃ、新た

に就労される方がふえたというふうに捉えてい

いわけですか、この児童クラブに。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） 児童クラブの支援員がふえたという

わけではなくて、現在勤めていらっしゃる支援

員の方に対して、補助の基準と申しますのが、

平成２５年度の賃金をベースとしまして、それ

を改善した分を補助するということになりま

す。ですので、支援をふやすための補助という

わけではなくて、今いらっしゃる支援員さんの

改善を図る事業ということになっております。

（委員太田広則君「はい、わかりました。あり

がとうございます」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員（幸村香代子君） 関連なんですが、

今、太田委員の関連なんですけれども、先ほど

部長のですね、今年度予算の総括ということで

述べていただいた分でも、児童クラブの待機を
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ですね、待機解消を目指したいというふうな予

算立てだったかというふうに思います。 

 この間もやはり小学校１年生に入るときにで

すね、児童クラブに入れないという子供さんた

ちが、たしか１００人を超えていたかなという

ふうに思うんですが、もう今、来年度、新年度

のですね、ところの、もう入学が始まりますか

ら、新年度の様子としてはどんなふうなのかっ

て、待機のところがですね、どんなふうにある

のかということの、まずは説明をしていただい

ていいですか。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） 放課後児童クラブの待機児童につき

ましては、平成２７年度では８８名、平成２８

年度では１０１名という、子供たちの利用規模

がちょっとかなっていない状況にございます。 

 平成２９年度につきましては、現在募集を各

児童クラブのほうで行っているところでござい

ますが、そちらの報告はまだ受けておりません

ので、実際の利用できない利用数は現在ちょっ

と把握しておりませんが、現在、お電話等では、

利用ができなかったという保護者さんからのお

問い合わせ等があっている状況でございます。

そういった場合には、同じ小学校区内の児童ク

ラブが利用できない場合は、送迎支援等を行っ

ている児童クラブ等を案内し、そちらのお申し

込みあたりを御案内しているところでございま

す。 

○委員（幸村香代子君） どう考えてもです

ね、２８年に１０１あったものが２９年度、そ

んな救急に改善はできていないだろうなという

ふうに認識するんですが、この数のですね、出

し方についてなんですが、私の認識していると

ころによると、その１次希望、第１次希望に入

れなかった数というふうなことではなかったか

と思うんですが、そこをちょっと確認させても

らっていいですか。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） 今、委員がお話しいただきましたと

おり、平成２７年度、２８年度の調査につきま

しては、４月のお申し込みの時点で、各クラブ

において利用をお断りした数というところの把

握でございます。ですので、先ほどの８８名と

１０１名の方が別の児童クラブに入られたとい

う追跡調査まではちょっと行っておりませんで

したので、２９年度につきましてはより正確な

数値というのを確認したいと考えております。 

○委員（幸村香代子君） はい、その点はです

ね、きちんと、私もそういった意味では、第１

次だけではなくて、最終的にどうだったかとい

うことについてはですね、正確な数値を押さえ

ていただきたいというふうに思います。 

 それとですね、続けてなんですが、この間、

環境改善という意味で、今回、鏡のところとで

すね、千丁のところの環境改善というものが行

われるようなんですけれども、トイレの件を何

度かお話をしたことがございます。トイレの整

備についてですね、やっぱり施設内にないとい

うこととか、雨の降る日に体育館のですね、運

動場のところまで行かなきゃいけないとか、さ

まざまなことがあるので、まずはそのトイレの

整備をですね、やっていただけないかというこ

とをお話ししていました。で、教育委員会との

協議が必要だというふうにもお伺いをしていま

すので、まずはそこのところの協議がですね、

どんなふうに行われているかという状況をお知

らせいただいていいですか。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） 児童クラブにつきましては、学校敷

地内予備教室を利用しているクラブにつきまし

ては、クラブの中にトイレがないような状況が

あるクラブも数カ所ございます。そちらにつき

ましては、どうしても学校敷地内ということ

で、教育委員会や学校との協議が必要となりま

すので、現在、継続して設置をするように協議

を進めているところでございます。 
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○委員（幸村香代子君） 見通しとしてはどう

ですか。 

○こども未来課副主幹兼子育て支援係長（森田

克彦君） 見通しとしましては、現在、何年度

に設置ができるというお答えはできませんけれ

ども、今後、早目に、早急に設置するように協

議を進めていきたいと思っております。（委員

幸村香代子君「はい、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員（前垣信三君） 済みません、７４ペー

ジの確認ですが、こども医療費助成事業４億２

９７６万とある、これは市長の議会当初の発言

の中には、中学校３年生までというような発言

がなされたと思いますが、確認ですが、これは

中学校３年生までと捉えてよろしいですか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 ２９年度の予算に計上していますのは、中学

校３年生までというところでの予算計上です。 

○委員（前垣信三君） 中村市長は非常に頑張

られて、八策をほとんど達成をされているんで

すが、高校３年生までの医療費を無料にすると

いう大事な政策を掲げとったんですが、何でこ

れを取り上げられなかったか、そのあたりの理

由はどうですか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 私どものほうでも、大分ですね、大分検討を

しました。これを３年間広げますとですね、数

千万単位でですね、いわゆる市税等の一般財源

が要るというようなところです。まあ、そうい

った状況があります。 

 １つの区切りとしまして、中学校ですね、い

わゆる義務教育期間ということで１つの区切り

はついたかなというところがあります。それと

数千万ということでのですね、金額の確保とい

うことで、実は御承知のように、２９年度予算

につきましては、新規事業につきましてかなり

厳しい予算査定もですね、実はあっておりまし

て、そういった関係は、昨年の熊本地震からの

ですね、影響もありますものですから、精いっ

ぱいですね、財政のほうでも予算は計上はいた

しますものの、まずはですね、まずは、このこ

ども医療費を高校生までですね、拡大するより

も、今の現状のですね、ほかの事業を推進して

いくということを優先しましてですね、今回

は、今回は見送ったというところですね。 

○委員（前垣信三君） まあ、事情はようわか

るんですが、基本的には市長、これを一生懸命

主張されたんですね。だから、ほかの予算は潰

してでも、これは市長方策としてね、されんと

いかんと思ったんですよ。まあ、市長の気持ち

からすれば非常に残念かもしれんのですけど、

このあたりはですね、市民に対して説明がどう

なるのかなという気がしましたので。いいで

す。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。ほかに

ありませんか。 

○委員（橋本幸一君） ３点ほど。 

 まず、７３ページの小規模保育園ということ

ですが、この定義というのはどうなされている

のかということをまずお聞きしたいと思うんで

すけど。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） こども未来課、角田でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 小規模保育園につきましては、２０名以下の

保育園のことを示すものでございます。 

 以上でございます。 

○委員（橋本幸一君） この中で、僻地の保育

園運営事業費とかもあるわけですが、この辺の

関連も含めて、やっぱりこの中山間地というの

は非常に少子化の傾向が著しくなって、以前、

数年前はそういう保育園を廃園というふうな方

向ということで、かなり進められて、地域の反

発を招いたということがあったわけですが、ま

あ、存続の方法として、この小規模保育園とい
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う、そういう手法の中で、存続の方法というこ

とはあり得るということで考えてよろしいでし

ょうか。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） 小規模保育園につきましては、なかなか

児童数も減っておりまして、運営が難しいよう

な状況でございます。しかしながら、五家荘に

つきましてはですね、まだ児童、対象の方も５

名ほどおられますので、存続の形でしていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○委員（橋本幸一君） まあ、僻地保育園とい

うのは理解できたんですが、僻地以外の、その

近くに、近隣に保育園がないと、そういう地域

においては、この小規模保育園という形での存

続というのが可能かということを、今お尋ねし

ているんですが。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） 小規模保育園につきましては、開かれる

方の御要望というのが第一になりますので、

今、実際、僻地ではございませんけれども、市

内に開きたいという御要望は幾つか上がっては

おりますが、まだ具体的には計画までは至って

いないというところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（橋本幸一君） じゃ、これは私立が対

象ということで、公立の場合はこの小規模保育

園というのはないということですか。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） 公立の保育園は、小規模保育園は今のと

ころございません。 

○委員（橋本幸一君） 国が認めないというこ

とで、私立のみの小規模保育園でしか認められ

ないということ、そう理解してよろしいんです

か。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） 認めないというよりは、まだ市のほうで

小規模保育園をつくるという計画は今のところ

ないというようなところでございます。 

○委員（橋本幸一君） 今の既存の保育園が２

０名来た場合、その小規模保育園に移行といい

ますか、そういう形は、できればできるという

ことですね。つくろうと思えばできるという理

解をしてよろしいんでしょうか。 

○こども未来課長補佐兼保育係長（角田吉光

君） はい、委員おっしゃるとおり、そういっ

た移行をしようと思えばできるということでご

ざいます。 

○委員（橋本幸一君） はい、ありがとうござ

いました。 

 それからもう一つ、７３ページの生活保護事

業の説明の中で、この国の支出金が、生活保護

適正実施推進事業補助金と充てられておるとい

うことでございますが、具体的にこの生活保護

事業という中でどういう活動をされているのか、

その辺、具体的にもう少し。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 生活援護課

の中田です。 

 この事業につきましては、まず生活保護の面

接相談員、それから生活保護就労支援員、それ

から医療扶助相談員等につきましての、生活保

護を運営していく上で必要な人材というような

ところの確保というところからでの、そちらの

ほうに対して国から４分の３の補助があるとい

うような、まず人員体制の確保。 

 それからあと、生活保護のケースワーカー等

の研修会等への補助が、国からの２分の１。そ

れから、先ほど申し上げました就労支援員、こ

の方について全国研修会等、資質の向上という

ようなところで研修会が開催されますが、そう

いったものへの２分の１程度の補助、それから

あと、社会福祉主事資格の研修への参加、それ

から査察指導員、保護係の係長ですが、こちら

の研修会への参加費用とか、ケースワーカーの

研修等、そういった生活保護を適正に運営する

ための資質向上と、それと人材の確保等をする
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事業が主で、賃金がそのほとんどを占めている

状況でございます。 

○委員（橋本幸一君） この相談員の人数とケ

ースワーカーの人数は、大体何人ぐらいなんで

すか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 面接相談員

は１名の嘱託職員で行っております。それから

ケースワーカーは、職員が１４名、現在ですけ

ど、それから非常勤の職員が４名の、計１８名

の体制で行っております。 

○委員（橋本幸一君） わかりました。 

 それからもう一つ、７５ページの予防費の予

防接種事業というのが、今年度減額になってい

るんですが、これは減の原因というのはどうい

う原因でしょう。 

○健康推進課長（豊田幸子君） 予防接種委託

事業の減につきましては、大体、予防接種の件

数を実績並みにしております関係で……。（委

員橋本幸一君｢ああ、前年度が」と呼ぶ）前年

度ですね。大体、Ｂ型肝炎ワクチン事業が２８

年度の１０月に始まりましたので、その分、大

体、新規事業としてですね、上がる予定なんで

すが、その分を件数を実績並みに落として計上

しているところです。 

○委員（橋本幸一君） ２８年度の計画が、結

局、結果として、実績としては少なかったか

ら、その少ない分を２９年度には上げたという

ことですか。 

○健康推進課長（豊田幸子君） そうです、は

い。 

 高齢者の肺炎球菌の件数が実績よりも下がっ

ておりますので、その分を前年度よりも少なく

しております。Ｂ型肝炎につきましては、予定

では２８５０人ということで計上しておりまし

たが、全体の費用を抑えるということで、財政

と協議しまして、少し前年よりも落としてもら

えたというところで、済みません、落としてい

るところです。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 大体、新年度の予算をつくりますときには、

その前年の実績ということをもとに予算を編成

していきますが、今回は実は予防費の中で、結

核予防事業ということで、予防費のほうに今ま

で予算を組んどったんですかね。それを今回、

ここで目でいきますと保健衛生総務費のほうに

予算を組みかえた関係で、それがたしか６００

万、７００万だったと思うんですが、それが大

きな要因かなとは思っています。あと、それと

予算につきましては実績で組むというような、

そういった手法ですね。 

 以上です。 

○委員（橋本幸一君） 今ので大体理解できま

したが、結局、予防接種というのは、いざ蔓延

すれば大変な事態になるわけですから、やっぱ

りちゃんとした予防体制というのは確保しなけ

ればいけないというわけで、減というのは非常

に私も不安感を感じたから今の質問をしたわけ

です。わかりました。終わります。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。ほかに

ありませんか。 

○委員（幸村香代子君） ６９ページの社会福

祉団体育成事業の１億１４２１万９０００円に

ついてお尋ねをしたいんですが、先ほど、ほか

の資料も含めて見てみますと、社会福祉協議会

に対する人件費補助ということで計上をされて

います。その人件費補助という部分でですね、

人数なりをちょっと教えていただいていいです

か。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） おはよう

ございます。健康福祉政策課、西田でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 ただいまのお尋ねでございますけれども、先

ほど小薮次長のほうからも御説明がございまし

たが、事務局職員１８名にかかわります給与及

び時間外手当及び厚生経費を除く諸手当等に対

する１０分の１０の補助ということで、平成２
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９年度当初予算に１億１４２１万９０００円を

計上させていただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（幸村香代子君） ということは、１８

名分の給与、諸手当は除くとして、給与を全額

補助しているというふうに理解していいです

か。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） はい、そ

のとおりでございます。 

○委員（幸村香代子君） ちょっと使途の関係

性がよくわからないんですが、活動補助、活動

補助金というふうにして、人件費、給与を全額

補助するという考え方がちょっとよくわからん

のですが、何か説明がありますか。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） 社会福祉

協議会につきましては、全市町村のほうに、社

会福祉法の第１０９条によりまして、地域福祉

をですね、推進する団体に位置づけられている

ものでございます。こういった社会福祉協議会

に対しまして人件費補助金を支出することによ

りまして、社会福祉事業の効率・効果的な運営

を支援し、地域福祉の推進を行うという趣旨

で、人件費補助１０分の１０を現在実施してい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（幸村香代子君） その前段の位置づけ

ですよね、地域の福祉活動とか福祉の向上とか

って言っている部分で、実際の事業をされてい

る中でですね、各校区の福祉事業に対しても、

この福祉協議会からの補助、活動費補助みたい

なものが出されているとか、各市民活動団体に

対してもですね、補助をされているということ

で、非常にその事業としてはいい事業をされて

いるなというふうに思うし、評価をするもので

すが、そこのですね、補助率が年々下がってき

ていると。で、また今年度も非常に引き下げら

れたというふうなお声を聞きます。 

 で、そういったふうに活動の部分のですね、

ところの補助金が削減されていく中で、その人

件費のところだけがですね、こんなふうに確保

されていくということについては、どんなふう

に考えられていますか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 社会福祉協議会の１８名、事務局のみの人件

費ということです。これにつきましては、先ほ

ど課長のほうから説明がありましたようにです

ね、地域福祉の推進という立場からの補助とい

うことですが、それと先ほど、今もう一つ出ま

した各種団体事業の補助ですね、確かに実は削

減している例がございます。 

 と申しますのは、実は財源というのは香典返

しの寄附ですね、それからそのほかの寄附があ

るんですが、そういった中で香典返しの寄附が

ですね、実情を申しますと、まちづくり協議会

ですか、そういった団体に一部流れているとい

うことで、従来に比べましてですね、いわゆる

社会福祉協議会としての収入が減っているとい

うことで、社会福祉協議会自体の経営がです

ね、大幅な赤字を来しているという状況があり

ましたもんですから、そこで、ではということ

でですね、まあ、申しわけないんですが、活動

費をですね、一部削減しまして、要するに収入

に見合ったところの歳出ですね、収入と支出を

合わせたところでのという予算編成をした関係

でですね、どうしても地域の団体の活動費がカ

ットされたというような状況がございます。 

○委員（幸村香代子君） ということは、人件

費の、ここで市が計上している部分と、また、

その単独の活動の財源といった部分が違うとい

うふうに理解していいですか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 そのように全く違うということでですね、あ

くまでその地域、社会福祉協議会が出す地域へ

の団体の補助金というのは、社会福祉協議会の

自主財源をもって充てるということです。と、

今回の社会福祉協議会の事務局の職員につきま
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しては、市のほうの補助金ということで、全く

別建てで考えていただきたいというようなこと

ですね。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

 それとですね、もう一つ、７３ページの先ほ

どあった民生費の部分のですね、生活保護総務

費のところなんですが、私の聞き間違いかなと

いうふうに思うのでちょっと確認をさせていた

だきたいんですが、特定財源のその他２６４５

万３０００円、これが生活保護費の返還金とい

うふうな説明であったかと思うんですが、それ

は間違いないですか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい、生活

保護費の返還金でございます。 

○委員（幸村香代子君） その返還金とは何な

んですかね。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 返還金には

２種類ほどありまして、生活保護法でいいます

６３条というのが、資産を、資力がありながら

生活保護を受けていた場合、その資力によって

金銭が入ってきた場合に返還をしていただく、

保護費相当分。 

 一番多いのは年金の、遡及年金というか、年

金を手続をしていないまま生活保護を受けてお

られた方が、年金がもらえるという状態だった

ということで年金を手続された、その場合、遡

及年金として、従来もらわれていた、最高５年

間についてとか、そういったものが入ってきま

す。で、生活保護がその５年以上もらっていた

場合とかで、こちらが支出していた分につい

て、年金のその相当分について、全額返還して

いただく場合がございます。 

 それとか、交通事故による賠償金だとか、生

活保護を受けておられた方が交通事故に遭われ

て、その後、賠償金が支払われると、そういっ

たときに、その間の資力が発生した日から、市

が支出していた保護費を計算いたしまして、そ

の分について返還をしていただく場合等があり

ます。 

 それからあと、これは７８条でいいまして、

こちらは不正受給、申告をしておられなかっ

た、こちらの調査で後でわかった場合等につい

ての返還をいただくというようなところで、そ

ういったものが返還金ということであります。 

 それからあと、介護給付等で、一旦保護費の

ほうで支払っていた後、後ほど返ってくる場合

もございまして、そういったものが返還金とし

て歳入の見込み額として上げております。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） これは私が理解した

のがですね、２８年度に返ってくるのをここに

計上されたのかなというふうに思ったら、今の

御説明だと、２９年度、今御説明があった２つ

のことが考えられるので、これだけ返還金があ

るんじゃないかなということで予算されたとい

うことなんですか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 今、委員さ

んが言われたとおり、今年度発生したもので、

繰り越されて来年度返還が予定されている分を

含みまして、この金額を算定しております。 

○委員（幸村香代子君） ということは、２８

年度の分と２９年度の見込みといったところだ

と理解していいですか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 今年度発生

したものと、見込みにつきましては、過去の調

定額から、また実際に返還された金額等を勘案

しまして出しております。返還率というのも、

７８条につきましては、まあ大体１０％未満と

いうのが多くなっておりまして、６３条は８

０％だとか７５％程度の返還率が見込まれます

ので、そういったところから過去、２３年度か

ら２９年度の見込みの調定額、それから収納率

等をですね、出しまして、この２６００万をこ

ちらのほうに計上しているところでございま

す。 
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○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小薮 正

君） 済みません、７８条と言いましたが、例

えば保護を受けていらっしゃる方が働いて１０

万円を稼がれたと。それを福祉事務所のほうに

は何もおっしゃらなかったと。で、後でそこが

わかりましたという場合に、１０万円返してい

ただくんですけれども、そのときに、何せ保護

を受けられている方ですので、もう手元に使っ

てしまわれて、ないことが多いと。そのような

場合に、分割して返していただくというような

形があるんです。そういうような部分がありま

すので、年を越したりしてしまうということで

す。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（太田広則君） 関連して。生活保護事

業と同じページで、節２ですね。今、生活保護

がね、修正にも出ましたとおり非常にふえてい

るという中で、今回、臨採ですかね、これ。臨

時職員４名、生活保護面接相談員１名、生活保

護就労支援１名、医療扶助相談員、ケースワー

カー１名と、これは、ふえているからその対応

でというふうに捉えていいんですか。今までよ

りも、今までどういうふうに、職員でみんな、

それと配置で、配置された専門員でされてきた

んじゃないのかなと思うんですが、今回ふえた

ことによっての増員というふうに捉えていいん

でしょうか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 面接相談

員、それから就労支援員、それから医療扶助相

談員、これにつきましては、生活保護受給者の

数がふえていって、そういった中に、過去１０

年ほど前と、今は倍近くふえていますが、その

当時、職員体制として、当然、生活保護受給者

の数が減っていけば、職員もその分少なく、ケ

ースワーカーも少なくなってきていた中で、ま

ず面接相談員がふえていく中で、職員だけでは

対応が困難というようなところで非常勤の面接

相談員、それからリーマンショックというのが

ありましたけど、そのとき就職で非常に困って

おられる方がおられたというようなところで、

就労支援員というのを常勤として、国のほうが

補助を出して就労の支援を行うと。 

 それから医療扶助についても、もう御存じの

とおり５割以上は、生活保護費の５割以上を占

める割合で医療扶助がありますので、まあジェ

ネリック医薬品と、重複診療だとか頻回診療、

そういったものを予防するというか、指導を行

う上で、医療扶助相談員というふうなことで非

常勤が３名と。 

 それからあと、ケースワーカーの非常勤職員、

今現在４名ですけれど、今年度当初予算では３

名としておりますが、非常に件数がふえている

中、常勤の職員が月に２回程度の新規調査にも

回らないといけない。その上で丁寧、計画的な

方法も続けていかなければならない中で、非常

勤職員が４名ほどお願いしていたんですけど、

今後は非常勤職員につきましては、常勤職員、

市の職員のほうが、人事当局のほうにお願いし

て、今後、常勤職員での対応をお願いできない

かというようなところで、来年度は非常勤のケ

ースワーカーについては１名を減というような

状況でございます。 

○委員（太田広則君） これは公募でされるん

ですか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） ケースワー

カーも非常に専門的な知識等も必要で、経験等

も必要なんですけど、今現在、職員のＯＢです

ね、うちの職員ＯＢ等でお願いをしておりま

す。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） わかりました。 

 就労支援事業所にも委託していますよね。就
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労支援事業所、委託料も入っていますよね、こ

の中に。３６１万８０００円入っていますよ

ね。で、例えば今回、生活保護就労支援に１名

公募しているわけですよね。ということは、就

職してくださいと、先ほどありましたように仕

事について、生活保護を受給しないようにとに

かく仕事してくださいと、ある程度健康な方は

仕事してくださいというのが皆さんの立場で、

一部ではそういう方がおられるんで、そこに就

労支援をもう１名ふやすちゅうことはですよ、

どんどん生活保護費を減らそうという考えのも

とで、この相談員をふやされようとしているん

だと思うんですよね。 

 じゃ、逆に聞きますと、実績、１年間、さっ

き聞けばよかったんですけども、就労支援に至

った人数、わかりますか。それで生活保護が受

けんで済むようになったという人数だけちょっ

と、もう昼前ですけど、最後に。 

○生活援護課長（中田利一郎君） 就労支援員

は１名は、この事業が始まってずっと同じで、

１名増というわけではございませんが。委託と

いうのは、生活困窮者就労準備支援事業という

事業がございまして、これは家に閉じこもりが

ちな人が、閉じこもっていてなかなか外に出ら

れなくて、就労に至るまで、その前に生活のリ

ズムを整えたり、また生活保護を受けておられ

る方で、もう何年も仕事に行っていないという

ようなことで、ハローワークとかに行きまし

て、履歴書とか面接等を行った上で、なかなか

それがうまくいかずに就労に至っていない人へ

の準備、そういった基本的なことを行えるよう

にするためには、被保護者就労準備支援事業と

いうことで、こちらのほうは仕事についていた

だくように、できれば続くまで委託するもので

ございます。 

 先ほど就労支援の人数ですけれど、年間延

べ、大体５００名程度に参加をしていただいて

おります。 

○委員（太田広則君） はい、わかりました。

準備と支援というのが違うということですね。

はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（島田一已君） ７５ページのフッ化物

洗口事業ですけれども、今、この事業をされて

何年になるのか、また効果があれば効果をお話

しいただきたいと思いますし、また先生・保護

者の方から何か声が上がっていれば、そのこと

をお話ししていただきたいと思います。 

○健康推進課長（豊田幸子君） フッ化物洗口

事業の開始は、平成２６年の９月からでしたの

で、実際、２年と５カ月、半年ですね、２年と

６カ月なんですが、効果としましては、まだフ

ッ化物洗口による効果ということでは実際は出

ておりません。ですけど、子供たちの虫歯の本

数は年々減少している状況です。 

 フッ化物洗口を始めましてから、効果としま

して、先生方のお話では、歯磨きを実際する子

供たちがふえて、集団的には効果が出てきてい

るのかなというお声は聞いております。保護者

からとか教師の先生方の苦情などは、直接には

私どものほうには聞こえておりません。また、

教育委員会のほうからもそのようなお声は聞い

ていない状況です。 

○委員（島田一已君） はい、いいです。 

○委員長（友枝和明君） よろしゅうございま

すか。ほかにありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 済みません、今の関

連なんですが、このフッ化物洗口事業は、とり

あえず３年をめどにということじゃなかったか

と思いますが、その部分だけちょっと確認をさ

せてもらっていいですか。 

○健康推進課長（豊田幸子君） フッ化物洗口

の実施につきましては、３年度ということでは

当初計画では言ってはおりません。少なくとも

５年以上はする必要があるのかなということ
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で、教育委員会にはお願いしておりました。ま

た、効果が出るのが、１２歳の子供たちの歯で

効果を示していきますので、少なくとも６年以

上はかかるのかなと思っておりますので、担当

課としましてはずっと継続していきたい事業だ

と思っております。 

○委員（幸村香代子君） わかりました。何

か、一応３年をめどに一回効果を見るというふ

うに私は理解していたんですが、違ったという

ことを確認させてもらいました。はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

 じゃ、午前中の審議はここまでといたしまし

て、休憩いたします。午後は１時から再開いた

します。 

（午後０時０４分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時０２分 開議） 

○委員長（友枝和明君） それでは、休憩前に

引き続き、文教福祉委員会を再開いたします。 

 第３款・民生費及び第４款・衛生費の質疑の

途中でありましたので、質疑を再開いたしま

す。質疑ありませんか。 

○委員（太田広則君） 済みません、確認です

けども、６８ページの社会福祉費、節１３・地

域介護・福祉空間整備等交付金事業で、確認な

んですけどね、今回、スプリンクラーの整備

と、それから消火ポンプユニット、そしてもう

一つが防犯対策強化ということで、施設に８

園、８事業所に防犯カメラをつけたり、非常通

報装置ということで、まず、その最初のスプリ

ンクラーとポンプユニット、これは全部国から

のですね、拠出金のようなんで、別に問題ない

と思うんですが、もともと事業所を認可すると

きに、このスプリンクラーとか設置は義務づけ

られとかんばんとじゃなかったのかなと思って

いるんですが、そこの確認です。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） 長寿支

援課、秋田でございます。 

 ただいまの御質問でございますが、現在、ス

プリンクラー等の整備を行っております対象

は、既存の施設でございます。消防法改正前か

ら設置している施設がございまして、消防法改

正後にスプリンクラー整備を行う際に、国の補

助があるというものでございます。現在、新た

に新設されているもの等につきましては、もう

建設当初から、その建築費の中でスプリンクラ

ー等の整備が義務づけがあるというところでご

ざいます。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） スプリンクラーについ

てはわかりました。 

 それじゃ、次のですね、防犯対策強化という

ことで、今回私、一般質問で防犯カメラの質問

をさせていただきましたけれども、国の補助で

防犯カメラをつけるということで、８園、８事

業所ですかね、これは今までも国の補助で防犯

カメラってつけてこられたんですかね。 

○長寿支援課副主幹兼介護給付係長（久保祝子

君） よろしくお願いします。 

 ２８年度、昨年度、障害者の施設のほうでの

事件がございまして、その後ですね、今年度初

めて始まった事業でございます。１８０万上限

で、その分の半分、２分の１が補助となってお

ります。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） ちゅうとは、これから

もどんどん、未設置のところが多いと。で、２

分の１の補助で逆につけていけれるというふう

に踏んでよろしいんですか。 

○長寿支援課副主幹兼介護給付係長（久保祝子

君） お尋ねの件なんですけども、今年度から

始まっている事業でありまして、来年度も必ず

ありますという保証はわからないんですけど

も、国としては続けていかれる予定というふう

に聞いております。 
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 あと、補助に関しましては、先ほども話しま

したように、１８０万の上限額で、その２分の

１の９０万までが上限でございまして、３０万

以上の分が対象となっております。 

 以上です。（委員太田広則君「はい、わかり

ました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

○委員（幸村香代子君） 民生費全体なんです

けれども、民生費、衛生費ですね、衛生費の一

部、非常に予算としては２００億という大きな

ですね、予算を占める事業になるんですけれど

も、中身を見てみれば、本当に子供たちを、子

供を産み育てる環境から、やっぱり高齢者福祉

からといったところ、また生活困窮者事業とか

っていったところの、本当に市民の暮らしので

すね、一番土台となるようなところの予算であ

ろうというふうに思います。 

 ことし新規事業がなかなかに厳しいといった

ふうなですね、まあ、これは予算全体ですが、

厳しいという中でですね、非常に苦労して予算

を確保されたのであろうというふうに思います。

ですが、やはり特に子供たちの部分の予算、出

生率も年々右肩下がりに下がってきているとい

う状況はあります。だから、やっぱり少子高齢

化が進んでいくということになれば、少子化対

策ということがやっぱり重要な施策のですね、

一番に来るだろうというふうに思いますし、や

はり高齢化というのも、本市の場合、避けられ

ないところに来ていると。安心してやっぱり地

域の中で終末を迎えられるようなですね、そう

いったふうな環境整備も絶対必要になってきま

す。 

 そういったふうなところにですね、本当に市

民全体の暮らしとか健康とかっていった、そう

いったところのですね、一番基礎となるところ

でもありますので、非常にそういった意味では、

予算の執行、事業の執行に当たってはですね、

そういった視点を常に持っていただいて、執行

をお願いしたいというふうに思います。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） 私のほうから、生活保

護事業についてですけれどもですね、先ほど質

問させていただきました。皆さん御存じのとお

り、生活保護に関しては全国的に今、不正受給

の問題とかですね、そういうのもあって、非常

に皆さんも注目しているし、また、ここに非常

にうちとしても予算をつけなきゃいけないとい

う状況にあります。 

 今回、臨時職員をですね、採用して対応して

いきたいということのようでありますけれども、

基本的にはですね、人を入れて対応するという

ことですので、入れた効果ですね、やはり生活

保護受給が下がりましたと言えるような費用対

効果をですね、ぜひ、先ほど中田課長にも質問

しましたけれども、就労支援、これもですね、

重要なところです。仕事につけれるようになっ

た、仕事ついたことによって生活保護を受けな

く済むようになった、このことが理想でござい

ますのでですね、どうか人を入れた分のですね、

費用対効果を目指してですね、大変なところで

ございます。 

 また、不正受給に関しては、八代市からです

ね、不正受給の発覚がないように、しっかりと

した管理をですね、お願いしたいというふうに

思っております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で、第３款・民

生費及び第４款・衛生費については終了します。 
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 執行部入れかえのため小会します。（｢あり

がとうございました」と呼ぶ者あり） 

（午後１時１０分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時１２分 本会） 

○委員長（友枝和明君） それでは、本会に戻

します。 

 次に教育部から、歳出の第９款・教育費につ

いて説明を願います。 

○教育部長（釜 道治君） 教育委員会でござ

います。本日はどうぞよろしくお願いいたしま

す。座って説明させてください。 

 議案第６号・平成２９年度八代市一般会計予

算、第９款・教育費の説明に入ります前に、私

から、平成２９年度を迎えるに当たっての基本

的な考え方について述べさせていただきます。 

 教育委員会では、八代市教育大綱及び八代市

教育振興基本計画の基本理念であります「やつ

しろの 絆でつむぐ 心豊かな人づくり」を教

育行政推進の柱とし、また、その推進を図るた

め、①子供たち一人一人の生きる力を育みま

す。②地域とともに学校・園の教育力を高めま

す。③学校・家庭・地域の協働により社会全体

の教育力を高めます。④生涯を通じて楽しく学

ぶことのできる充実した環境を提供します。⑤

郷土の歴史と文化財に親しむことのできる環境

を整えます。の以上５項目を基本目標に掲げ、

教育部内、連携を図りながら、毎年度、諸事業

に取り組んでいるところでございます。 

 平成２８年度は、教育部の重点目標事項とし

て、①いじめ、不登校対策の充実、②学校規模

適正化の推進、③特別支援教育相談事業の推

進、④学校ＩＣＴ環境の整備、⑤学校給食施設

の整備検討、⑥学校施設非構造部材耐震化の推

進、⑦八代市公民館体制への移行準備、⑧博物

館特別展覧会事業の開催を掲げ、取り組んでま

いりました。おおむね、２８年度に掲げた目標

は達成できたものと考えております。 

 平成２９年度でございますが、２９年度に

は、現在の八代市教育大綱及び八代市教育振興

基本計画がそれぞれ期間満了となりますことか

ら、その改定作業を教育部の最重点項目と位置

づけ、取り組みを進めます。 

 次に、引き続き、２８年度に掲げた重点目標

事項がさらに進捗するよう取り組みます。熊本

地震からの復旧・復興を目指す事業にも鋭意取

り組んでまいります。 

 加えて、文教福祉委員から、今議会の一般質

問において、児童虐待への対応、進路指導、日

本語指導、防犯カメラ政策、適応指導教室くま

川教室について御質問をいただいたところであ

りますが、これまでも、教育行政について市議

会からも貴重な御意見をいただいておりますこ

とから、それらへの対応にも努め、職員一丸と

なり、基本理念である「やつしろの 絆でつむ

ぐ 心豊かな人づくり」に、さらに一歩近づけ

るよう、丁寧な事業進捗に努めてまいります。 

 以上、平成２９年を迎えるに当たっての私の

基本的考え方とさせていただき、桑田教育部次

長が平成２９年度当初予算の具体について説明

いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○教育部次長（桑田謙治君） こんにちは。

（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）教育部次長の

桑田でございます。よろしくお願いいたしま

す。座らせていただきまして説明をさせていた

だきます。 

 それでは、議案第６号・平成２９年度八代市

一般会計予算のうち、教育部が所管します教育

費予算の概要について御説明いたします。 

 まず、予算書の８ページをお願いいたしま

す。 

 まず、第９款・教育費について説明いたしま

す。 

 経済文化交流部所管分も含め、教育費総額と

して４２億２７９０万１０００円を計上してお

ります。これは一般会計予算全体に占める割合
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として、６.４３％に当たります。項別の内訳

としまして、項１・教育総務費に６億５８２万

円、項２・小学校費に７億３６２５万３０００

円、項３・中学校費に５億９１８１万６０００

円、項４・特別支援学校費に４４７４万５００

０円、項５・幼稚園費に２億２６７７万８００

０円、項６・学校給食費に６億２５５３万４０

００円、項７・社会教育費に１０億８５８８万

１０００円、項８・社会体育費に３億１１０７

万４０００円をそれぞれ計上しております。 

 次に、１６ページをお願いいたします。 

 歳出の款９・教育費は、前年度と比較しまし

て７７６６万９０００円の減額となっておりま

す。教育部所管における主な減額としまして

は、中学校費の教育振興費のマイナス３０５５

万６０００円、学校建設費のマイナス８２８４

万円で、その理由としましては、２８年度は、

４年に１回の中学校教科書採択に伴い、教師へ

の教科書及び指導書の配付があったことにより

臨時的に予算増となったことと、八代市立第六

中学校体育館改築に伴う旧体育館解体及びグラ

ウンド整備が完了したことによるものでござい

ます。 

 特定財源につきましては多種にわたるため、

歳出予算の目別予算の際に、主なものについて

説明をさせていただきます。 

 それでは、歳出について説明いたします。 

 １０１ページをお願いいたします。 

 款９・教育費、項１・教育総務費、目１・教

育委員会費です。教育委員会関係事務事業に３

３５万８０００円を計上いたしております。主

なものは、教育委員４人分の報酬です。 

 次のページをお願いいたします。 

 目２・事務局費でございます。４億８０２８

万円を計上いたしております。対前年度１９０

９万４０００円の増です。その主な理由としま

して、２９年度は幼稚園教諭の定年退職に伴う

退職手当を予算計上しているためでございま

す。特定財源の国県支出金は、小中一貫教育推

進事業県委託金９５万円及びいじめ対策等推進

事業に伴う国補助金２２万５０００円で、その

他は、奨学資金貸付金元利収入７０７万５００

０円が主なものです。主な事業について御説明

いたします。説明欄の上から５番目、小中一

貫・連携教育推進事業３００万４０００円は、

義務教育９年間を通して、確かな学力、豊かな

心、健やかな体など生きる力の育成を図るため

に、小中学校の連携体制を強化するものです。

平成２７年度からは全中学校区で導入してお

り、２９年度も県の小中一貫教育推進事業委託

金を活用し、各校区の実態に即した事業を進め

て、八代型小中一貫・連携教育の確立を目指し

ます。１つ飛びまして、日本語指導員事業１１

９万７０００円は、日本語指導が必要な児童生

徒が安心して学校生活を送れるように、日本語

指導員３人を学校に派遣し、日本語習得の支援

を図るものでございます。また１つ飛びまし

て、教育委員会事務局事業３７５万８０００円

は、教育長の活動費を含む教育委員会事務局に

係る事務経費でございます。２９年度は、３０

年度から計画がスタートいたします次期教育振

興基本計画の策定に向けて、策定委員会関連経

費１１万７０００円を計上いたしております。

奨学資金貸付事業７２７万４０００円は、経済

的な理由で就学が困難な生徒・学生に対し奨学

資金を貸し付けるもので、２９年度は新規貸し

付け１１人分、継続貸し付け８人分を予定いた

しております。いじめ対策等推進事業１０７万

６０００円は、学校からの要請に基づき、いじ

めや生徒指導等に関して専門的な指導・助言を

行う、弁護士・医師・臨床心理士・精神保健福

祉士で構成する八代市学校支援委員会に要する

経費と、いじめの防止・早期発見及びいじめへ

の対処など、いじめ問題の対策を実効的に行う

ために、２９年度から新たに設置を予定いたし

ております。八代市いじめ防止等対策委員会に
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要する経費が主なものでございます。小中学校

ＩＣＴ支援員事業１１３２万８０００円です

が、この事業は、２８年度及び２９年度の２カ

年事業となっております。２８年度からパソコ

ン教室のデスクトップパソコンを順次タブレッ

ト併用型パソコンに切りかえることに伴い、外

部の支援員による授業、研修等における操作支

援やメンテナンス支援が必要とのことから、外

部からＩＣＴ支援員を活用しているところでご

ざいます。２９年度は導入校への支援を引き続

き行うとともに、今後導入予定の学校に対し

て、研修の実施やモデル研究校の実践結果を提

供し、今後の円滑な導入につなげてまいりま

す。 

 次に、目３・教育サポートセンター費です。

２８１１万３０００円を計上いたしておりま

す。対前年度２０１万７０００円の減でござい

ます。主な事業について御説明いたします。ま

ず、教育サポート事業４４９万８０００円は、

教職経験豊かで、実践的指導力が高い２人の退

職教員をサポートセンターに配置し、学力向

上、不登校等の防止・解消に必要な支援や、教

職員の指導力向上に必要な各種研修や支援など

を行うものでございます。２９年度は、これま

でのサポート活動をより一層充実するととも

に、研修機会が少なくなる採用２年目の教職員

及び研修機会がほとんどない採用１年目の臨採

教員等へのサポートを重点項目として取り組ん

でまいります。これにより、教育サポーターの

勤務日数及び勤務時間数をふやすこととし、２

０７万４０００円の予算を増額としておりま

す。１０３ページの特別支援教育相談事業１１

９万７０００円は、教育現場からの特別支援教

育に関する相談ニーズが増加してきたことか

ら、２８年度に事業を開始しております。特別

支援教育アドバイザー１人をサポートセンター

に配置し、支援を要する児童生徒のニーズを把

握し、個人に合った必要な支援内容及び方法を

明らかにするために、担任、特別支援教育コー

ディネーター、保護者など、児童生徒の支援を

実施する者の相談を受け、助言等の支援活動を

行うものでございます。 

 次に、目４・特別支援教育推進費でございま

す。特別支援教育推進事業に１７７万２０００

円を計上いたしております。予算の主な内容

は、障害のある児童生徒一人一人に応じた特別

支援教育を推進するために、望ましい就学の場

について専門家より意見を聞き、児童生徒の教

育的ニーズに応じた就学指導を行う就学指導適

正化に要する経費のほか、特別支援教育に関し

て助言を行う巡回相談員・専門委員の各学校へ

の派遣経費及び特別支援教育関係機関・団体へ

の負担金が主なものでございます。 

 次に、目５・学校保健費です。９２２９万７

０００円を計上いたしております。特定財源の

国県支出金は、小・中・特・幼健康診断事業、

保健衛生管理事業に伴う国補助金で、その他

は、スポーツ振興センター事業に伴う保護者負

担金３４１万４０００円と、小学校のＡＥＤ本

体の購入に充てるふるさと八代元気づくり応援

基金繰入金４３２万円でございます。主な事業

について御説明します。小・中・特・幼健康診

断事業６６５９万５０００円は、学校保健安全

法に基づき、学校医・学校歯科医の指導と協力

を得て、児童生徒、幼児及び学校職員の健康診

断を行うものでございます。学校保健安全法の

改正によりまして、２８年度から検診項目に骨

格、関節、筋肉等の運動器の検診が追加されて

いるところでございます。また、２８年１０月

から教職員のストレスチェックが実施されたこ

とに伴い、２９年度は産業医の一層の活用を図

るために、産業医の報酬基準を見直すところに

しております。予算の主なものは、学校医・学

校歯科医等の報酬４１５３万３０００円、医師

会への健康診断等の委託料２０２９万円でござ

います。保健衛生管理事業１０９５万８０００
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円は、学校薬剤師等の協力を得て、小・中・特

別支援学校、幼稚園の飲料水やプール水の水質

検査や学校環境衛生検査を行うもので、学校薬

剤師報酬５０１万６０００円、水質検査委託料

３３６万９０００円が主なものでございます。

１つ飛びまして、スポーツ振興センター事業９

１４万７０００円は、学校管理下において児童

生徒等がけが等で負傷した場合に見舞金を受け

られるよう、日本スポーツ振興センター災害共

済に加入するもので、児童・生徒・園児、約１

万人分の共済掛金でございます。 

 次に、１０４ページでございます。項２・小

学校費、目１・学校管理費でございます。４億

９５３２万５０００円を計上いたしておりま

す。対前年度８５７２万４０００円の増でござ

います。その主な理由は、小学校施設整備事業

で８３１８万４０００円の増となっておりま

す。特定財源の国県支出金は、スクールバス購

入及び運行などの小学校通学関係事業における

僻地児童生徒援助費等国補助金２６０万７００

０円です。地方債はスクールバス購入に充てる

過疎対策事業債１５０万円、小学校施設整備事

業に充てる合併特例債２３４０万円と、復旧・

復興のための施設整備費に充てる緊急防災・減

災債５９５０万円でございます。その他の主な

ものは、小学校体育館使用料２５３万円のほ

か、復旧・復興費に充てるためのふるさと八代

元気づくり応援基金繰入金１７３万円となって

おります。主な事業について御説明いたしま

す。小学校管理運営事業１億９３０７万円の主

なものは、小学校施設用務員２２人、学校事務

員２０人の計４２人分に係る賃金、共済費６２

７１万５０００円のほか、電気料等の光熱水費

８６０２万６０００円、機械警備並びに浄化槽

保守点検等に伴う委託料１６９４万円、備品購

入費９５４万７０００円などでございます。１

つ飛びまして、小学校通学関係事業４９１３万

８０００円は、児童の遠距離通学支援のために

運行しますスクールバス運行経費などでござい

ます。スクールバスの対象校は、文政小、八竜

小、東陽小、宮地小のほか、２９年度から運行

を開始いたします金剛小となっております。ま

た、老朽化に伴い、八竜小のスクールバス１０

人乗りワゴンを買いかえる予定でございます。

１つ飛んだ小学校施設整備事業１億５５２３万

４０００円の主なものは、代陽小体育館屋根改

修工事、植柳小高圧受変電設備更新工事など、

老朽化に伴う施設の改修工事費５７９０万円と

一般修繕料３３７０万円のほか、復旧・復興関

連としまして、屋外の照明設置、屋外トイレ整

備及び災害備蓄倉庫整備の工事請負費など６２

１３万４０００円でございます。なお、小学校

及び中学校の非構造部材耐震化事業につきまし

ては、早期の完了を目指して、２８年１２月議

会におきまして補正予算をお願いしておりま

す。前倒しして発注したことから、２９年度の

当初予算には工事請負費は計上いたしておりま

せん。 

 次に、目２・教育振興費でございます。２億

４０９２万８０００円を計上いたしておりま

す。対前年度１１１万円の減でございます。特

定財源の国県支出金は、特別支援教育就学奨励

費国補助金４０１万７０００円、理科教育設備

整備費等国補助金１９９万３０００円、水俣に

学ぶ肥後っ子教室県補助金２０３万４０００円

が主なもので、その他の主なものは、水俣に学

ぶ肥後っ子教室実費徴収金２０３万５０００円

が主なものでございます。主な事業について御

説明いたします。まず、学校支援職員配置事業

４５２９万９０００円です。本市では、小・

中・特別支援学校・幼稚園に学校支援職員を配

置し、個に応じたきめ細やかな教育を推進し、

子供たちの自己実現に向け、生きる力を育んで

いくことを目的に、学校支援職員を配置してい

るところでございます。小学校では、特別支援

教育支援員及び学校図書館支援員を配置しま
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す。２９年度は、特別支援教育支援員を前年度

１人増となる３６人、学校図書館支援員は前年

度と同じ１８人を配置予定でございます。学校

教材充実事業１２５６万９０００円は、特別支

援学級の増加に伴う教師用教科書及び指導書の

購入経費３７０万１０００円、知能テスト・標

準学力検査のテスト業務委託５４７万５０００

円が主なものでございます。４つ飛びまして、

要保護・準要保護就学援助事業３４１０万７０

００円は、経済的な理由により就学困難な児童

の保護者及び特別支援学級に就学する児童の保

護者の経済的負担を軽減するために行うもの

で、要保護３２人、準要保護９８３人に対し、

学用品等２３４７万４０００円、医療費２５９

万８０００円を、特別支援２３８人に対して、

特別支援教育就学奨励費８０３万５０００円の

扶助を行うものでございます。続きまして、１

０５ページのパソコン教育推進事業１億１０６

９万７０００円は、パソコンのリース、保守に

要する経費でございます。２８年度から、教育

現場におけるＩＣＴ活用を推進するため、パソ

コン更新に合わせ、デスクトップパソコンをタ

ブレット併用型パソコンへ順次切りかえている

ところです。また、活用方法の検討や研究授業

の実践等を通して、タブレットパソコンを活用

したＩＣＴ教育の課題を把握するため、ＩＣＴ

教育推進のモデル校として八代小学校、千丁中

学校の小中１校ずつ指定しているところでござ

います。両校にはパソコン教室以外に、別途パ

ソコンの配備と教室の無線ＬＡＮ環境の整備を

増強しているところでございます。なお、２９

年度はパソコンの更新はありませんが、引き続

きＩＣＴを活用した協働型・双方向型の授業の

展開を図り、確かな学力を育成するためにＩＣ

Ｔ機器の活用を進めてまいります。次に、児童

生徒のスポーツ環境整備事業６５万８０００円

は、２７年３月に県が策定した児童生徒のため

の運動部活動及びスポーツ活動の基本方針を受

け、３０年度末までに小学校の運動部活動を社

会体育へ移行するための事業です。有識者や関

係団体から構成される小学校部活動の社会体育

移行に伴う検討委員会及び各小学校に派遣され

るコーディネーターへの報償費５３万８０００

円が主なものでございます。２９年度は、条件

整備が整った一部の学校において社会体育へ移

行いたします。 

 次に、項３・中学校費、目１・学校管理費で

ございます。３億２７１２万円を計上しており

ます。対前年度５４３８万４０００円の増でご

ざいます。その主な理由は、中学校施設整備事

業７２２８万２０００円の増、及び中学校通学

関係事業１４９４万２０００円の減が主な理由

でございます。特定財源の国県支出金は、寄宿

舎管理事業に伴うへき地児童生徒援助費等国補

助金で、地方債は復旧・復興のための施設整備

費に充てる緊急防災・減災債７７６０万円でご

ざいます。その他の主なものは、中学校体育館

使用料１７７万８０００円となっております。

主な事業について説明いたします。まず、中学

校管理運営事業１億１２１２万５０００円の主

なものは、中学校施設用務員１４人、学校事務

員８人の計２２人分に係る賃金、共済費３２９

４万８０００円のほか、電気料等の光熱水費５

２３２万６０００円、機械警備や浄化槽保守点

検等委託料１００２万１０００円、備品購入費

７０３万８０００円でございます。２９年度か

ら、学校事務の効率化及びチェック体制の向上

を図るため、複数の学校事務を共同実施する学

校事務センターを鏡中学校に設置いたします。

共同実施の対象校は、鏡地区、東陽地区、泉地

区の小中学校とし、鏡中学校を拠点校、その他

の学校を連携校と位置づけて、財務事務、教職

員の給与事務などの学校事務を担当するところ

でございます。１つ飛んで、中学校通学関係事

業１３４８万９０００円は、生徒の遠距離通学

支援のために運行するスクールバス関係経費や
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通学補助金で、主なものは、泉小中学校スクー

ルバス運行経費１０４９万６０００円、東陽中

の自転車通学、坂本中のＪＲ・バス・乗り合い

タクシー通学に対する補助金２９９万３０００

円でございます。１つ飛んで、中学校施設整備

事業１億２３７２万４０００円の主なものは、

第六中学校プールろ過機更新工事、千丁中学校

保健室シャワー・トイレ設置工事、二見中学校

給水ろ過機改修工事等の工事請負費２０５０万

円、一般修繕料２４２２万円のほか、鏡中学校

屋外トイレ整備工事及び災害備蓄倉庫整備工

事、一中ほか５校の屋外照明設置工事など復旧

復興経費７８５０万４０００円でございます。

氷川中学校組合負担金事業４１８万９０００円

は、龍峯校区の生徒が氷川中学校への通学に伴

う一部事務組合負担金で、２９年度は７人の生

徒が通学する見込みでございます。 

 次に、１０６ページの目２・教育振興費でご

ざいます。２億６２３６万６０００円を計上し

ております。対前年度３０５５万６０００円の

減でございます。その主な理由は、２８年度は

４年に１度の教科書採択があり、関連経費を含

んだ学校教材充実事業の予算が増加しました

が、２９年度は関連経費３０２５万円が減少し

たことによるものでございます。特定財源の国

県支出金は、特別支援教育就学奨励費国補助金

１９４万９０００円、理科教育設備整備費等国

補助金１２５万円が主なもので、その他は、外

国青年英語指導助手の宿舎使用料３３６万円、

パソコン教育推進事業及び学校教材充実事業に

活用するふるさと八代元気づくり応援基金繰入

金１９３８万９０００円が主なものでございま

す。主な事業について御説明いたします。学校

体育振興事業１７５９万２０００円の主なもの

は、中学校体育大会・中体連の全国大会や九州

大会等に出場する生徒等の出場補助金１３４２

万４０００円、八代中体連の各種大会出場のた

めのバス等借り上げ１９５万９０００円などで

ございます。学校支援職員配置事業２７２９万

８０００円では、特別支援教育支援員は前年度

１人増の１７人、学校図書館支援員は２８年度

と同じ７人、生徒指導支援員も２８年度と同じ

８人を配置する予定でございます。学校教材充

実事業１０８２万８０００円の主なものは、２

８年度の教科書採択に伴い、２９年度から新た

に使用いたします１年生の英語科教師用教科書

及び指導書並びに特別支援学級の増加に伴う教

師用教科書及び指導書の購入経費２９５万円、

知能テスト・標準学力検査のテスト業務委託５

４７万５０００円のほか、ふるさと八代元気づ

くり応援基金１０２万１０００円を活用して２

年生用英語ピクチャーカードの購入経費でござ

います。１つ飛びまして、語学指導外国青年招

致事業５１３５万８０００円は、英語を母国語

とする外国青年英語指導助手、いわゆるＡＬＴ

を学校や幼稚園に派遣し、異国文化の紹介、英

語音声面での指導、コミュニケーション能力育

成のための活動に従事させるものでございま

す。ＡＬＴ１０人分の報酬、共済費及び住宅借

り上げ料が主なものでございます。２９年度

は、国が示す３０年度からの小学校の英語教科

の先行実施に向けて、チームティーチングなど

の指導体制の充実など、ＡＬＴのさらなる効果

的な活用を図ってまいります。不登校児童生徒

の適応指導事業８０１万２０００円は、不登校

状態にある児童生徒に対し、学校復帰を支援す

る適応指導教室くま川教室を開設し、専任の指

導員を配置し、専門的な教育相談や適応指導、

自然・体験的活動を実施し、学校・社会への適

応力、自立心を養うことに努めております。主

なものは指導員８人分の賃金・共済費でござい

ます。教育振興事業１４２１万８０００円は、

理科教育振興備品や各教科に使用する教材備品

の購入のほか、ふるさと八代元気づくり応援基

金を活用した鏡中学校柔道場の畳購入費３０９

万５０００円が主なものでございます。要保
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護・準要保護就学援助事業３８３４万３０００

円は、要保護２８人・準要保護５８６人・特別

支援７４人に対し、学用品費等３２９６万２０

００円、医療費１４８万３０００円、特別支援

教育就学奨励費３８９万８０００円の扶助を行

うものでございます。１つ飛びまして、パソコ

ン教育推進事業８２１１万２０００円は、パソ

コンのリース・保守に要する経費と、ふるさと

八代元気づくり応援基金を活用した、全中学校

の２年生の教室に電子黒板３４台の設置費１４

３１万６０００円が主なものでございます。 

 続きまして、目３・学校建設費でございま

す。２３３万円を計上いたしております。対前

年度８２８４万円の減でございます。その主な

理由は、第六中学校体育館改築に伴う旧体育館

の解体及びグラウンド整備の完了が主な理由で

ございます。特定財源の地方債２２０万円は合

併特例債で、第五中学校プール耐震化事業に伴

うものでございます。説明欄の学校プール耐震

化事業は、五中プール耐震化改修工事実施設計

の業務委託を行うものでございます。 

 次に、項４・特別支援学校費、目１・学校管

理費でございます。３２８１万９０００円を計

上いたしております。対前年度６９万２０００

円の減です。主な事業について御説明いたしま

す。次ページの特別支援学校通学関係事業１８

２７万４０００円は、スクールバス４台の運行

経費でございます。 

 次に、目２・教育振興費です。１１９２万６

０００円を計上いたしております。対前年度３

５万７０００円の減となっております。主な事

業について説明いたします。学校支援職員配置

事業６４５万９０００円は、在籍児童生徒の増

加及び障害の重複化に伴い、より個に応じた教

育・医療的ケアが必要であるため、特別支援教

育支援員及び看護師を配置し、これに要する賃

金、共済費でございます。２９年度は、特別支

援教育支援員を前年度と同じ４人、看護師を１

人減の３人配置いたします。看護師の減は、本

年１月から市立病院の看護師２人を配置してい

るためによるものでございます。 

 次に、１０８ページ、項５・幼稚園費、目

１・幼稚園費でございます。２億２６７７万８

０００円を計上いたしております。対前年度６

４１万３０００円の増です。その主な理由は、

常勤教諭の３人増とこれに伴う臨時教諭の減及

び幼稚園就園奨励費補助金の減によるものでご

ざいます。特定財源の国県支出金６４２万６０

００円は、全額、幼稚園就園奨励費国庫補助金

で、その他の主なものは、幼稚園保育料及び延

長保育料の１１６３万５０００円でございま

す。主な事業について御説明いたします。幼稚

園管理運営事業２２２１万２０００円の主なも

のは、幼稚園用務員６人、欠員補充の代替に伴

う臨時教諭１人、計７人分の賃金、共済費１０

４５万１０００円、電気料等光熱水費３６４万

１０００円などでございます。２つ飛びまし

て、幼稚園就園奨励費補助金事業２５７０万４

０００円は、家庭の所得状況に応じて保護者の

経済的負担の軽減を図り、もって幼稚園教育の

振興を図るものです。私立幼稚園５園１９８人

分の補助を見込んでおります。１つ飛びまし

て、幼稚園施設整備事業１２１３万２０００円

は、太田郷幼稚園照明改修及びフェンス改修工

事並びに一般の修繕料でございます。 

 次に、項６・学校給食費、目１・学校給食費

でございます。６億２５５３万４０００円を計

上いたしております。対前年度３２６万６００

０円の減でございます。その主な理由は、学校

給食施設管理運営事業及び公益財団法人学校給

食会運営補助金事業の減が主な理由でございま

す。主な事業について御説明いたします。準要

保護就学援助事業７３８１万９０００円は、学

校給食費の支払いが困難な児童生徒の保護者に

対し、給食費の全額を援助し、経済的な支援を

行うもので、小学校１０１８人分、中学校５７
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１人分を見込んでおります。次ページの学校給

食施設管理運営事業（単独調理校）５２９０万

２０００円は、市内にある単独調理校９校の給

食調理場の管理運営に要する経費で、その主な

ものは、調理員１４人分の人件費１７９６万４

０００円のほか、燃料費７２５万７０００円、

給食調理業務委託１２００万円、給食用備品購

入６４１万３０００円などでございます。学校

給食施設管理運営事業（給食センター）１億３

９７９万３０００円は、市内６カ所の給食セン

ターの管理運営に要する経費で、主なものは、

燃料費１９９５万９０００円、光熱水費２１９

４万４０００円、学校給食調理等業務委託３１

６２万３０００円のほか、西部センター受変電

設備改修工事９９３万６０００円、５センター

のトイレ改修工事９５６万７０００円などでご

ざいます。なお、さらなる効率的なセンター運

営を図るため、２８年９月から東陽給食センタ

ーの調理配送業務を外部に委託しているところ

でございます。公益財団法人学校給食会運営補

助金事業３億２４９万３０００円は、旧八代市

内の４センターと代陽小の学校給食の調理及び

配送等を行う八代市学校給食会への運営補助金

で、正職及び嘱託・臨時職員１０２名、１日８

７００食の提供を担っているところでございま

す。 

 次に、項７・社会教育費、目１・社会教育総

務費でございます。１億３２５９万９０００円

を計上いたしております。対前年度１１万５０

００円の減となっております。特定財源の国県

支出金は、人権教育事業における地域人権教育

指導員設置費県補助金８４万円及び学校・家

庭・地域の連携協力推進事業県補助金２０７万

５０００円で、その他の主なものは、さかもと

青少年センター使用料８０万円、八竜山自然公

園使用料２４０万円、教育文化センター建設基

金利子１２０万２０００円でございます。主な

事業について御説明いたします。まず、学校・

家庭・地域の連携協力推進事業３５３万７００

０円は、学校・家庭・地域が連携協働して、未

来を担う子供たちの成長を地域全体で支えるさ

まざまな活動を促進するため、地域と学校をつ

なぐコーディネーターが中心となり、地域住民

の協力を得て実施するものでございます。地域

の子供は地域で育てるという視点に立ち、地域

全体で教育に取り組む体制づくりを目指してま

いります。事業の内訳は、郡築小・昭和小・泉

小における放課後子ども教室事業経費１４７万

８０００円、第三中学校区における学校支援地

域本部事業経費５５万５０００円、二見中、坂

本中及び２９年度から新規に取り組む泉中にお

ける地域未来塾事業経費１５０万４０００円で

ございます。１１０ページの社会教育事業１２

１５万７０００円の主なものは、社会教育指導

員３人分の人件費４６９万円のほか、成人式企

画運営委託１１０万円、八代市地域婦人会連絡

協議会など社会教育団体の３団体への補助金２

８７万７０００円などでございます。３つ飛ば

しまして、八竜山自然公園管理運営事業１３７

０万５０００円の主なものは、天文台及び宿泊

施設の管理運営委託１０４０万円、光熱水費１

５３万６０００円などでございます。 

 次に、目２・公民館費でございます。３億１

４１２万３０００円を計上いたしております。

対前年度２７９３万１０００円の増でございま

す。その主な理由は、本年４月からの公民館の

１館体制移行に伴い、公民館施設整備事業で１

億４０８３万１０００円の増、新たに公民館施

設となります千丁文化センターの運営管理費を

含む新規の事業であります、公民館管理運営事

業で４１３０万８０００円の増、一方で、公民

館主事を集約することによる職員１３人の減に

伴う人件費８１５２万８０００円の減及び校区

公民館のコミュニティセンター移行に伴います

公民館維持管理事業の廃止による６６６８万３

０００円の減が主な理由となっております。特
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定財源のその他の主なものは、公民館施設整備

事業のため教育文化センター建設基金繰入金１

億５３０２万３０００円のほか、公民館使用料

２８４万３０００円でございます。主な事業に

ついて御説明いたします。公民館管理運営事業

４１３０万８０００円は、校区公民館体制から

１館体制への移行に伴い、パトリア千丁内に設

置いたします八代市公民館管理運営に要する経

費で、その主なものは、光熱水費７６４万４０

００円、ビル管理、空調及び衛生設備保守点検

委託料１６２０万円、音響照明技術業務委託料

３４４万５０００円、移転に伴う施設備品購入

費４１３万３０００円でございます。生涯学習

推進事業３０７万３０００円では、家庭教育学

級、お出かけ公民館講座、市民教育講座のほ

か、まなびフェスタやつしろを開催いたしま

す。２９年度は、１館体制へ移行に伴い、講座

等の内容や実施方法を見直し、より一層の市民

のニーズに沿った多様な学習機会、学習情報の

提供を行いますとともに、家庭教育学級の開設

を進め、家庭の教育力の向上に努めてまいりま

す。公民館施設整備事業１億６７３１万５００

０円は、本年４月にパトリア千丁内に移転する

八代市公民館の執務室、会議室及び必要な設備

を改修するもののほか、自治公民館整備に対す

る補助金が主なものでございます。内訳は、公

民館整備分としまして、施設改修に３５３３万

２０００円、中央監視盤更新に５０６４万１０

００円、予備空調設備改修に６４８０万円を予

定いたしております。また、自治公民館整備費

補助としまして、改築１件、修繕等３１件で、

計１３２９万２０００円の補助を予定いたして

おります。 

 １１１ページの目４・図書館費です。１億３

５１７万２０００円を計上いたしております。

対前年度６万６０００円の減でございます。主

な事業について御説明いたします。図書館管理

運営事業１億３１１５万３０００円の主なもの

は、指定管理に伴う委託料１億２９７５万２０

００円です。指定管理者はＴＲＣグループ共同

企業体、指定期間は平成２７年４月１日から平

成３２年３月３１日までの５年間となっており

ます。１１２ページ、図書館施設整備事業３３

４万８０００円は、図書館本館の照明器具更

新、ＬＥＤ化を行うものでございます。 

 最後に、目５・博物館費でございます。１億

４６７４万３０００円を計上いたしておりま

す。対前年度５６５万５０００円の増となって

おります。その主な理由は、博物館秋季特別展

覧会事業が３５４万７０００円、博物館冬季特

別展覧会事業が１１４万円の増となっておりま

す。特定財源その他の主なものは、博物館施設

使用料７２６万４０００円、図録販売収入９０

万３０００円、まちづくり交流基金繰入金７３

２万３０００円、ふるさと八代元気づくり応援

基金繰入金６３万２０００円です。主な事業に

ついて御説明いたします。上から６番目、博物

館施設整備事業６６３万３０００円は、老朽化

している薫蒸庫及び空調用クーリングタワーの

改修を行うものです。次の博物館特別展覧会事

業でございますが、春季特別展覧会６２０万７

０００円は、熊本地震により中止を余儀なくさ

れました「円山応挙―京都相国寺と金閣・銀閣

の名宝展ふたたび―」を、熊本地震復興祈念と

して改めて開催をするものでございます。京都

にあります相国寺承天閣美術館の全面的な協力

により、同館が管理する相国寺、鹿苑寺金閣、

慈照寺銀閣所蔵の円山応挙とその一門の絵画を

紹介いたします。本コレクションの公開は九州

初となります。秋季特別展覧会７２９万９００

０円では、八代妙見祭神幸行事がユネスコ無形

文化遺産に登録されたことから、記念行事とし

て、仮称でありますが、大笠鉾展を開催いたし

ます。笠鉾のルーツを探ると同時に、笠鉾が九

州各地でどのように発展、展開していったか、

各地に残る貴重な資料により紹介をするもので
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ございます。春季及び秋季の特別展覧会には、

まちづくり交流基金からの繰入金７３２万３０

００円を活用します。 

 以上が２９年度教育部予算の概要でございま

す。御審議のほど、よろしくお願い申し上げま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（島田一已君） １１２ページの博物館

ですけれども、ちょっと確認をしておきたいと

思います。秋季の円山応挙・仮称ってあります

けれども、これは何日から何日までの予定で開

催になっていますでしょうか。 

○博物館未来の森ミュージアム副館長（福原 

透君） お尋ねの展覧会でございますが、平成

２９年４月２１日の金曜日から６月４日の日曜

日までということでございます。開催日数３９

日間でございます。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） よろしいですか。ほ

かにありませんか。 

○委員（幸村香代子君） この間というか、２

８年度の所管事務調査の中で、学校における特

別支援を必要とする子供たちが増加をしている

というような報告があったかというふうに思い

ます。それで今年度、そういったふうなところ

の対策というか対応というか、それでどのよう

な事業をことしというか、２９年に予定されて

いるかというところを教えていただいていいで

すか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 失礼いたしま

す。学校教育課の渡邊でございます。 

 今お話ございました特別支援教育の児童生徒

の数でございますが、おおむね小学校が３００

人、中学校が１００人、支援学校７０人という

ようなおおよその数でございます。この数につ

いては年々微増しているところでございます。 

 来年度の事業につきましては、これまでも展

開しておりました特別支援教育総合推進事業、

この事業をですね、さらに充実していきたいと

思います。内容は、先生方の研修会、さらには

巡回相談員・専門員というような特別な知識、

経験をお持ちの先生方を各学校に派遣をして、

相談や研修に乗っていただく、このようなこと

を考えております。そのほかにも新たな研修会

を打って、先生方の専門性の向上に寄与したい

と考えております。 

 以上です。 

○教育サポートセンター所長（高嶋宏幸君） 

加えまして、平成２８年度、本年度から始めま

した特別支援教育相談事業というものがありま

す。その部分で、本年度２００日の勤務日数で

対応してまいりましたけれども、特別支援教育

に関係する相談からの継続相談等、非常に相談

が多かったために、それを拡充し、年間８００

時間から９００時間に時間を拡充して、事業の

拡大を、拡充を図ってまいりたいと思っており

ます。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） 今の御説明のところ

のですね、その拡充という部分で、まあ、時間

を拡充するということもあるかもしれないけれ

ども、私は体制をですね、拡充する必要がある

んじゃないかというふうなことを思っていたん

ですけれども、そのあたりはいかがですか。 

○教育サポートセンター所長（高嶋宏幸君） 

体制の拡充というところですけれども、まずは

来年度は時間の拡充ということで対応させてい

ただきたいということで、人数等の増加は予定

していないところでございます。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 続けていいですか。 

 学校支援職員配置事業なんですが、今ずっと

御説明を聞いていた中で、小学校も中学校も、

また幼稚園も含めて、体制的にはふえていると
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いうことは確認をさせていただきました。しか

しこの間、兼務校ですね、３校兼務はたしか改

善されたかなというふうに思っているんです

が、２校兼務といったところがあったかなと思

います。そのあたりはどんなふうになっている

か、教えていただいていいですか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい、お答え

いたします。まず、図書館支援員につきまして

は、本年度も来年度も同じ数で兼務を発令する

ところでございます。あわせて、生徒指導支援

員につきましても兼務が若干ございます。兼務

がふえているという状況はございません。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（太田広則君） ＡＥＤ管理事業につい

てちょっとお尋ねします。７年たったというこ

とでですね、平成１９年、２０年につけたのが

７年たって２０台分と理解しますが、耐用年数

もたずにかえたということはございましたです

か。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） ７年をめどに

変換しておりますけども、今おっしゃった該当

はございません。（委員太田広則君「はい、わ

かりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） よろしゅうございま

すか。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員（橋本幸一君） 関連ですが、そのＡＥ

Ｄの不測の事態で使用例というのは、これまで

にあっていますか。結局、緊急時に対応された

ということは。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 平成２３年５

月、中学校で１度使用されています。 

○委員（橋本幸一君） ああ、過去に１回です

ね。はい、わかりました。 

 まあ別なんですが、１０９ページの学校・家

庭・地域の連携協力推進事業というのがありま

すが、今、ほかの学校はまだ取り組まれていな

いということで、今後の方針としてはどう考え

ておられますか。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） これは県の補

助事業を受けておりまして、財源も限られてお

りますので、できるだけ拡充したいというふう

には考えているところですけれども、まあ、予

算のほうと相談をしながら検討していきたいと

いうふうに思っております。 

○委員（橋本幸一君） これは単年度事業なん

ですか。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） 単年度事業で

す。 

○委員（橋本幸一君） １年きり。ということ

は、もう平成２９年以降の事業は定かではない

と理解していいんですか。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） 継続性の単年

度ということじゃなくて、事業として単年度ご

とにやっております。補助としては、国のほう

もできるだけ拡充したいという方向で今されて

いるというふうに聞いておりますので、当面の

間は続くものというふうに考えております。 

○委員（橋本幸一君） 今現在取り組まれてい

る学校というのは、予算は単年度だけど、継続

して続けていかれると。新たに予算を取り組ん

で、これまで取り組んでいない学校も、随時そ

ういう方向でいくということで捉えていいんで

すか。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） はい。一応、

先ほど申しましたように予算が限られている部

分があるものですから、その中で学校を変えた

りとかいう形でですね、学校の要望等を受けな

がら、次の実施校を決めながら進めていきたい

というふうに考えております。 

○委員（橋本幸一君） はい、わかりました。

まあ、できれば継続していただきたいと思いま

す。 
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 それから、先ほど自治公民館の改修とか修繕

とか、これは要望の１００％を満たされている

状況なんですか。それとも繰り延べという状況

もあっているんですかね。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） 自治公民館の

補助につきましては、現在、一応１００％とい

うことで満たしております。 

○委員（橋本幸一君） ああ、ありがとうござ

います。 

 もう一つよろしいですか。１０６ページのＡ

ＬＴの件ですが、八代市には１０人おられると

いうことをさっき伺ったんですが、今、これま

での一般質問でありましたように、小学校まで

かなり今度踏み込んだ英語授業が入ってくると

いうことで、かなりこのＡＬＴの人の活動とい

いますか、仕事というのもふえてくるかと思う

んですが、結局、ふえてくる可能性がある、ど

うですか、その辺については。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 現在、ＡＬＴ

１人当たり４校から６校程度、まあ、学校の規

模にもよりますけども、担当しておりますが、

今後、小学校での英語活動等がふえますことか

ら、１人当たりの持ち分ではなかなか、全ての

学級にＡＬＴを派遣してのチームティーチング

というのは厳しい状況はあるかなと考えており

ます。 

○委員（橋本幸一君） まあ、そうなれば今後

の見通しとして、ＡＬＴの増員もしくは英語に

堪能な人の確保ということも必要になってくる

かと思うんですが、それについての考えという

のはどうなっているんでしょうね。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 一般質問のほ

うで教育長、部長のほうからも答弁ございまし

たが、英語の堪能な日本人、そしてＡＬＴ、こ

ういった人材を活用していきたいと考えており

ます。そのためには財源が必要でございます

が、もしそれがといいますか、２９年度はおり

ませんので、その分をどこかの部分を削って、

つまり中学校の授業を少し削って小学校に回す

とか、そういうことでもしないと、なかなか小

学校にまで時間が割り当てられないという厳し

い状況がございます。 

○委員（橋本幸一君） まだ八代市の場合は取

っかかりというか、全体移行じゃないから、そ

れについてはどうにか今現在可能かもしれない

ですけど、将来的にはどうしても、全校となれ

ば、かなり厳しい状況になってくると思うわけ

ですね。それについては、今の目的がですね、

しっかり達成できるような体制でされるように

私、まあ、これはもう希望ですから。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 部長にですね、お聞

きをしたいんですが、今回の教育費、２９年度

予算に占める教育費の割合、先ほど６.何％と

いうふうなお話があってですね、非常に正直残

念でした。というのは、議会からもやっぱり教

育費については１０％、１割を確保いただきた

いというようなのはですね、議会からの要望で

もですね、出しています。 

 で、今のいろんなことについて、やっぱりマ

ンパワーであったり体制であったり、環境を整

えていくときに、やっぱり財源というお話がで

すね、聞こえてくると。そのあたり、予算折衝

に大分苦労されたんだろうなというふうに思う

んですが、ちょっと何かそのあたりのことを、

お話をお聞かせいただければと思いますが。 

○教育部長（釜 道治君） ある意味ありがた

い御質問でございます。いろいろ御心配をいた

だきましてありがとうございます。 

 これまで特にパーセントで言いますと、学校

耐震化等がございましたので、それが順次終了

しておりますことから、総事業費に占める割合

が少し下がっておるということでございます。

まあ私どもとしては、必要な事業についてはし
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っかり準備をして、要望をしてまいっておるつ

もりです。 

 ただ、財源の問題も当然ございますので、１

００要望してなかなか１００というのは難しい

ということもございますが、ただ、私ども要望

する側としましても、しっかりした熟度を持っ

た計画を提案していくならば、当然、市全体と

しても御理解いただけるものというふうに思っ

ておりますので、例えば先ほどお話がございま

した小学校の英語教育の問題、こういったもの

につきましても、これも御心配いただくよう

に、スタッフも増員しないと、なかなか新しい

学習指導要領にも対応できにくいということに

なりますが、既にそういう必要なというような

お話はさせていただいております。 

 ただ、どう、じゃ、ＡＬＴをうまく使ってい

くのか、また、一般の日本人の方でも流暢な英

語が対応できる方をどう使っていくのか、この

あたりをもっとしっかり計画をする中で、また

市全体としてもお話をしていく必要もございま

すので、そこは私どもがやっぱりいろんな事業

について熟度を高めて予算のお願いをしていく

ということで、結果として事業費が高まってい

ければ、一番私どももいい事業ができるなとい

うふうに思っております。 

 それで、非常に１０％というのはありがたい

お言葉ではございますが、まあ、なかなかその

１０％ということの数字に合わせるための事業

要求ということではなくて、より必要な事業

を、より熟度を高めて対応できていければなと

いうふうに思っておりますので、そういう観点

で御理解いただければと思っております。よろ

しくお願いいたします。 

○委員（幸村香代子君） やっぱりですね、議

会としてその１０％というふうに出したのは、

やっぱり子供たちの教育環境はですね、きちん

と整えていただきたい、そこに対する予算はき

ちんと充てるべきだというふうなですね、やっ

ぱり思いを持って、そういう要望を上げており

ます。ハード面も含めてということになるとで

すね、そのときもあったんですが、ハード面を

入れてしまうとね、非常に高くなってくるの

で、ハード面を除いてでもやっぱり１割という

ふうなですね、ことを検討した経過があります

ので、やはりそのあたりの議会からのですね、

思いというのはきちんと受けとめていただきた

いと、ぜひお願いしたいというふうに思いま

す。 

 続けていいですか。スクールバスのところな

んですが、単純な話なんですが、小学校と中学

校の部分があって、例えば坂本中と八竜小とい

うのは隣り合わせてあったりもするので、この

あたり、一緒に使えるものがあるのかなという

のをちょっとお尋ねをしたいんですが。坂本中

の場合、ＪＲとバスと乗り合いタクシーという

のを中学校の場合使われていて、八竜小学校の

場合は、たしか何例かありますよね、ここ。そ

こを何か兼用するというか、そういったふうな

というのは難しいんですかね。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 教育政

策課の宮田です。よろしくお願いいたします。 

 八竜小のスクールバスにつきましては、基本

的に小学校の合併に伴う小学生の送迎というこ

とで使っておりますけども、中学生につきまし

ては基本的には公共交通機関でありますとか自

転車通学のほうで対応しております。ただその

中で、山間部にあって公共交通機関がないよう

な方も、生徒さんも３名ぐらいいらっしゃいま

すので、その方につきましては八竜小のスクー

ルバスに一緒に同乗して通学をされているとい

う、そういう実情がございます。ただ、基本的

には小学生が対象の運営をいたしております。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） ということは、例え

ば小学生が多くて中学生が乗れないとかってい

うことではなくて、そもそも考え方として、小
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学校と中学校の利用の仕方というのを分けてい

るということが基本にあるんですかね。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 先ほど

も申し上げましたけども、基本的に八竜小のス

クールバスということで、小学校の登下校のた

めに運行しているものですから、対象としては

原則的、基本的には小学生が対象ということで

ございます。先ほど申し上げましたように、そ

の中でやはり不都合といいますか、中学生の生

徒さんで通学困難という、そういったものに対

しては特例的にですね、一緒に乗せているとい

うことでありまして、中学も含めて送迎を一括

でしようという、そういった動きというか計画

はないところでございます。 

○委員（幸村香代子君） そういった御希望

は、地域とか保護者の方とかからは出ていない

ですか。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） もうス

クールバスになりましてからかなり年数たちま

すけども、特に中学生のほうから、中学生も基

本的に乗せてほしいというような、そういった

要望は伺っておりません。 

 以上です。（委員幸村香代子君「はい、わか

りました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（太田広則君） 今回、パソコンをタブ

レット併用型ということで、私、昔、ＩＣＴを

活用した反転授業というのを議会で提案したこ

とがあるんですが、タブレット型だと自宅に持

っていけると思うんですが、これは自宅に持っ

ていけるんですか。どうなんでしょう。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 現在で

すね、本年度から配備を開始しておりますタブ

レット併用型パソコンといいますのは、基本的

にはパソコン室にありました情報教育用の据え

置き型のパソコンの機種の変更で置いているも

のでございます。それが画面のほうがガチャッ

とこう外れるような形になっておりまして、そ

れを普通教室の授業で活用していこうという形

で導入したものですから、まあ、基本的に１学

校４０台ということで、学校内で限定して使う

ような、そういった想定でございます。 

 以上です。（委員太田広則君「はい、わかり

ました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） よろしいですか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第６号・平成２９年度八代市一般会計予

算中、当委員会関係分について、原案のとおり

決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。 

 執行部入れかえのため小会いたします。

（｢どうもありがとうございました」と呼ぶ者

あり） 

（午後２時２９分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後２時３８分 本会） 

◎議案第７号・平成２９年度八代市国民健康保

険特別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、議案第７号・平成２９年度八代市国民

健康保険特別会計予算を議題とし、説明を求め

ます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 それでは、予算の説明に入ります前に、平成

２９年度の特別会計予算、このうち健康福祉部

所管の国民健康保険、後期高齢者の医療、介護
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保険、診療所の編成に当たりましての部長総括

ということで申し上げます。座らせていただい

て申し上げます。 

 まず、国民健康保険特別会計です。 

 平成２７年度決算におきまして、市町村合併

後初の約３.３億円の赤字決算となりましたこ

とは、大変重く受けとめております。また２８

年度決算も、国保税の値上げを実施しましたも

のの、赤字決算が見込まれております。さらに

は、２９年度予算は医療費が減少となり、２８

年度に比べ予算規模は約２.２億円減少しまし

たが、それでもなお歳出に対し不足する歳入の

穴埋めをするため、国民健康保険税を、現在の

試算では約４.３億円上乗せをしている状態で

す。このように、国保財政は危機的な状況が続

いていると認識をしております。 

 医療費の適正化策としましては、レセプト点

検の強化、ジェネリック医薬品の使用促進など

に加え、２９年度から新たに糖尿病等重症化予

防への取り組みを始めます。また、多受診・頻

回受診者への訪問指導も継続してまいります。

一方、収入の確保策としましては、国保税徴収

の強化を図ることなどです。いずれにしまして

も、できることは何でも実施し、国保の早期の

財政の健全化を目指していきたいと考えており

ます。 

 次に、後期高齢者医療特別会計です。 

 ７５歳以上の方などの後期高齢者医療は、県

内の全ての市町村が加入します熊本県後期高齢

者医療広域連合が運営していますが、市町村は

広域連合に集めました医療保険料を納めること

を主に行っております。制度発足以来、健全な

財政運営を続けております。 

 次に、介護保険特別会計です。 

 介護認定者の増加や居宅介護サービスの利用

増により、平成２９年度予算は２８年度に比べ

予算規模が約３.４億円の増加となっていま

す。 

 ２９年度の新たな事業として、訪問型に、身

体機能の低下などにより在宅での生活に支援の

必要な方に対し、ホームヘルパーが居宅を訪問

し生活援助を実施するもので、八代市シルバー

人材センターに委託して実施しますシルバーえ

ぷろんケアサービスや、通所型に、筋力アップ

を図るためスポーツジムに委託して実施する水

中ウオーキング等があります。いずれにしまし

ても、介護にならないよう段階的な自立を目指

していきます。 

 一方、保険料の軽減策では、消費税が１０％

への増税がなかったということから、今まで以

上の保険料軽減はできませんでした。 

 最後に、診療所特別会計です。 

 山間地域の医療を確保すべく、現在、椎原診

療所、下岳診療所、泉歯科診療所の３カ所を運

営し、必要な医療機器の整備を進めていきま

す。 

 これで、平成２９年度の特別会計予算の部長

のほうの総括ということで、終わりたいと思い

ます。 

 予算の説明につきましては、議案第７号・平

成２９年度八代市国民健康保険特別会計予算

を、佐藤国保ねんきん課長から説明いたさせま

す。よろしくお願いします。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） 国

保ねんきん課の佐藤でございます。よろしくお

願いいたします。それでは、着座にて説明させ

ていただきます。 

 別冊になっております平成２９年度八代市特

別会計予算書の５ページをお願いいたします。 

 議案第７号・平成２９年度八代市国民健康保

険特別会計予算でございます。 

 第１条で歳入歳出予算の総額を、歳入歳出そ

れぞれ２０８億５９６７万６０００円といたし

ております。 

 第２条で債務負担行為の設定を行っておりま

す。その内容は８ページになります。平成３０
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年度の納税通知書等の印刷・封入封緘等業務委

託につきまして、平成２９年度中に業者の選

定、契約をする必要がありますので、記載のと

おりの期間と限度額を設定しております。 

 １１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算事項別明細書でございますが、

歳入歳出合計の比較の欄に示しておりますよう

に、前年度比２億２５８１万７０００円、約

１.１％の減となっております。 

 増減の主なものでございますが、歳入につき

ましては上段の表、右側の比較の欄で、款１・

国民健康保険税で１億２４０万３０００円の

減、款３・国庫支出金で３億３８００万６００

０円の減、款４・療養給付費等交付金で３億６

６５万円の減、款５・前期高齢者交付金で５億

８５２７万円の増となっております。 

 歳出については、下段の表、中ほどの比較の

欄で、款２・保険給付費で１億７７６２万１０

００円の減、款３・後期高齢者支援金で７０９

９万１０００円の減となっております。 

 それでは内容につきまして、歳出から主なも

のについて説明いたします。 

 ２０ページをお願いいたします。 

 まず、款１・総務費、項１・総務管理費、目

１・一般管理費では、２億８５１万７０００円

を計上しております。説明欄に記載しておりま

すが、職員１９人分の人件費１億３５８０万６

０００円や、国民健康保険事務事業として、被

保険者証及び納付書の発行、レセプト点検など

に要する費用５８８９万５０００円のほか、国

保広域化事業の１３８１万６０００円は、平成

３０年度にスタートします都道府県化に対応す

るためのシステム改修費等でございます。 

 次に、目２・連合会負担金の６０６万７００

０円は、国民健康保険団体連合会の共同事務に

対する負担金でございます。 

 ２１ページをお願いいたします。 

 項２、目１・運営協議会費の４１万６０００

円は、国民健康保険事業の運営に関する重要事

項を御審議いただく、国民健康保険運営協議会

の委員報酬などでございます。 

 次に、款２・保険給付費、項１・療養諸費で

ございます。 

 目１から目４までは、一般被保険者及び退職

被保険者それぞれの医療機関での受診に係る医

療費に対しまして保険者が負担するもので、目

１・一般被保険者療養給付費１０３億７８３４

万７０００円と、目２・退職被保険者等療養給

付費２億２２２７万円は、医療機関の窓口での

自己負担額を医療費から差し引いた額で、保険

者が負担すべき費用でございます。なお、退職

被保険者とは、６５歳未満の国保加入者で、主

に加入期間が２０年以上の老齢厚生年金等の受

給権者及びその家族が対象となります。平成２

７年度から一部遡及適用分を除き、新規適用が

なくなったため、対象者数は毎年減少しており

ます。 

 目３・一般被保険者療養費の９８３３万９０

００円と、目４・退職被保険者等療養費２５５

万５０００円は、医師の同意を受けたはり・き

ゅう施術や、コルセットの治療用装具を購入し

た際など、一旦１０割を支払った後に、被保険

者へ現金給付するものでございます。 

 目５・審査支払手数料の３４６５万８０００

円は、医療機関等からの診療報酬明細書、いわ

ゆるレセプトの審査と支払いに係る手数料で、

約６６万件を見込んでおります。 

 これらを合わせまして、計の欄、１０７億３

６１６万９０００円を計上いたしております。 

 次に、２２ページをお願いいたします。 

 項２・高額療養費、目１・一般被保険者高額

療養費の１５億１７４６万６０００円と、目

２・退職被保険者等高額療養費の４０４３万２

０００円は、自己負担額が高額となった場合、

限度額を超えた部分を支給するものでございま

す。 
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 目３・一般被保険者高額介護合算療養費６２

万円と、目４・退職被保険者等高額介護合算療

養費３万円は、医療保険と介護保険の自己負担

の１年間の合計額が基準額を超える場合、被保

険者の負担を軽減するために支給するものでご

ざいます。 

 ２３ページをお願いいたします。 

 項４・出産育児諸費、目１・出産育児一時金

では７０１４万円を計上いたしております。国

保加入者が出産されたときに、子供１人につき

４０万４０００円、産科医療補償制度に加入機

関での出産の場合は４２万円を支給するもの

で、１６７件分を予定いたしております。最近

の実績をもとに、前年度比で２２件分、９２４

万円の減額としております。 

 目２・支払手数料の３万６０００円は、国保

連合会から出産一時金を医療機関へ払い込む直

接払いに係る事務手数料でございます。次の項

５・葬祭諸費は、葬祭費の支給に関する費用と

して６７８万円を計上いたしております。国保

加入者が亡くなられたときに、その葬儀を行な

った方に対しまして、１件当たり３万円を支給

するものでございまして、２２６件分を予定い

たしております。 

 次に、款３、項１、目１・後期高齢者支援金

で１９億８７３５万７０００円、目２・後期高

齢者関係事務拠出金では１４万２０００円を計

上しております。これは、後期高齢者医療制度

に対する保険者負担分と、その事務費拠出金で

ございます。この支援金は、社会保険診療報酬

支払基金へ支払うものでございますが、その算

定におきまして、当該年度の概算額に、前々年

度の実績の精算分を含めることとされておりま

す。後期高齢者支援金では、加入者１人当たり

の負担額が減少したことで、平成２９年度の概

算額が減額となっております。 

 続きまして、２４ページをお願いいたしま

す。 

 款４、項１、目１・前期高齢者納付金で７０

５万３０００円、目２・前期高齢者関係事務拠

出金で１３万８０００円を計上しております。

６５歳から７４歳までの前期高齢者の医療費に

ついて、各保険者間の医療費負担の不均衡を調

整するため、７５歳未満の加入者数に応じた保

険者負担分と、その事務費拠出金を社会保険診

療報酬支払基金へ支払うものでございます。 

 次の、款５、項１・老人保健拠出金、目１・

老人保健事務費拠出金の４万３０００円は、老

人保健医療の精算に係る事務拠出金でございま

す。 

 次に、款６、項１、目１・介護納付金の９億

８５４６万１０００円は、国保加入者の４０歳

から６４歳までの介護保険第２号被保険者に係

る納付金で、社会保険診療報酬支払基金に概算

で納付し、２年後に精算を行うこととなってお

ります。 

 次に、２５ページの款７、項１・共同事業拠

出金、目１・高額医療費共同事業医療費拠出金

の５億４９４万６０００円は、高額な医療費の

発生により国保財政への影響の緩和や保険者の

運営基盤の安定化を図るため、都道府県単位で

費用負担を調整するもので、国保連合会が実施

している事業への拠出金でございます。なお、

この事業では、レセプト１件当たり８０万を超

える医療費を対象としております。 

 目２・保険財政共同安定化事業拠出金の４６

億１６５万９０００円も保険財政の安定化を図

るもので、対象の医療費が１件当たり８０万以

下の医療費を対象に拠出するものでございま

す。 

 続きまして、目３・その他の共同事業費拠出

金の８０万１０００円は、国保連合会が事務局

となって共同で行いますテレビ・ラジオＣＭ、

広報事業などへの拠出金等でございます。 

 次の款８、項１・保健事業費、目１・疾病予

防費では、５１２０万２０００円を計上してお
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ります。内訳でございますが、右側の説明欄に

記載のとおり、医療費適正化推進事業として、

不適切な保険請求防止のためのレセプト点検体

制の充実・強化や、ジェネリック医薬品の使用

促進などに要する経費で、国保ねんきん課分で

６０２万８０００円を計上し、特定健診未受診

者対策として、看護師２名分の賃金や重症化予

防講演会の開催に係る経費のほか、糖尿病対策

として、重症化予防教室におけるアルブミン尿

検査や専門医・連携医と保健指導の連携会議な

ど新規の取り組みに要する経費など、健康推進

課分で７７５万２０００円を計上いたしており

ます。また、国保保健指導事業としまして、重

複・頻回受診解消のために訪問指導を行う保健

師１名に係る経費等で、２３７万６０００円を

計上いたしております。次に疾病予防事業で

は、疾病傾向の現状把握と医療給付業務の効率

化のため、国保連合会による共同電算処理とレ

セプトデータの分析委託、症状の緩和や疾病の

早期発見のための、はり・きゅう等の助成、脳

ドック助成のほか、適正受診の推進などを目的

とした医療費通知に係る経費など、３５０４万

６０００円を計上しております。節の区分の主

なものといたしまして、節１３・委託料の１３

９１万４０００円は、疾病予防事業における共

同電算処理委託８６７万３０００円のほか、レ

セプトデータの分析委託４１５万５０００円な

どで、節１９・負担金補助及び交付金の１９８

５万円は、疾病予防事業における、はり・きゅ

う等の助成で８７５万円と、脳ドック助成で１

１１０万円でございます。はり・きゅう助成に

つきましては、被保険者１人当たり年度内に１

５回を上限に、１回につき１０００円を助成す

るものでございます。脳ドック助成につきまし

ては、一律１万５０００円を助成するもので、

５つの医療機関で７４０人分を予定いたしてお

ります。 

 続きまして、２６ページをお願いいたしま

す。 

 項２、目１・特定健康診査等事業費では、１

億９７８万１０００円を計上しております。事

業の内訳は、右側の説明欄に記載のとおり、特

定健診事業で９５４６万円、特定保健指導事業

で１４３２万１０００円でございます。この特

定健診事業は、４０歳以上の国保加入者を対象

に、メタボリックシンドロームに着目した、生

活習慣病発症のリスクを確認するための健康診

査でございます。特定保健指導事業は、特定健

診の結果、生活習慣の改善が必要な対象者に、

自主的な取り組み等の保健指導を行う事業でご

ざいます。節区分のうち主なものといたしまし

て、節１３・委託料１億６０万７０００円は、

特定健診事業における健診委託９４３４万２０

００円や、特定保健指導事業における動機づけ

支援業務委託５６１万７０００円などでござい

ます。なお、平成２９年度の特定健診につきま

しては、受診者１万５００人、受診率４０％を

目標といたしております。また、昨年度より始

めましたワンコイン特定検診について周知啓発

を強化しまして、受診率向上を目指してまいり

たいというふうに考えております。 

 次の款９・諸支出金、項１・償還金及び還付

加算金のうち、目２・一般被保険者還付加算金

１３９７万６０００円及び目３・退職被保険者

等還付加算金４４万１０００円は、一般及び退

職被保険者のうち、社会保険加入や転出等によ

り国保の資格が喪失した場合など、納め過ぎの

国保税をお返しする還付金と加算金でございま

す。 

 次に２７ページ下段になりますが、款１０、

項１、目１・予備費では、１０００万を計上し

ております。 

 続きまして歳入でございますが、恐れ入りま

すが、予算書の１２ページにお戻りください。 

 款１、項１・国民健康保険税、目１・一般被

保険者国民健康保険税では、一般被保険者に係
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る国保税収入として、３６億４６６万２０００

円を計上しております。 

 次に、目２・退職被保険者等国民健康保険税

では、退職被保険者に係る国保税収入として、

６２２８万３０００円を計上しております。 

 それぞれ、節区分の１から３までは現年課税

分、４から６までは滞納繰越分でございます。 

 続きまして、１３ページをお願いいたしま

す。 

 国民健康保険税の合計といたしましては、計

の欄、３６億６６９４万５０００円としており

ます。 

 次の款２・使用料及び手数料、項１・手数

料、目１・督促手数料は、３００万を予定して

おります。 

 続きまして、１４ページをお願いいたしま

す。 

 款３・国庫支出金、項１・国庫負担金、目

１・療養給付費等負担金では、３２億５６６１

万７０００円を計上いたしております。これは

八代市が負担する医療費等について、対象とな

る額の３２％を国が負担するものでございま

す。内訳といたしましては、説明欄に記載のと

おり、医療費に係る療養給付費等負担分が２３

億１８０３万９０００円、介護納付金負担分で

３億１５３４万７０００円、後期高齢者医療費

支援金負担分として６億２３２３万１０００円

を計上しております。 

 次の目２・高額医療費共同事業負担金では、

１億２６２３万６０００円を計上しておりま

す。これは、歳出予算で御説明いたしました高

額医療費共同事業拠出金の４分の１を国が負担

するものでございます。 

 次の目３・特定健康診査等負担金１９４１万

７０００円は、特定健診事業、特定保健指導事

業に係る国の負担分で、負担割合は対象事業基

準額の３分の１となっております。 

 次に項２・国庫補助金、目１・財政調整交付

金は、１７億４４９９万円を計上いたしており

ます。内訳としましては、節１・普通調整交付

金で１３億１５８５万３０００円、節２・特別

調整交付金が４億２９１３万７０００円でござ

います。普通調整交付金は、各市町村保険者の

財政力の不均衡を調整するために交付されるも

ので、特別調整交付金は、各市町村保険者の特

別な事情や、特別の事業の実施に対して交付さ

れるものでございます。なお、前年度の比較で

１億４０００万程度減少しておりますのは、普

通調整交付金の需要額の算定におきまして、控

除すべき前期高齢者交付金等の増加見込みによ

る影響でございます。 

 続きまして、目２・国民健康保険制度関係事

務準備事業費補助金１３８１万６０００円は、

平成３０年度にスタートします国保の都道府県

化に対応するためのシステム改修費等でござい

ます。 

 続きまして、１５ページをお願いいたしま

す。 

 款４、項１、目１・療養給付費等交付金３億

５５２１万９０００円は、退職被保険者の医療

費に充てるため、社会保険診療報酬支払基金か

ら交付されるものでございます。制度の終了に

より経過措置も終了し、新規適用がなくなった

ため、退職被保険者の減少が激しく、前年度比

で半減に近い大幅減少となっております。 

 次に、款５、項１、目１・前期高齢者交付金

４２億５７５３万４０００円は、６５歳から７

４歳までの前期高齢者の医療費について、各保

険者間の加入割合に応じて調整を行い、社会保

険診療報酬支払基金から交付されるものでござ

います。なお、前年度との比較で５億８５２７

万円の増となっておりますが、算出の基礎とな

ります前期高齢者の給付費が大きく伸びている

ための大幅増となっております。 

 次の款６・県支出金、項１・県負担金、目

１・高額医療費共同事業負担金の１億２６２３
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万６０００円は、国の負担金と同様に、高額医

療費共同事業医療費拠出金の４分の１を県が負

担するものでございます。 

 目２・特定健康診査等負担金１９４１万７０

００円も、国庫負担金と同様、特定健診事業、

特定保健指導事業に係る県の負担金で、負担割

合は４分の１となっております。 

 続きまして、１６ページをお願いいたしま

す。 

 項２・県補助金、目１・県調整交付金は７億

４５８６万８０００円を計上しております。こ

のうち、節１・普通調整交付金は７億３６３０

万円、節２・特別調整交付金は９５６万８００

０円でございます。県の普通調整交付金は、県

内市町村の財政調整のため県から交付されるも

ので、特別調整交付金は、収納率向上や医療費

適正化、保健事業の実施状況などに応じて交付

されるものでございます。 

 次に、款７、項１・共同事業交付金、目１・

高額医療費共同事業交付金では５億２９３万１

０００円、次の目２・保険財政共同安定化事業

交付金では４６億１６５万８０００円を計上し

ております。これは保険財政共同安定化事業の

対象となった医療費の財源として、国保連合会

から交付されるものでございます。いずれも交

付割合は１００分の５９でございます。 

 続きまして、１７ページの款８・繰入金、項

１、目１・一般会計繰入金では、１３億９４５

６万９０００円を計上いたしております。内訳

の節のとおり、節１・職員給与等繰入金１億９

５３４万８０００円は、人件費や、被保険者証

の発行・郵送等に要する経費として、節２・出

産育児繰入金の４６７６万円は、出産育児一時

金の３分の２の相当額として、節３・保険基盤

安定繰入金の９億２６４５万７０００円は、一

般被保険者の低所得者世帯における保険税軽減

分に係る財源補塡分として、節４・財政安定化

支援事業繰入金の２億２６００万４０００円

は、低所得世帯や病床数が多いなど、地域の特

性による国保財政負担の増加に対する支援分と

して、それぞれ繰り入れるものでございます。 

 １８ページをお願いいたします。 

 款９・諸収入、項１・延滞金加算金及び過

料、目１・一般被保険者延滞金１５０万及び目

２・退職被保険者等延滞金の１０００円は、国

保税の滞納に対する延滞金でございます。 

 １つ飛びまして、下段の項３・雑入、目１・

一般被保険者第三者納付金２３７１万３０００

円、次のページの目２・退職被保険者等第三者

納付金４０００円は、国保加入者が交通事故等

で第三者行為の被害者となられた場合、治療の

ため一時的に国保を使用される分につきまし

て、加害者からの徴収額でございます。 

 続きまして、目３・一般被保険者返納金２０

００円と、目４・退職被保険者等返納金及び目

５・雑入はそれぞれ１０００円を計上しており

ます。 

 以上が歳入の主なものでございます。 

 なお、今回の予算におきまして、歳出につき

ましては、保険給付費が前年比１億７７６２万

１０００円の減となっております。例年、過去

の伸び率を参考として予算を見積もっておりま

すが、平成２８年度につきましては、熊本地震

で外出を控えられたことにより、上半期の医療

費の減少があったものの、予算不足とならない

よう、一般被保険者分につきましては、医療費

急増のあった平成２７年度決算額並みの金額を

確保したところでございます。 

 なお、医療費については、近年、少子高齢

化、医療の高度化を背景としまして増加傾向に

ありますが、国保中央会が公表しました、平成

２８年度上半期の全国の市町村国保の医療費の

速報によりますと、前年度に比べ５兆４５６２

億円、２.１％の減少とのことでございます。

これは平成２０年度の後期高齢者医療保険創設

時の制度改正時以来のことでございまして、社
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会保険の加入条件の緩和もありましたけれど

も、調剤部門の減少が大きく、薬価の改定が大

きく影響しているものと思われます。まあ、い

ろいろな問題はあろうかと思いますが、財政的

に大変厳しい状況にある本市から見ますと、こ

れを契機として医療費増加の傾向に歯どめがか

かってくれればと期待するところでもございま

す。 

 また、歳入部分の説明の冒頭で申し上げまし

た国保税収につきましては、前年比１億２４０

万３０００円、２.７２％の減少でございます

が、医療費の給付等の歳出総額に合わせるた

め、不足分を上乗せして計上しております。 

 国民健康保険特別会計におきましては、保険

給付費その他、歳出については国県支出金その

他交付金等を充てまして、不足する部分につき

まして保険税収で賄う仕組みとなっておりま

す。 

 地方自治法上、予算は収支均衡が義務づけら

れておりまして、歳入歳出同額で計上すること

が原則とされております。そこで、療養給付費

等医療費の支払いの際、予算不足により支払い

ができなくなるなどの支障を来さないよう、歳

出総額を確保するために、歳入の不足分をやむ

を得ず国保税額に上乗せして計上した次第でご

ざいます。 

 なお、昨年の３月定例会で御承認いただきま

した、平成２８年度より税率改定を実施し、税

収確保を図ってきたところでございますけど

も、財政の健全化には十分ではなく、依然とし

て厳しい状況にございます。 

 平成３０年度に控えました都道府県化へ向け

た協議を進めておりますが、県から示されます

国保事業費納付金の額、それを賄うために必要

な標準保険料率の動向を早期に見きわめ、将来

にわたってですね、持続可能な財政の健全化計

画を策定し、実行していくことが重要となって

まいります。 

 本日御審議いただく平成２９年度予算につき

ましても、決算の際、不足が生じた場合には、

翌年度予算からの繰上充用または一般会計から

の法定外繰り入れなど、あらゆる可能性を排除

せず、協議を重ねながら総合的に判断し、適切

な方策を検討してまいりたいというふうに考え

ております。 

 以上、議案第７号・平成２９年度八代市国民

健康保険特別会計予算の説明を終わらせていた

だきます。御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 説明があった部分の

税率改定の部分ですね、平成２８年の。計画ど

おりの増につながらなかった、収入増がなかっ

たということだったんですが、具体的に数字で

教えていただいていいですか。そもそもこれぐ

らいの税率改定で収入増を見込んだけれども、

実際的にはこれぐらいだったという話を。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） 当

初は９％の税率の改定で、大体３億程度の税収

増を見込んでいたところでございますけども、

２８年度の決算見込みでは、前年度と比較しま

して１億７０００万の増加にとどまっていると

いうところでございます。それは、どうしても

国保の保険者数の減で、自然減と、所得の減の

自然減があって、１億７０００万の増加にとど

まっているというところでございます。 

○委員（幸村香代子君） 窓口あたりにかなり

市民の皆さんのところから問い合わせがあった

というふうなことをお聞きしているんですけれ

ども、それはどんなだったんでしょう。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） 税

率の改定につきましては、年度当初、各校区に

回りまして、今回の財政状況の趣旨、それから

税率改定のことをですね、説明してまいったと

ころでございます。その成果とは申しませんけ
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ども、窓口での混雑とか、そういうのは例年と

同じぐらいだったというふうに記憶しておりま

す。（委員幸村香代子君「はい、ありがとうご

ざいます」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 済みません、ちょっ

と細かいことなんですが、２６ページの特定健

診事業のところでですね、特定健診を受けた後

で、再度、要検査か、精密検査かなんかていう

ふうな通知をたしか送られると思うんですが、

それは間違いないですかね。 

○健康推進課長（豊田幸子君） 済みません、

今委員さん御質問の内容は、特定健診を受けた

後の尿検査ですか。尿検査の数値……。（委員

幸村香代子君「通知」と呼ぶ）ああ、通知。

（委員幸村香代子君「ごめんなさい、通知」と

呼ぶ）検査結果の通知ということですね、は

い。検査結果の通知は全部の方にお送りしてお

ります。 

○委員（幸村香代子君） 続けてなんですが、

実はその通知書がですね、１枚に全部まとめて

くるんですよ。だから例えば眼底検診の再通知

も、内科のほうの再通知も、ほかのものも全部

１枚でまとめて送られるものですから、結局そ

の１枚を持って内科に行ったり、内科で再検査

を受けたりとか眼科で再検査を受けたりしなき

ゃいけないものですから、非常にこう、個人情

報も含めて、全部を回らないと、最後に検査が

済みましたよというふうに出せないような事情

があるので、まあ、全部ばらばらにしてしまう

と費用もかかるのかなというふうに思うのです

けれども、そのあたりは何か改善できるような

手だてってないですかね。 

○健康推進課副主幹兼第三保健予防係長（稲本

京子君） 稲本です。よろしくお願いします。 

 今、幸村委員がおっしゃいました精密検査、

病院に受診をされるときに、１枚の結果でした

らなかなか複数の受診をしないといけないとい

うことで、そちらのほうは私たちも課題と考え

ておりまして、今年度から検診機関にちょっと

要望いたしまして、複数の精密検が発生した場

合には、それぞれに出していただけるように調

整を行ったところです。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。ぜひそのようにしていただきたいと思いま

す。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第７号・平成２９年度八代市国民健康保

険特別会計予算については、原案のとおり決す

るに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第８号・平成２９年度八代市後期高齢者

医療特別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第８号・

平成２９年度八代市後期高齢者医療特別会計予

算を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第８号・平成２９年度八代市後期高齢者

医療特別会計予算につきまして、佐藤国保ねん

きん課長から説明いたさせます。よろしくお願

いします。 

○理事兼国保ねんきん課長（佐藤圭太君） は

い、引き続きよろしくお願いいたします。座っ
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て説明させていただきます。 

 それでは、平成２９年度八代市特別会計予算

書の３９ページをお願いいたします。 

 議案第８号・平成２９年度八代市後期高齢者

医療特別会計予算について御説明いたします。 

 まず、後期高齢者医療制度は、７５歳以上の

方と、６５歳から７４歳までの方で一定の障害

を持つ方を対象とした医療制度で、県内全ての

市町村が加入します熊本県後期高齢者医療広域

連合――以下、広域連合と申し上げます――こ

の広域連合が運営主体となり、被保険者の認定

や保険料の決定、医療の給付など制度の運営を

行っております。 

 一方、市町村におきましては、住所変更や給

付申請など各種受付窓口となり、保険証の引き

渡しや保険料の徴収などの業務を行っておりま

す。 

 なお、後期高齢者医療制度の財政運営は原則

として、国や県、市町村が負担する公費約５

割、国民健康保険や被用者保険など現役世代か

らの支援金が４割、あと被保険者の方から納め

ていただく保険料約１割で運営されておりま

す。 

 それでは、まず３９ページになりますが、第

１条の歳入歳出予算でございますが、総額をそ

れぞれ１７億１４５３万６０００円とし、款項

の区分及び当該区分ごとの金額は、４０ページ

の第１表・歳入歳出予算のとおりでございま

す。 

 ４３ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算事項別明細書ですが、歳入歳出

の比較の合計欄に示しておりますとおり、４０

００万１０００円、率にして２.４％の増額と

なっております。 

 款ごとの増減の主な内容でございますが、上

段の歳入、一番右側の列、比較をごらんくださ

い。 

 まず、款１・後期高齢者医療保険料ですが、

被保険者数の増加などによりまして、３５００

万の増額となっております。なお、平成２８年

１２月末現在の被保険者数は２万２４６２人と

なっており、後期高齢者医療制度が開始された

平成２０年度と比較しまして、約２７００人ほ

ど増加しております。 

 次に１つ飛びまして、款３・繰入金ですが、

保険料の軽減分を公費で補塡するための財源で

ある保険基盤安定繰入金の増によりまして、４

６１万７０００円の増額となっております。 

 続きまして、歳出では、款１・総務費におい

て６３５万８０００円の減額となっております

が、こちらは人件費の減額が主な要因でござい

ます。 

 また、款２・後期高齢者医療広域連合納付金

は、歳入で受け入れました保険料や保険基盤安

定繰入金を広域連合へ支出するもので、４６４

７万２０００円の増額となっております。 

 それでは内容につきまして、主なものを歳出

のほうから御説明いたします。 

 ４７ペ－ジをお願いいたします。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費の６２７６万９０００円でございます

が、主に広域連合への派遣職員２名を含む職員

８名分の人件費のほか、被保険者の資格に関す

る届け出の受け付けや、保険証送付に係る郵便

料など、保険証の交付に要する経費でございま

す。 

 次に下の表、項２、目１・徴収費の７０８万

１０００円でございますが、こちらは保険料の

徴収事務に要する経費で、主に臨時職員の賃金

や納付書・封筒などの印刷製本費及び郵便料で

ございます。 

 ４８ページをお願いいたします。 

 款２、項１・後期高齢者医療広域連合納付金

の目１・被保険者保険料納付金ですが、被保険

者から徴収いたしました保険料を広域連合へ納

付するもので、１０億９６７０万１０００円で
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ございます。 

 次に、目２・保険基盤安定分担金の５億２０

９２万円ですが、こちらは保険料軽減分を公費

で負担するもので、県が４分の３の３億９０６

９万円、市が４分の１の１億３０２３万円をそ

れぞれ負担し、広域連合へ納付いたします。 

 次に、款３・保健事業費、項１、目１・健康

保持増進事業費ですが、説明欄の国保ねんきん

課分といたしまして、はり・きゅう等助成事業

に係る経費８３０万４０００円、広域連合から

の受託事業として健康推進課が実施します高齢

者健診及び歯科口腔健診経費が１５４６万１０

００円を、それぞれ計上しております。なお、

健診に係る個人負担は、高齢者健診が８００

円、歯科口腔健診が４００円となっておりま

す。 

 ４９ページをお願いいたします。 

 款４・諸支出金、項１・償還金及び還付加算

金は、保険料の過誤納に伴います還付金及び還

付加算金でございまして、合わせて２３０万で

ございます。 

 以上が歳出の説明でございます。 

 続きまして、歳入でございます。恐れ入りま

すが、戻りまして４４ページをお願いいたしま

す。 

 まず、款１、項１・後期高齢者医療保険料で

ございますが、年金からの差し引きにより保険

料を納めていただく特別徴収保険料が７億４６

２０万円、納付書または口座振替により保険料

を納めていただく普通徴収保険料が３億５０５

０万円、合計で１０億９６７０万円でございま

す。なお、前年度から３５００万の増額となっ

ておりますが、被保険者数の増加及び保険料の

軽減特例の見直しによる軽減割合の縮小が主な

要因でございます。 

 １つ飛びまして、款３・繰入金、項１・一般

会計繰入金でございますが、まず、目１・事務

費繰入金７５５１万８０００円は、職員の人件

費や保険料の徴収などに要する経費を一般会計

から繰り入れるもので、人件費等の減により６

８５万５０００円の減額となっております。 

 次に、目２・保険基盤安定繰入金５億２０９

２万円は、広域連合へ支出する保険基盤安定負

担金について一般会計から繰り入れるもので、

歳出のほうでも説明いたしましたが、負担金の

増により、１１４７万２０００円の増額となっ

ております。 

 ４５ページは飛びまして、４６ページをお願

いいたします。 

 下段の款５・諸収入、項４・受託事業収入、

目１・後期高齢者医療広域連合受託事業収入１

７８６万６０００円でございますが、こちら

は、健康推進課が実施します高齢者健診や歯科

口腔健診に対する広域連合からの委託料でござ

います。 

 以上で、平成２９年度八代市後期高齢者医療

特別会計当初予算の説明を終わらせていただき

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 先ほど部長の総括と

いうか、のところで、この後期高齢者医療特別

会計については県がやっているんですが、健全

な運用がされているというようなお話だったか

と思います。市はですね、そのうちの市の負担

金であるとかの分になるんですが、広域連合全

体としての収支決算というか、それがどのよう

になっているのかの報告をしていただいていい

ですか。 

○国保ねんきん課副主幹兼後期高齢者医療係長

（古田和弘君） 国保ねんきん課の古田です。

よろしくお願いします。 

 広域連合全体、全国ですね、全国の広域連合

の数字で申し上げますと、平成２７年度で４２

６１億円の黒字という状況でございます。熊本
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県の広域連合の決算の数字を申し上げますと、

１３４億円ほどの黒字となっております。 

 以上でございます。 

○委員（幸村香代子君） １３４億円の黒字と

いうことであれば、何らか市の負担金とかです

ね、そのあたりって安くならないのかなという

ふうに思うのですが、いかがでしょうか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 負担金は計算をしてこれなんですが、実は熊

本地震のため、全壊とかの保険料減免ですね、

それにはですね、今ありました繰越金を充てて

ですね、保険料を減免しているというような実

態があります。 

○委員（幸村香代子君） ということは、今年

度というか、今、熊本地震のところで、その１

３４億を充てようというふうに思っているとい

うことでよろしいですかね。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 県の広域連合のほうでそのように考えていら

っしゃるということでございます。 

○委員（幸村香代子君） まあ、前々から広域

連合のところでは非常に黒字が出ているという

ふうなお話は聞いてはいたんですけれども、厳

密に言えばですね、いろいろ黒字の幅によって

は保険料の減額というか、何かそんなふうに、

やっぱり市民のところのですね、負担軽減につ

なげていくというようなことで考えていただけ

ればなというふうに思いますが、いかがでしょ

うか。 

○国保ねんきん課副主幹兼後期高齢者医療係長

（古田和弘君） 後期高齢者の保険料について

は、国保税と比べましても、一番安い方が年間

４７００円という金額の保険料の負担で、受診

の負担割合ですね、そちらを国保の３割と違っ

て１割で受診されていらっしゃると。非常に現

役世代からの支援もしくは公費をもって運営い

たされておりましてですね、保険者自身の負担

としてはとても優遇されている状況ではないか

と感じております。 

 以上です。（委員幸村香代子君「わかりまし

た」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第８号・平成２９年度八代市後期高齢者

医療特別会計予算については、原案のとおり決

するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第９号・平成２９年度八代市介護保険特

別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第９号・

平成２９年度八代市介護保険特別会計予算を議

題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第９号・平成２９年度八代市介護保険特

別会計予算につきまして、秋田長寿支援課長の

ほうから説明いたします。よろしくお願いしま

す。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） こんに

ちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）長寿支

援課、秋田でございます。よろしくお願いしま

す。 

 引き続き、特別会計予算のほうで説明させて

いただきます。５９ページになります。座って

説明させていただきます。 

 議案第９号・平成２９年度八代市介護保険特
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別会計予算でございます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出

それぞれ１４４億６１８１万１０００円と定め

ております。 

 次に第２条で、地方自治法第２１４条の規定

により債務負担行為を定めております。 

 それでは、６０ページをお願いします。 

 第１表・歳入歳出予算について御説明いたし

ます。 

 まず、歳入でございます。 

 款１・保険料、項１・介護保険料は、第１号

被保険者に係る保険料で、２６億４８１万３０

００円を計上しております。 

 次に、款２・分担金及び負担金、項１・負担

金は、在宅医療・介護連携推進事業に係る氷川

町の負担金で、７３万９０００円です。 

 次の款３・使用料及び手数料、項１・手数料

は、介護保険料の督促料で５０万円を計上して

います。 

 次に、款４・支払基金交付金、項１・支払基

金交付金は、４０歳以上６５歳未満の第２号被

保険者の保険料に相当するもので、各医療保険

者が徴収したものを社会保険診療報酬支払基金

が一旦集めまして、歳出の款２・保険給付費及

び款３・地域支援費の項１・介護予防日常生活

支援総合事業費の２８％相当の交付を受けるも

ので、３８億９９０３万８０００円です。 

 款５・国庫支出金、項１・国庫負担金は、保

険給付費のうち居宅系サービスの２０％と施設

系サービスの１５％を国が負担するもので、２

４億８８１６万円です。 

 項２・国庫補助金は、調整交付金及び地域支

援事業交付金並びに電算システム改修に対する

補助金で、１３億７０７万８０００円になりま

す。 

 次に、款６・県支出金、項１・県負担金は、

保険給付費のうち居宅系サービスの１２.５％

と施設系サービスの１７.５％を県が負担する

もので、１９億２５３４万円です。 

 項２・県補助金は、地域支援事業に対する交

付金で、７９６４万７０００円です。 

 次に、款７・財産収入、項１・財産運用収入

は、介護給付費準備基金の定期預金利子で、１

７万９０００円です。 

 款８・繰入金、項１・一般会計繰入金は、保

険給付費や人件費、事務費に対するルール分

で、２１億５５７２万円です。 

 款９・繰越金、項１・繰越金は、款項目を準

備するため１０００円を計上しております。 

 款１０・諸収入、項１・延滞金加算金及び過

料と項２・市預金利子も、項目を準備するた

め、それぞれ１０００円を計上しているもので

す。 

 項３・雑入は、非常勤職員等の雇用保険料の

預かり分や、過年度分の介護報酬返還金並びに

認定情報提供料実費徴収金が主なもので、５９

万４０００円です。 

 以上、歳入合計１４４億６１８１万１０００

円です。 

 次に、歳出について、６１ページをお願いし

ます。 

 款１・総務費、項１・総務管理費は、人件費

や一般的な事務費で、２億１１６万８０００円

です。 

 項２・徴収費は、介護保険料の賦課・徴収に

要する経費で、８１３万２０００円です。 

 項３・介護認定費は、認定調査や認定審査に

要する経費で、１億３８３３万８０００円で

す。 

 次に、款２・保険給付費、項１・保険給付費

は、居宅系サービスや施設系サービスなどの保

険給付費で、１３５億８０００万円を計上して

おります。 

 款３・地域支援費、項１・介護予防・日常生

活支援総合事業費は、高齢者が要介護とならな

いように運動機能や栄養改善などを行うもの
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で、３億４５１３万９０００円です。 

 項２・包括的支援事業・任意事業費は、でき

るだけ健康な状態を維持し、虚弱化等を防止す

るために、高齢者の社会参加促進や生きがいづ

くり支援などを行うもので、１億８７２０万７

０００円です。 

 款４・基金積立金、項１・基金積立金は、介

護給付費準備基金の定期預金利子を積み立てる

もので、１７万９０００円です。 

 最後に、款５・諸支出金、項１・償還金及び

還付加算金は、介護保険料の過年度分の還付に

要するもので、１６４万８０００円です。 

 以上、歳出合計１４４億６１８１万１０００

円です。 

 歳出は、前年度と比較しますと３億４０００

万円、率にして約２.４％の増となっておりま

す。主な要因は、款２・保険給付費で２億８１

２０万円、率にして約２.１％の増、款３・地

域支援事業費で５３７６万３０００円、率にし

て約１１.２％の増となったことです。 

 次に下の表、第２表・債務負担行為について

御説明いたします。 

 地域包括支援センター運営委託について、期

間を平成２９年度から３２年度までの４年間、

限度額３億９９６０万円で設定いたしておりま

す。これは、平成３０年度から３２年度までの

３年間、地域包括支援センター運営委託を行う

に当たりまして、平成２９年度中に委託先の選

定を行う必要がありますので、２９年度からの

債務負担行為の設定をお願いするものです。 

 それでは、歳入歳出の内容について、介護保

険特別会計予算に関する説明書で御説明いたし

ます。 

 先に、歳出のほうから御説明いたします。 

 ７２ページをお願いいたします。 

 なお、少額なもの及び先ほどの説明と重複す

る部分につきましては、一部説明を省略させて

いただきます。 

 また、表の中の見方といいますか、本年度予

算額の財源内訳というところがございます。こ

の繰入金は一般会計の繰入金を示しておりま

す。また、事業収入とありますのは一般財源に

相当するもので、具体的には、保険料や分担金

及び負担金、使用料及び手数料、支払基金交付

金、財産収入、繰越金、諸収入でございます。 

 それでは、説明させていただきます。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費で２億１１６万８０００円を計上して

おります。内容は右側の説明欄になります。１

つ目、一般職２８人分の人件費１億９１４４万

１０００円は、昨年度よりも２名ふえ、予算額

が６３８万円余りの増となっております。これ

は本庁職員がふえたためで、このうち１人は県

庁へ研修派遣となっております。次に、介護管

理一般事務事業と介護給付一般事務事業、地域

支援一般事務事業は、介護保険事業の実施に必

要な一般的な事務費で、窓あき封筒などの印刷

や、事務用品、事務機器等に要する経費、ある

いは、介護給付の審査支払いを委託している国

民健康保険団体連合会への共同処理委託料など

でございます。なお、介護給付一般事務事業が

前年度よりも２８６万円余り増となっておりま

すが、法改正に伴う電算システムの改修費３０

０万１０００円を計上したことが主な理由で

す。今回の法改正の内容は、介護サービス利用

時の負担割合の算出や、介護保険料の階層区分

の認定において、災害復旧等に伴う土地等の譲

渡に係る長期譲渡所得に係ります特例控除を適

用した後の額を用いることになったためでござ

います。次の介護保険事業計画策定事業１０９

万９０００円は、平成３０年度からの３年間の

第７期介護保険事業計画の策定で必要な介護保

険事業計画等策定・評価審議会５回開催に伴う

委員報償費などが主なものです。前年度よりも

２３０万円余りの減となっておりますのは、ア

ンケート調査委託が終了するためでございま
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す。次の介護保険事業所等監査指導事業１０万

２０００円は、新規の事業でございます。法改

正に伴い、現在は県が実施している居宅介護支

援事業所の指定及び指定取り消し等の処分、監

査や指導などの権限が、平成３０年度から市へ

移譲されますので、要員の育成を図るためのも

のです。なお、本市の居宅介護支援事業所は現

在６９事業所ございます。 

 項１・総務管理費は、前年度と比較しますと

７５１万１０００円の増となっております。理

由は、人員増に伴う人件費の増や、電算システ

ム改修経費の増などでございます。 

 続きまして、項２・徴収費、目１・賦課徴収

費の８１３万２０００円は、介護保険料の賦課

及び徴収に要する経費で、主なものは、納付書

の郵送費４４８万３０００円と、平成３０年度

の納付書をあらかじめ印刷する経費１７９万９

０００円などでございます。 

 項２・徴収費は、前年度と比較すると６１万

２０００円の増となっております。 

 ７３ページへお進みください。 

 項３・介護認定費、目１・介護認定審査会費

２６０４万４０００円は、要介護認定申請を行

った方の介護度を審査する介護認定審査会の開

催に要する経費です。２９年度は申請件数を１

万１０６７件見込みまして、審査会は３２５回

の開催を予定しております。節別の主なものと

して、節１・報酬２３７１万１０００円は、介

護認定審査会の委員１２０人分の報酬で、１人

１回当たりの単価は、医師が２万１０００円、

医師以外が１万７０００円で、昨年度と同額で

ございます。次の節８・報償費６４万４０００

円と、節９・旅費４５万７０００円は、介護認

定審査会の委員が県主催の現任者研修や新任者

研修に参加したときの謝礼及び旅費です。節１

２・役務費４９万円は、認定審査会委員に対す

る認定審査資料の送付に係る郵送料。節１４・

使用料及び賃借料６６万８０００円は、認定審

査会の会場使用料及び空調、コンセント利用料

でございます。 

 次に、目２・認定調査費１億１２２９万４０

００円は、認定調査員による訪問調査や主治医

意見書の作成依頼、介護認定審査会の資料作成

等に要する経費です。節別の主なものでござい

ますが、節４・共済費から節７・賃金までは、

介護認定調査員２０人及び事務補助職員３人分

の人件費です。節１２・役務費５２４８万６０

００円は、主治医意見書の作成手数料４９１２

万５０００円が主なものです。節１３・委託料

４５１万８０００円は、要介護認定調査を市外

や市内の事業者へ委託する経費２２１万３００

０円などでございます。 

 項３・介護認定費は、前年度と比較して１３

８万３０００円の増となっております。理由

は、申請件数の増加に伴い、主治医意見書作成

手数料が１５０万円余り増となったことが主な

ものです。 

 なお、款１・総務費の財源内訳の国県支出金

は、電算システム改修に対する国庫補助金１６

３万４０００円、事業収入は雑入８５万２００

０円、残りは一般会計から事務費に対するルー

ル分としての繰入金となっております。 

 ７４ページをお願いします。 

 款２・保険給付費、項１・保険給付費、目

１・介護サービス給付費で、１２３億９６００

万円を計上しております。これは要介護１から

５までの認定を受けた方の給付費で、内訳は説

明欄のとおり、居宅介護サービス給付事業５５

億３４００万円、施設介護サービス給付事業４

０億２４００万円、地域密着型サービス給付事

業２１億９８００万円、居宅介護サービス計画

給付事業６億４０００万円です。 

 次に、目２・介護予防サービス給付費では３

億２７６０万円を計上いたしております。これ

は要支援１・２の認定を受けた方への給付費

で、内訳は、介護予防サービス給付事業２億５
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０６０万円、介護予防地域密着型サービス給付

事業２３００万円、介護予防サービス計画給付

事業５４００万円です。 

 次に、目３・高額介護サービス費の２億９０

００万円は、要介護の方が介護サービスを利用

された月の自己負担額が一定額を超えた際、申

請により超過分を後日お返しするものです。 

 １つ飛びますが、目５・高額医療合算介護サ

ービス費の４０００万円は、毎年８月１日から

翌年７月３１日までの１年間の医療保険と介護

サービスの自己負担の合計額が一定額を超えた

場合に、申請により超過分を後日お返しするも

のです。 

 １つ飛びまして、目７・審査支払手数料の１

５００万円は、各介護事業所が国保連合会へ提

出する介護報酬請求書を、連合会が審査し、各

事業所に支払ってもらう手数料で、２１万件を

見込んでおります。 

 次に、目８・特定入所者介護サービス費の５

億１０００万円は、本来、施設サービス利用時

の食費や部屋代は全額本人負担でございます

が、低所得者で一定要件を満たす方について、

施設利用が困難にならないよう、本人の負担の

限度額認定を行い、これを超える部分は介護保

険から補足的に施設へ給付するものです。 

 続きまして、７５ページをお願いします。 

 款２・保険給付費の計は１３５億８０００万

円、前年度比２億８１２０万円の増となってお

ります。理由は、過去の実績及び最近の給付費

やサービス利用者数の伸びなどを勘案し、約

２.１１％の増を見込んでいるためでございま

す。なお、財源内訳として、国庫支出金は居宅

系の２０％、施設系の１５％、調整交付金８.

４４％。県支出金は、居宅系で１２.５％、施

設系で１７.５％。繰入金は、八代市が負担す

るルール分の一般会計繰入金１２.５％。事業

収入は、４０歳から６４歳の第２号被保険者の

保険料に相当する社会保険診療報酬支払基金交

付金２８％、残りを６５歳以上の第１号被保険

者保険料で充て、それぞれ目ごとに計上したと

ころでございます。 

 次に、款３・地域支援事業費について説明い

たします。地域支援事業費は、６５歳以上の全

ての高齢者を対象に平成１８年度に創設され、

介護予防事業、包括的支援事業、任意事業の３

つの事業を実施してまいりましたが、平成２７

年度の制度改正に伴い、介護予防・日常生活支

援総合事業、いわゆる新しい総合事業と、包括

的支援事業・任意事業に再編されております。 

 まず、項１・介護予防・日常生活支援総合事

業費は、高齢者が要介護状態とならないよう運

動機能や栄養改善指導などを行う事業です。 

 目１・介護予防・生活支援サービス事業費

で、３億１５１４万８０００円を計上しており

ます。説明欄の訪問型サービス事業６９６９万

９０００円は、従来の訪問介護、いわゆるホー

ムヘルプサービスの現行サービス相当分に加

え、本市が独自に設定した清掃・洗濯等の生活

援助サービス、えぷろんケアサービスが主なも

のです。次に、通所型サービス事業の２億２５

８４万９０００円は、従来の通所介護、いわゆ

るデイサービスの現行サービス相当分に加え、

本市が独自に設定したリハビリ中心のサービ

ス、元気アップチャレンジ教室やお達者クラブ

が主なものです。次の介護予防支援事業（ケア

マネジメント）の１９６０万円は、新しい総合

事業において、ケアマネジャーが介護予防プラ

ンを作成した際の介護予防支援費でございま

す。目１・介護予防・生活支援サービス事業費

の節別内訳の主なものは、節１３・委託料３４

９０万６０００円。これは、訪問型サービス事

業で５４７万円、通所型サービス事業で１７４

３万６０００円、介護予防支援事業で１２００

万円がございます。また、節１９・負担金補助

及び交付金の２億８０００万円。これは、訪問

型サービス事業６４２０万円や、通所型サービ
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ス事業２億８２０万円、介護予防支援事業７６

０万円です。前年度に比べ、委託料が約４７０

０万円の減、負担金補助及び交付金が９９００

万円の増となっております。理由として、国保

連合会を経由して支払う場合は、負担金補助及

び交付金に計上しておりますが、前年度まで現

行相当サービス分のみ国保連合会経由で支払い

をしておりました。２９年度は、現行相当サー

ビスに加え、訪問型サービスや通所型サービス

の一部も国保連合会を経由して支払うことにし

ましたので、この分を委託料から負担金補助及

び交付金へ移しております。また、通所型サー

ビスの利用が増加したことから、負担金補助及

び交付金が大きく増加したことです。 

 次に、目２・一般介護予防事業費では、２９

９９万１０００円を計上しております。この事

業は、全ての高齢者に対し、できるだけ健康な

状態を維持し、虚弱化や介護を要する状態にな

らないよう予防的事業を実施するほか、高齢者

の社会参加や生きがいづくりを支援し、介護予

防につなげるものでございます。説明欄の介護

予防普及啓発事業１２８万７０００円は、通い

の場を通じた地域づくりを推進するものです。

次の地域介護予防活動支援事業２８５９万７０

００円は、住民主体やボランティア等の人材の

育成を図りつつ、多様な活動の場を設定するも

のでございます。目２・一般介護予防事業費の

節別内訳の主なものとして、節８・報償費１０

５万円は、集いの場づくり講師謝礼８４回分

や、介護予防教室講師謝礼２０カ所分、地域リ

ハビリテーション研修会講師謝礼２回分が主な

ものです。節１３・委託料２６７９万８０００

円は、介護予防教室２２６回分、あるいは、い

きいきサロン事業委託１７００万１０００円、

やつしろ元気体操教室４４５万６０００円など

でございます。 

 ７６ページをお願いします。 

 項１・介護予防・日常生活支援総合事業費の

計でございますが、前年度と比較して５００３

万７０００円の増となっております。理由とし

て、通所型サービス事業が約５６００万円の増

となったためです。その要因としては、お達者

クラブ約１億２０００万円の増や、現行相当サ

ービス約５４００万円の減、元気アップチャレ

ンジ教室約１０００万円の減があります。 

 なお、財源内訳は、国庫補助金が２５％、県

補助金１２.５％、市が負担するルール分の一

般会計繰入金１２.５％、事業収入として、第

２号被保険者の保険料に当たります支払基金交

付金２８％、第１号被保険者の保険料が２２％

になります。 

 次に、下の表、項２・包括的支援事業・任意

事業費の目１・包括的支援事業では、１億５３

４９万２０００円を計上しております。説明欄

の地域包括支援センター運営委託事業１億２８

２７万２０００円は、市内６カ所に設置してお

ります地域包括支援センター及び、坂本地区、

泉地区に設置しております、あんしん相談セン

ターの運営委託が主なものです。地域包括支援

センターでは、保健師、社会福祉士、主任介護

支援専門員の専門職４人を配置し、高齢者の介

護等の総合相談、高齢者の権利擁護や虐待防止

の相談・支援、要支援認定者のケアプラン作

成、地域のケアマネジャーからの相談や助言、

医療と介護の連携業務などを行っております。

次の認知症施策推進事業６９２万６０００円

は、認知症サポーター養成講座の教材費１９万

５０００円、認知症地域支援推進員配置業務委

託１７３万４０００円や、認知症初期集中支援

チーム設置２８８万６０００円などでございま

す。次の生活支援サービス体制整備事業１３２

５万８０００円は、生活支援コーディネーター

の設置や、圏域ごとの地域資源の整理・確認、

不足する資源の開発を進め、高齢者を支える地

域づくりを行うものでございます。２つ飛びま

して、在宅医療・介護連携推進事業４３８万円
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は、平成２８年１０月に八代市・氷川町・一般

社団法人八代市医師会及び一般社団法人八代郡

医師会の４者で締結いたしました在宅医療と介

護の連携に関する協定に基づいて、八代地域在

宅医療介護連携支援センターを健康福祉政策課

内に置き、４者から人員を配置して、医療・介

護に関する資源の情報管理や、医療・介護関係

者の研修企画などを行うものです。目１・包括

的支援事業費の節別内訳の主なものとして、節

１３・委託料１億４５７２万７０００円は、市

内６カ所の地域包括支援センター委託１億２６

００万円が主なものでございます。 

 次に、目２・任意事業費では、３３７１万５

０００円を計上しております。説明欄の介護給

付等費用適正化事業１０３万２０００円は、介

護給付の適正化を図るために、ケアプランの点

検や医療情報との突合、給付実績の利用者通知

などを行うものです。家族介護支援事業６２１

万円は、家族介護者の支援を目的に、介護知識

や介護技術等を習得するための介護技術教室の

開催、家族介護者の負担軽減を図るための介護

用品の支給などです。 

 次に、７７ページをお願いします。 

 上段の表になります。説明欄です。生活支援

事業２６４７万３０００円は、高齢者が地域で

自立した日常生活を送れるよう、ひとり暮らし

の高齢者に緊急通報システムを貸与し、急病や

災害時の迅速な対応を行う安心相談確保事業

や、食事の準備・調理等の困難な高齢者を対象

に配食サービスを行う、食の自立支援事業など

でございます。 

 目２・任意事業費の節別内訳の主なものとし

て、節１３・委託料２５７１万７０００円は、

食の自立支援事業委託１３３４万１０００円、

安心相談確保事業委託１１８２万１０００円が

主なものです。節２０・扶助費５６５万５００

０円は、家族介護支援事業の家族介護用品の支

給でございます。 

 また、項２・包括的支援事業・任意事業費の

財源は、国３９％、県１９.５％、一般会計繰

入金１９.５％、第１号被保険者保険料２２％

でございます。 

 次に、中段の表、款４・基金積立金で１７万

９０００円を計上しております。これは、介護

給付費準備基金の定期預金利子を積み立てるも

のでございます。 

 次に下の表、款５・諸支出金、項１・償還金

及び還付加算金の１６４万８０００円は、介護

保険料の過年度分の還付を行うものでございま

す。なお、現年度分の還付につきましては歳入

から還付いたしますので、歳出での計上はあり

ません。 

 続きまして、歳入について御説明いたしま

す。 

 戻りますが、６６ページをお願いいたしま

す。 

 なお、少額なもの及び重複する部分について

は、説明を省略させていただきます。 

 ６６ページの款１・保険料、項１・介護保険

料、目１・第１号被保険者保険料で、２６億４

８１万３０００円を計上しております。内訳

は、節１・現年度分特別徴収保険料２３億９６

６５万３０００円。これは年金から源泉徴収さ

れる分でございます。節２・現年度分普通徴収

保険料１億９８１４万２０００円。これは、納

付書や口座振替にてお支払いいただく分です。

節３・滞納繰越分保険料１００１万８０００

円。これは主に過去２年間の滞納分です。介護

保険法では３年目に徴収時効が成立いたしま

す。項１・介護保険料は、前年度比６４３９万

７０００円の増となっております。これは主に

６５歳以上人口の増加に伴うものです。 

 次に下の表、款２・分担金及び負担金、項

１・負担金、目１・地域支援事業負担金の７３

万９０００円は、歳出で御説明いたしました在

宅医療・介護連携推進事業を氷川町と共同実施
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することに伴う、氷川町の負担金でございま

す。 

 ６７ページをお願いします。 

 上の表、款３・使用料及び手数料、項１・手

数料、目１・督促手数料の５０万円は、介護保

険料を納期までに納めていない方への督促手数

料です。 

 真ん中の表になります。款４・支払基金交付

金、項１・支払基金交付金、目１・介護給付費

交付金の３８億２４０万円は、４０歳以上６５

歳未満の第２号被保険者の保険料です。 

 次に、目２・地域支援事業支援交付金の９６

６３万８０００円は、歳出の款３・地域支援事

業費、項１・介護予防・日常生活支援総合事業

費３億４５１３万９０００円の２８％でござい

ます。 

 下の表、款５・国庫支出金、項１・国庫負担

金、目１・介護給付費負担金の２４億８８１６

万円は、保険給付費のうち居宅系の２０％、施

設系の１５％を、それぞれ国がルール分として

負担するものでございます。 

 ６８ページをお願いします。 

 項２・国庫補助金、目１・調整交付金で１１

億６３４０万７０００円を計上しております。

説明欄の１つ目の調整交付金は、歳出の款２・

保険給付費１３５億８０００万円の８.４４％

でございます。次の総合事業調整交付金は、歳

出の款３・地域支援事業費３億４５１３万９０

００円の５％でございます。本来、調整交付金

は介護給付費の５％とされておりますが、７５

歳以上人口が多い本市におきましては上乗せが

なされております。本市は前年度同様３.４

４％の上乗せを計上しておりますが、その対象

となりますのは保険給付費のみで、地域支援事

業費への上乗せはありません。 

 次に、目２・地域支援事業交付金（介護予防

事業）の６９０２万７０００円は、介護予防・

日常生活支援総合事業費３億４５１３万９００

０円の２０％です。 

 目３・地域支援事業交付金（包括的支援事

業・任意事業）の７３０１万円は、包括的支援

事業・任意事業１億８７２０万７０００円の３

９％です。 

 目４・介護保険特別補助金１６３万４０００

円は、法改正に伴う電算システムの改修に要す

る経費３２６万９０００円の２分の１です。 

 項２・国庫補助金の合計は１３億７０７万８

０００円でございます。 

 次に、款６・県支出金、項１・県負担金、目

１・介護給付費負担金の１９億２５３４万円

は、介護給付費のうち居宅系の１２.５％、施

設系の１７.５％を、県がそれぞれルール分と

して負担するものです。 

 ６９ページをお願いします。 

 上の表、項２・県補助金、目１・地域支援事

業交付金（介護予防事業）の４３１４万２００

０円は、介護予防・日常生活支援総合事業３億

４５１３万９０００円の１２.５％です。 

 目２・地域支援事業交付金（包括的支援事

業・任意事業）の３６５０万５０００円は、包

括的支援事業・任意事業の歳出１億８７２０万

７０００円の１９.５％です。 

 項２・県補助金の合計は７９６４万７０００

円でございます。 

 次に真ん中の表、款７・財産収入、項１・財

産運用収入、目１・利子及び配当金の１７万９

０００円は、介護給付費準備基金の定期預金利

子です。 

 次に下の表、款８・繰入金、項１・一般会計

繰入金の２１億５５７２万円は、全て市が負担

すべきルール分を計上したものです。内訳は、

節１・介護給付費繰入金１６億９７５０万円は

歳出の保険給付費の１２.５％になります。 

 ７０ページをお願いします。 

 節２・地域支援事業繰入金（介護予防事業）

の４３１４万２０００円は、歳出の地域支援事
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業費のうち、介護予防・日常生活支援総合事業

費の１２.５％になります。節３・地域支援事

業繰入金（包括的支援事業・任意事業）の３６

５０万５０００円は、歳出の包括的支援事業・

任意事業費の１９.５％です。節４・低所得者

保険料軽減繰入金３３４２万１０００円は、国

が低所得者の介護保険料軽減強化として、第１

号被保険者の第１段階の保険料率を０.０５引

き下げて０.４５としたことに伴い、軽減分の

全額を一般会計から繰り入れるものです。な

お、国・県の負担金は一般会計に歳入計上され

ております。節５・その他一般会計繰入金の３

億４５１５万２０００円は、歳出の総務費のう

ち、人件費及びその他の事務費に係る繰入金で

ございます。 

 以上、歳入の説明とさせていただきます。 

 これをもちまして、議案第９号・平成２９年

度八代市介護保険特別会計予算の説明とさせて

いただきます。御審議のほど、よろしくお願い

いたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

○委員（島田一已君） ７３ページの介護保険

認定事業がございますけど、これは家に行って

からこういう審査をされるんですかね。どうい

う、これは審査の事業なんでしょうか。教えて

いただきたいと思います。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） ７３ペ

ージの介護保険認定審査事業のことでございま

すが、審査のほうにつきましては、認定審査会

の経費を計上しているものでございます。 

 もう一つ事業費が、介護保険認定調査事業と

いうのが７３ページにございますが、こちらは

介護保険の認定調査に要する経費ということで

計上しております。 

 ただいまお話にございました、自宅に行って

というお話がございました、こちらは認定調査

のほうになりますが、御自宅以外にも、場合に

よっては医療機関や入所中の施設を訪問するこ

ともございます。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（橋本幸一君） 包括的支援事業のこの

任意事業で、生活支援事業というのがあるんで

すが、先ほど安心確保事業と言われていました

が、あれは具体的にどういう事業をされていま

すか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 地域支援係の吉田でございます。 

 おおむね６５歳以上のひとり暮らしの高齢者

に緊急通報装置を貸与することで、緊急時の対

応でありますとか、定期的に確認を行うもので

ございまして、平成２８年度は約５２０名程度

の利用を見込んでおります。 

 以上です。 

○委員（橋本幸一君） この緊急通報システ

ム、受け手はどこで受けているんですか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 警備会社のほうに委託しております。 

○委員（橋本幸一君） その通報システムとい

うのは、電話回線か何か、特別にボタンか何か

押すようになっているんですか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 電話回線を利用いたしまして、緊急ボタ

ンを押すような形をとっております。 

○委員（橋本幸一君） ちなみに、以前、孤独

死とか上がっていたんですが、最近は八代では

そういうのはどうですか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 具体的な実情のところまでは把握しては

いない部分がございますが、現在では地域包括

支援センターでありますとか民生委員の協力を

得ながら、いろんな方面からのアプローチをか

けておりますので、こちらのほうには孤独死と

いう情報のほうは上がってきておりません。

（委員橋本幸一君「上がってきていない。は
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い、結構です」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 今よく言われるの

が、介護のところで、施設介護から在宅、また

地域でとかっていうふうなですね、方向性をよ

く聞くんですけれども、まあ、そういったとき

にさまざまな課題はあるというふうに思うんで

すが、大体こう、これからの方向性として、ま

た現在の状況として、そんなふうになっていく

風景があるんですかね。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） はい、

今委員お話しのとおり、方向性としては在宅

で、住みなれた地域でということでございます

が、御本人の状態によりましては、どうしても

難しい場合も当然出てまいります。したがいま

して、施設が将来的になくなっていくという方

向ではなくて、可能な方はできるだけ在宅でと

いうことで、国は進めているように理解してお

ります。 

○委員（幸村香代子君） そうすると、７６ペ

ージにある家族介護支援事業というのが、６２

０万ぐらいですかね、あるんですけれども、こ

の部分の何か事業とかっていうことがふえてい

くようなのも何かあるんですかね。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 家族介護支援事業につきましては、御家

族の介護技術の向上でありますとか、介護をさ

れている方の交流という部分を予算化している

ところでございます。 

 私どもが市民講演会などで行います地域包括

ケアシステムの構築、この部分には大もととな

るものが２つございまして、１つがインテグレ

ーテッドケアと呼ばれます医療と介護の連携、

これは現在４者で、八代市・氷川町・八代市医

師会・郡医師会で協働して進めているところで

ございます。 

 またもう一つは、コミュニティ・ベースド・

ケアといいまして、地域づくりという部分がご

ざいまして、身の丈に合った地域包括ケアシス

テムをつくりなさいということになっておりま

す。その関係で、１つの事業でどうこうすると

いうことは、もちろん１つの要素で、ツールで

はございますが、全体的なところで地域づくり

を行っていくということになります。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第９号・平成２９年度八代市介護保険特

別会計予算については、原案のとおり決するに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第１４号・平成２９年度八代市診療所特

別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第１４

号・平成２９年度八代市診療所特別会計予算を

議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第１４号・平成２９年度八代市診療所特

別会計予算につきまして、西田健康福祉政策課

長のほうから説明いたします。よろしくお願い

します。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） こんにち
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は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）健康福祉

政策課、西田でございます。よろしくお願いい

たします。それでは、着座にて御説明させてい

ただきます。 

 議案第１４号・平成２９年度八代市診療所特

別会計予算につきまして御説明いたします。 

 予算書の１６９ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額を

それぞれ８４２３万８０００円といたしており

ます。 

 内容につきまして、まず歳出から御説明をさ

せていただきます。 

 １７９ページをお願いいたします。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費は、５６５２万６０００円を計上いた

しております。その内訳でございますが、右側

の説明欄をごらんください。椎原診療所医師１

名分の人件費で１７３３万４０００円、椎原診

療所一般管理事業は臨時職員４名分の賃金、デ

ジタルエックス線画像診断システム購入費、医

療事務業務委託などで１８１０万２０００円、

下岳診療所一般管理事業は診療業務委託、医療

事務システム委託などで１８６４万２０００

円、歯科診療所一般管理事業は歯科診療委託、

ＬＥＤひかり重合器購入費などで２４４万８０

００円を、それぞれ計上いたしております。説

明欄の左側の節の欄をごらんください。主なも

のを申し上げます。節７・賃金７８０万円は、

椎原診療所看護師２名、医療事務員１名、患者

送迎車運転手１名に係る賃金でございます。節

１３・委託料２０９４万２０００円は、下岳診

療所医師等派遣委託１６１５万円、歯科診療所

医師派遣委託２３４万６０００円、椎原診療所

医療事務業務委託９５万６０００円、椎原・下

岳両診療所の医療事務システム保守委託料５３

万２０００円が主なものでございます。節１

８・備品購入費３０９万円は、椎原診療所のデ

ジタルエックス線画像診断システム購入費用２

８０万８０００円が主なものでございます。 

 目２・研究研修費８１万９０００円は、椎原

診療所医師の研究研修にかかわる旅費でござい

ます。これは、僻地診療所に勤務する医師の研

修機会を確保し、医療技術の向上を図るため

に、毎週火曜日、熊本赤十字病院等で開催され

る研修会への参加に伴う、宿泊費、旅費、日当

でございます。 

 目３・医療費でございますが、２５８７万５

０００円を計上いたしております。その内訳で

ございますが、右側の説明欄をごらんくださ

い。椎原診療所医療事業は医薬品など１７６７

万円、下岳診療所医療事業は医薬品など８０４

万９０００円、歯科診療所医療事業は医薬材料

費など１５万６０００円をそれぞれ計上いたし

ております。節の欄をごらんください。節１

１・需用費２４７４万５０００円は、椎原診療

所、下岳診療所及び歯科診療所で使用する医薬

品２３５２万円、医薬材料費１２２万５０００

円でございます。節１３・委託料１１３万円

は、血液検査委託料１０３万円、歯科技工委託

料１０万円でございます。 

 次に、おめくりいただきまして、１８０ペー

ジをお願いいたします。 

 款２・公債費、項１・公債費、目１・元金９

６万２０００円及び目２・利子５万６０００円

は、医療機器購入時の財源確保といたしまし

て、国から借り入れし、計画的に返済している

事業における、長期債に係る償還元金及び償還

利子でございます。 

 次に、歳入について御説明いたします。 

 恐れ入りますが、お戻りいただきまして、１

７６ページをお願いいたします。 

 款１・診療所事業収入、項１・診療収入、目

１・保険収入で、３５７２万５０００円を見込

んでおります。これは節１・保険診療報酬で、

後期高齢者医療や国民健康保険などの保険者か

らの個人負担分を除いた分の支払いで、その内
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訳は、椎原診療所２２００万円、下岳診療所１

３６０万円、歯科診療所１２万５０００円をそ

れぞれ見込んでおります。 

 目２・一部負担金収入６１３万円は、個人負

担分でございます。 

 次に、１７７ページをお願いいたします。 

 款３・県支出金、項１・県補助金、目１・へ

き地診療所県補助金７６８万２０００円を計上

いたしております。これは椎原へき地診療所運

営費補助金６２７万８０００円と、先ほど歳出

で御説明いたしました椎原診療所のデジタルエ

ックス線画像診断システム導入にかかわる設備

整備事業補助金１４０万４０００円でございま

す。 

 款４・繰入金、項１・一般会計繰入金、目

１・一般会計繰入金３１６３万７０００円の内

訳は、椎原診療所１９１２万７０００円、下岳

診療所１００６万１０００円、歯科診療所２４

４万９０００円で、これらは、各診療所運営に

かかわる不足分を一般会計から繰り入れるもの

でございます。 

 次に、１７８ページをお願いいたします。 

 款７・市債、項１・市債、目１・診療所事業

債１４０万円は、椎原診療所のデジタルエック

ス線画像診断システムの整備に伴うもので、購

入費２８０万８０００円から県補助金１４０万

４０００円を除いた額の１００％充当の額でご

ざいます。 

 以上で、平成２９年度八代市診療所特別会計

予算の説明を終わります。御審議のほど、よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第１４号・平成２９年度八代市診療所特

別会計予算については、原案のとおり決するに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第３４号・八代市介護保険条例の一部改

正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、条例議案の審

査に入ります。 

 まず、議案第３４号・八代市介護保険条例の

一部改正についてを議題とし、説明を求めま

す。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 議案第３４号・八代市介護保険条例の一部改

正について、秋田長寿支援課長のほうから説明

いたします。よろしくお願いします。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） 長寿支

援課、秋田でございます。 

 議案第３４号・八代市介護保険条例の一部改

正につきましては、こちらの定例会議案のほう

と、それからあわせまして、事前にお配りして

おります資料、文教福祉委員会議案第３４号関

係資料・八代市介護保険条例の一部改正、両方

を使いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、座って説明させていただきます。 

 まず、八代市議会３月定例会議案の４９ペー

ジをお願いいたします。 

 提案理由といたしまして、介護保険法の施行

令の改正に伴いまして、平成２９年度における

第１号被保険者の保険料の段階判定に関する基

準の特例を定めるに当たり、条例の改正が必要

なため、御提案するものでございます。 

 内容につきましては５０ページになります
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が、詳しくは、事前にお配りしております資

料、議案第３４号関係資料で御説明させていた

だきます。 

 まず、１、趣旨でございます。 

 熊本地震などの災害復旧事業において、土地

収用等により土地等を譲渡した場合、所得急増

に伴い、次年度の介護保険料が高額になる場合

がございます。 

 そこで国は、平成２９年度の第１号保険料の

段階判定に関する特例として、合計所得金額

に、長期譲渡所得等の特別控除を適用した後の

額を用いることができるよう、介護保険法施行

令の一部改正を行いましたので、本市の介護保

険条例について必要な改正を行うものでござい

ます。 

 次に、２、概要を御説明いたします。 

 介護保険料の段階判定におきまして、現行で

は合計所得金額を用いておりますが、平成２９

年度の特例といたしまして、租税特別措置法に

規定する特別控除を適用した後の額を用いるこ

とができるよう、条例の一部改正を行うもので

ございます。 

 具体的には、現行介護保険法施行令第３８条

第１項の第１号から第９号を適用しているとこ

ろを、改正後は、介護保険法施行令の改正で新

たに規定されました附則第１９条第１項の第１

号から第９号を適用いたします。これによりま

して、表に記載の租税特別措置法の関係規定に

基づく特別控除を適用した後の額を用いること

となります。 

 なお、改正に当たりましては、現行の規定は

そのまま残しまして、附則に一条を加え、平成

２９年度は附則の条文を適用するものです。 

 最後に、施行日につきましては、平成２９年

４月１日といたしております。 

 以上で、議案第３４号の説明とさせていただ

きます。御審議方よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） これは２９年度のみ

というふうに理解していいんですかね。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） 現在施

行されております介護保険法の施行令でいえば

２９年度のみでございますが、平成３０年４月

１日施行の介護保険法施行令も既に公布はされ

ております。この中でも特別控除の適用ができ

るとされています。 

 平成３０年度からの介護保険料につきまして

は、現在策定作業中ですが、第７期介護保険事

業計画の中で検討してまいりまして、条例改正

をする予定でございますので、その際、あわせ

て盛り込むということで予定いたしておりま

す。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

 それでですね、これの趣旨のところで、熊本

地震等の災害復旧事業においてというふうにあ

るので、これは熊本地震によってなんですよと

いうふうなのが要るのかなと思ったんですが、

それは要らないんですよね。 

○理事兼長寿支援課長（秋田壮男君） 国の施

行令の原文でいきますと、東日本大震災及び熊

本地震等という書き方になっております。主に

災害復旧事業が対象になるものとは思います

が、確認いたしましたところ、データとして私

どもが持っておりますのは、長期譲渡所得がど

のように発生したかという経緯まではないわけ

でございまして、県のほうに照会しましても、

適用については租税特別措置法の各規定をその

まま適用してよいという判断でございます。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 
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（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第３４号・八代市介護保険条例の一部改

正については、原案のとおり決するに賛成の方

の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

 執行部入れかえのため小会します。 

（午後４時３５分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後４時３６分 本会） 

◎議案第３５号・八代市教職員住宅条例の一部

改正について 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、議案第３５号・八代市教職員住宅条例

の一部改正についてを議題とし、説明を求めま

す。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 教育政

策課の宮田です。 

 それでは、議案第３５号・八代市教職員住宅

条例の一部改正について、御説明を申し上げま

す。恐れ入りますが、座って説明をさせていた

だきます。 

 議案の５１ページでございます。 

 本案件は、泉第八小学校の教職員住宅改築に

よる使用料改定のため、八代市教職員住宅条例

の一部改正を行うものでございます。 

 本市におきましては、これまで保有しており

ました教職員住宅は３棟でございまして、いず

れも泉第八小学校に勤務する教職員が対象でご

ざいました。しかし、平成２８年熊本地震によ

りまして、現校長が入居されている住宅を除く

２棟が使用不能となりまして、現在、新しく教

職員住宅を建設しているところでございまし

て、今年度末には、新しく第二教職員住宅とし

て４棟が完成し、既存の１棟と合わせまして、

泉八小に勤務される５名の先生方に計５棟が確

保される予定でございます。 

 それでは、その内容について御説明したいと

思います。５２ページに条例案がございますけ

ども、別にお配りしております２枚物の資料、

こちらがあるかと思いますけども、こちらの１

枚目の新旧対照表のほうで説明をさせていただ

きます。 

 まず、条例の題名を「八代市へき地学校教職

員住宅条例」と改めることとしております。こ

の教職員住宅は合併前の泉村により建設されて

いたものでございまして、へき地教育振興法の

趣旨に基づきまして、泉第八小に勤務する教職

員のみを対象としているため、この改正を機

に、このことを明確に示す題名に変更するもの

でございます。 

 次に、第１条において、「へき地教育振興法

に基づき」と、その目的を示す文言を加えまし

て、前条例の第１条及び第２条を取りまとめる

形で、設置に係る趣旨を明快に記したところで

ございます。 

 次に、第４条につきましては、条例の題名及

び第１条の設置に関する条文の改正に伴って文

言の修正を行うものでございまして、第６条に

つきましては、この施設が教育施設であること

を今回改めて確認いたしまして、その管理者は

教育委員会であることから、所要の修正を行う

ものでございます。 

 次に、第８条及び別表の使用料についてでご

ざいますけども、また別にお配りしております

資料の２枚目に、八代市教職員住宅条例の改正

についてという資料をつけさせていただいてお

ります。２枚目のこちらのほうで説明をさせて
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いただきます。 

 算定の根拠につきましては、まず教職員のた

めの住宅ということで、熊本県の教職員住宅の

家賃算定式を参考にさせていただきました。こ

れに準じて算出した金額を基礎額といたしてお

ります。 

 資料中段の、使用料の算定の欄をごらんいた

だきたいと思います。 

 まず、教職員住宅本体の建設に要しました費

用Ａから、国庫補助額Ｂを減じたものを算定用

の建設費といたしまして、これに耐用年数など

を考慮して、下段の①償却費、②修繕費、③損

害保険料など、年間の必要経費を算出いたしま

す。これらをその下の使用料の算定式に当ては

め、１棟当たり、１月当たりの額を算出いたし

ますと、２５０９６円という数字が出てまいり

ます。 

 この金額が県の算定式による使用料の額とな

るわけでございますが、本市の泉八小につきま

しては、県内で最も僻地の等級が高い、唯一の

４級の僻地でありますことから、こういった地

理的な条件、それと勤務地としての困難度など

を考慮いたしまして、④１００分の５０の案分

掛け率を乗じまして、太枠の、この下のほうの

欄の空白の欄にございますように、新しい４棟

の住宅につきましては１万２０００円という使

用料を設定したところでございます。 

 なお、１棟だけ残る既存の住宅につきまして

は、引き続き従来どおりの使用料５０００円が

適用されることとなります。 

 参考といたしまして、その他の市町村の状況

を見てみますと、五木村と山都町が１級の僻

地、それと高森町が３級の僻地でございますけ

ども、大体１万３０００円から２万円程度の設

定となっておりまして、低い金額のものはかな

り年数が経過した物件ということでございまし

て、このような状況からも、本市の設定する１

万２０００円という額は妥当かと考えておりま

す。 

 最後に、第１５条につきましては、字句の誤

用を修正するものでございます。 

 以上、御審議方よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（太田広則君） 使用料の算定のね、修

繕費、０.０１２掛けてやると、これは３８万

８８９６円、これは年間に３８万かかるという

ふうに捉えていいわけですよね。新築に年間３

８万もかかりますかね。この０.０１２自体が

高いんじゃないの。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） こちら

の修繕費につきましてはですね、標準的な県の

査定式のほうで入れますとですね、耐用年数が

４０年ということで、若干長目なものですか

ら、その修繕費が３８万という数字が出てくる

という、県の方式に準じたような形になってお

ります。 

○委員（太田広則君） まあ、１０年、２０年

したら修繕が多くなりますよということも含め

て、その０.０１２という数字ですよね。ま

あ、その係数が掛かっているんでしょうけど、

でも理屈からいったら、新築ですからね、１

年、２年は絶対、修繕費なんかまず、まあ、施

工不良があったら別問題ですよね、でもちょっ

と高い、まあ、初年度にすればね、３８万円も

かからないんじゃないかなというふうに思いま

す、はい。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（太田広則君） はい、いいです。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、質疑を終

了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 
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○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第３５号・八代市教職員住宅条例の一部

改正については、原案のとおり決するに賛成の

方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第３６号・八代市いじめ防止等対策委員

会設置条例の制定について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第３６

号・八代市いじめ防止等対策委員会設置条例の

制定についてを議題とし、説明を求めます。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 学校教育課、

渡邊でございます。よろしくお願いします。 

 議案第３６号・八代市いじめ防止等対策委員

会設置条例について説明をさせていただきま

す。座ってよろしいでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） はい、どうぞ。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） それでは、議

案書５３ページをお開きください。 

 まず提案理由でございますが、八代市いじめ

防止基本方針に基づくいじめ防止等の対策を実

効的に行うための八代市いじめ防止等対策委員

会を設置するためには、条例を制定する必要が

ございます。 

 別添資料をお配りしております。ごらんくだ

さい。いじめ防止対策推進法に定める組織につ

いて、国が作成した資料でございます。 

 上から２段目に、教育委員会の附属機関とあ

ります。これが今回提案しております、法１４

条３項の規定に基づくいじめ防止等対策委員会

でございます。 

 なお、１段目のいじめ問題対策連絡協議会は

既に設置し、関係機関との情報交換及び連携を

目的とした活動を本年度続けてきました。 

 それでは、本対策委員会の詳細につきまし

て、５４ページで説明をさせていただきます。

条文をごらんください。 

 この委員会が設置します事項は、第２条にあ

りますように、いじめ防止等のための調査研究

及び対策に関すること、八代市いじめ防止基本

方針に関すること、法２８条１項の重大事態の

調査に関すること、その他でございます。 

 いじめをいかに未然防止していくか、これは

学校教育における大きな課題となっています。

これまでは学校教育課で対策等を検討してまい

りましたけども、来年度からは、第３条にあり

ますように、法律・医療・心理・福祉または教

育に関する専門的な知識経験等をお持ちの方々

の意見を参考にしながら、市の実態を分析し、

基本方針を見直したり、有効な対策を具体的に

検討したりしていきたいと考えます。 

 なお、八代市報酬及び費用弁償条例の一部改

正もあわせて提案しております。５５ページに

ありますように、別表第１中、本対策委員会委

員の日額を１万円とします。 

 御審議方、よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（前垣信三君） まあ、世間でもいろい

ろ話題になっていますから、こういった条例を

つくられるのはいいと思うんですが、全て事後

において、いじめがあったかなかったかという

ことになりますよね。もともと、いじめの定義

というのはあるんですか。それで、この委員会

を開かれるのは、誰が訴えて委員会を開かれる

のか。どの時点で委員会を開かれるのですか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） いじめにつき

ましては、文部科学省のほうで定義というのを

つくっております。いつ開くかということに関

してでございますが、２９年度からこの委員会

が設置されましたならば、定期的にですね、開

催をして、八代市のいじめの状況を報告し、具
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体的な対策等を検討してまいりたいと考えてい

るところでございます。 

○委員（前垣信三君） それじゃ、いじめの事

実があったから開くとか開かないということで

はないですね。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい、第２条

にあります所掌事務の１、２に関しましては、

定期的な部分で考えています。ただし、（３）

にありますように、法第２８条第１項に定めら

れた重大事態が発生した場合は、その調査を臨

時的にこの委員会で行いたいと考えています。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） この委員さん６人を

もって組織するというふうにあって、専門的な

知識経験というふうに書いてあるんですが、具

体的にはどんなふうにして委員を選任されよう

というふうに思われていますか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） まず、法律の

分野でやはり弁護士の方、医療につきましては

精神科等の医師、それから心理に関しましては

精神福祉士、それから福祉については社会福祉

士あるいはカウンセラー、教育に関しては校長

あるいは退職校長、そういったところの、これ

まで教育的な部分で経験がおありの方々を考え

ております。 

○委員（幸村香代子君） これは個別に当てら

れるのか、それともそういったふうな組織から

の推挙とかっていうふうに思われているのか、

どちらですかね。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 個別に当たっ

ていきたいと考えています。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（橋本幸一君） 関連でよろしいです

か。もちろん八代市内在住の方ということに限

定されるんですか、委員は。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 八代市のいじ

め問題に関してお考えいただきますので、八代

市在住の方が適任と考えています。 

○委員（島田一已君） ５４ページの第６条の

３ですね、会議の議事は出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは議長の決するところによ

る、これはどういう意味ですかね。何か決める

んですかね。いじめがあった、なかったとか、

そういうことなんでしょうか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 定期的に会を

開きますもので、八代市のいじめ防止基本方針

を改定するに当たって、そのような手続が必要

になることもあるかと考えております。 

○委員（島田一已君） 可否同数のときは議長

の決するところに、――そういうことでいいの

かなという感じがしますんでですね。 

 特には言いません。いいです、はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 多分ですね、何をさ

れる委員会かなというふうに思っているんです

よ。こういったふうに組織をつくりなさいとい

うことで、教育委員会の附属機関として設置を

されて、いじめの防止などのための調査研究及

び有効な対策とか何か、例えばここでいろんな

対策で、こうしたほうがいいですよとか、こん

なことが考えられますよというふうに、ここか

らその案というか、こういった取り組みをした

らどうですかというふうなのが、教育委員会の

附属機関ですから、教育委員会のほうに御提示

されれば、それは現場のところでそういったふ

うな取り組みをやっていくとかっていうふうな

機関になるんですか。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 第２条の

（１）に当たるところのお話かと思いますが、

具体的な対策をですね、ここで専門的な知識経

験の意見を生かしながら、具体的に学校現場の

ほうにおろしていきたいと考えています。 

○委員（前垣信三君） まあ、これをつくられ
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る、条例をつくられることは問題ないと思うと

ですが、条例以前に、子供のＳＯＳを受けてく

れる学校内の何かがないと、今までの事例を見

ると、子供が亡くなった場合でも、いじめには

気づきませんでしたとか、担任には相談しとっ

たんだけど、いじめとは思われませんでしたと

かいう、そういう話ばかりじゃないですか。 

 だから、何か組織をつくるとそれがなくなり

ゃいいんですけど、その中身をね、もうちょっ

と、こういうものをつくる以前に、学校の中に

そういったいじめのね、窓口みたいなのをつく

って、そうでないと子供は救われんと思うとで

すよ。こんなのをつくりゃいいぐらいに思っ

て、――悪口じゃないですよ。悪口じゃないけ

ど、基本的には学校内で一番身近な担任の先生

が、自分の子供をしっかり把握されないかん。

全てニュースを見ますと、いじめとは思いませ

んとかですね、こんな話ばかりだから。 

 そのあたりがですね、もっとこう、学校の先

生あたりに一生懸命話をしていただいて、本当

にそうですよ。投げ込み寺じゃないですが、そ

ういったものが学校の中にないといかんです

な。あった後にどうこうしても、何にもならな

いんですよ。おまけに、いじめじゃないかもし

れませんなんて結論が出たらどうするんです

か。まあ、済みません、意見を言っただけ…

…。 

○委員（太田広則君） 済みません、先ほど島

田委員がちょっと気にされていましたけど、議

長が決する、それから委員長という言葉が２つ

出てきていますが、このいじめ対策委員会の委

員長はすごい大事な、公開条例でも、その会議

を公開する、しないはその議長の判断によるん

だろうと思いますけど、ちょっと気になるの

は、互選で決めるということで、６人以内。６

人だったら、もし、例えばですよ、６人だった

ら３・３に分かれませんかね。そのときはどう

やって決めるんですか、もし６人だったら。５

人というんだったらわかります。６人だったら

３・３の可能性があるんじゃないですか。そう

いった場合はどうやって決められるんでしょ

う。（｢議長決定よ」と呼ぶ者あり）いや、議

長を決めるとき。議長互選のときよ。委員長互

選のとき。（｢ああ、委員長互選のときか」と

呼ぶ者あり）もし６人だったら。（｢じゃ、意

見を出して」と呼ぶ者あり）いやいや、５人っ

て書いてあればいいんですけど、６人だったら

３・３があるじゃないですか。いや、どうで

す。６人で決めるんですか、それとも５人なん

ですか。６人だったら絶対、３・３の可能性は

ゼロじゃないでしょう。そのことまでちょっと

気にして聞くんですが。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 第３条では、

対策委員会委員６人以内をもって組織するとし

ております。来年度につきましては、予算の計

上では一応、法律・医療・心理・福祉・教育と

いうことで５分野、５名を今考えております。 

○委員（太田広則君） ５名。ああ、以内だい

けんな。じゃ、わかりました。５名でというこ

とは、６人以内としているけれども、とりあえ

ず５人ということでいいんですね、はい。だっ

たら私の心配は要らないと思います。６人以内

って書いとるから、３・３があるんじゃないで

すかって聞いているだけですから。いや、大事

なポストだから言っているんです。はい、わか

りました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第３６号・八代市いじめ防止等対策委員
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会設置条例の制定については、原案のとおり決

するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第３７号・八代市立視聴覚ライブラリー

条例の廃止について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第３７

号・八代市立視聴覚ライブラリー条例の廃止に

ついてを議題とし、説明を求めます。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） 生涯学習課の

澤田です。 

 議案第３７号・八代市立視聴覚ライブラリー

条例の廃止について、座りまして説明をさせて

いただきます。 

 議案書の５７ページをお願いいたします。 

 提案理由としましては、記載されております

ように、八代市立視聴覚ライブラリーを廃止す

ることに伴い、当該教育機関に係る設置に関す

る条例を廃止する必要があるため、提案をさせ

ていただくものです。 

 それでは、条例廃止に至る経緯等についての

説明をさせていただきます。 

 八代市立視聴覚ライブラリーは、昭和４６年

７月、当時の文部省から、視聴覚ライブラリー

の充実整備についての通達を受け、昭和４８年

に条例を制定し、学校や公民館などの社会教育

施設に対して、１６ミリフィルムやスライド映

写機、オーバーヘッド投影機などの視聴覚機材

や、１６ミリ映画やビデオ、スライドなどの視

聴覚教材の貸し出しを行い、視聴覚教育の振興

を担ってまいりました。 

 しかし、時代の変遷とともに、高額で入手が

困難であった視聴覚機材等も、技術的な進歩や

ＩＣＴ化の普及・定着が進む中で、１６ミリフ

ィルムなどの従来の視聴覚メディアがＣＤやＤ

ＶＤなどのデジタルメディアへ移行したり、パ

ソコンやインターネット等を活用することによ

って、視聴覚機材や教材等が安価で手軽に扱う

ことができるようになり、個人への普及も進ん

できております。 

 本市の視聴覚ライブラリーは、教育機関とし

て条例で位置づけてはいるものの、施設という

より、生涯学習課に併設され、視聴覚機材・教

材の供給、貸し出しが主な業務となっておりま

した。 

 平成２４年度から２７年度の４年間での利用

状況は、全部で１７０件でありました。そのう

ち、プロジェクターやスクリーンなどの視聴覚

機材の貸し出しは１６６件とほとんどを占め、

ビデオやＤＶＤなどの視聴覚教材の貸し出しは

４件でした。従来の視聴覚メディアに対するニ

ーズの減少や、さらにはそれに伴う視聴覚ライ

ブラリーの必要性は希薄となっており、本市の

実態も同様な状況というふうに言えます。 

 以上のようなことから、八代市立視聴覚ライ

ブラリー条例を廃止し、これまで担ってきた視

聴覚機材や教材の供給、貸し出しなど視聴覚教

育に関する業務につきましては、八代市公民館

の業務として引き継いでまいります。 

 最後に、議案書の５８ページになりますが、

本条例の廃止に伴いまして、関係する条例の一

部を改正する必要があり、本附則第２項で、八

代市暴力団排除条例第１１条第１項中から、第

４号・八代市立視聴覚ライブラリーを削除する

ものです。 

 以上で、説明を終わらせていただきます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

○委員（橋本幸一君） 今の説明で大体わかっ

たんですが、そのスクリーン等は結構、今、貸

し出しをやっているということで、これを公民

館業務に移すことで、これまで住民の皆さんが
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受け取ってこられたサービスというのは全然変

わらないということで理解していいんですね。 

○生涯学習課長（澤田宗順君） はい、委員さ

んおっしゃられたとおり、これまでどおりの従

来のサービスは提供してまいります。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第３７号・八代市立視聴覚ライブラリー

条例の廃止については、原案のとおり決するに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎陳情第１号・八代市国民健康保険及び高齢者

はり・きゅう等施設利用券の存続と拡充につい

て 

○委員長（友枝和明君） 次に、請願・陳情の

審査に入ります。 

 今回、当委員会に付託となっておりますの

は、新規の陳情１件と継続審査の陳情４件で

す。 

 まず、新規付託分について審査いたします。 

 それでは、陳情第１号・八代市国民健康保険

及び高齢者はり・きゅう等施設利用券の存続と

拡充についてを議題とします。 

 要旨は文書表のとおりでありますが、念のた

めに書記に朗読いたさせます。 

（書記、朗読） 

○委員長（友枝和明君） 今、本陳情について

朗読していただきました。質疑、御意見等はご

ざいませんか。 

○委員（幸村香代子君） 私は賛成したいとい

うふうに思っています。先ほどの介護保険、国

民健康保険ですね、そこでも、今のはり・きゅ

うの回数については御説明があったんですが、

やはり広域化になってそれが減らされるんじゃ

ないかというふうなですね、心配もおありなの

で、やはりそのあたりのサービスというのはや

っぱり必要な部分として、市民の皆さんのとこ

ろにですね、還元するとかっていう意味も含め

て、やはりそういったふうな願いをお持ちだと

いうことについては理解ができるので、私は賛

成をしたいというふうに思います。 

○委員長（友枝和明君） ほかにはありません

か。 

○委員（橋本幸一君） 私も基本的には賛成で

す。もう農家の方というのは非常にですね、こ

の鍼灸というのは、農繁期等の後の体を癒やす

という意味では、非常にありがたい制度という

ことで私も理解しています。できればですね、

この制度はぜひとも存続していただきたいとい

う、そういう思いでございます。 

○委員（太田広則君） これ、そもそも施設っ

てどのぐらいあるんですかね。わからんでしょ

うね。施設の数、はり・きゅうの。わからない

ですね。いや、いいです。大丈夫です、大丈夫

です。 

 何かな、はり・きゅうの免許を持っている人

が、いろんなところに勤めている、今あります

ね、何か整体。そこにもいらっしゃるそうなん

ですよ。そういうところでも使えるようにして

いくならば、もう当然、４０回、２０回、１５

回と減らされていますから、高齢社会を考える

とやっぱりこれは大事なところだし、私も賛成

だと思います。まあ、そういう人もいるという

のをちょっと聞いたもんですから。整体師の中

にもはり・きゅうを持っていて、その回数券が
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使えるというかですね、そういうのがあります

ので、ちょっと施設の数を聞いたんですけど。 

 まあ一応、賛成ということで、採択のことで

いいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 皆さん、賛成の意見

が多いようですので、採決をとりたいと思いま

す。 

 なければ、これより採決いたします。採決は

挙手により行いますが、挙手しない者は反対と

みなします。 

 陳情第１号・八代市国民健康保険及び高齢者

はり・きゅう等施設利用券の存続と拡充につい

ては、採択とするに賛成の方の挙手を求めま

す。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

件は採択することに決しました。 

 ただいま採択と決しました陳情１件について

は、これを市長に送付の上、その処理の経過並

びに結果について報告を求めるものとしたい

が、これに御異議ありませんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

                              

◎平成２８年陳情第１７号・介護保険制度の見

直しと介護従事者の勤務環境改善及び処遇改善

の実現を求める意見書の提出方について 

○委員長（友枝和明君） 次に、継続審査分に

ついて審査いたします。 

 まず、平成２８年陳情第１７号・介護保険制

度の見直しと介護従事者の勤務環境改善及び処

遇改善の実現を求める意見書の提出方について

を議題とします。 

 要旨は文書表のとおりです。 

 本陳情について、質疑、御意見はありません

か。 

○委員（太田広則君） 重要なことであるし、

ごもっともな内容でもあると思っていますが、

現在、政府内で、ここにも書いてありますよう

に、２０１７年通常国会に向けた介護保険制度

見直しを今やっているという段階の中で、たし

かひとつ、うろ覚えなんですが、介護職員の給

与が上がるというですね、新聞見出しを見まし

た。ですから、まだ今、一生懸命、国のほうで

見直しについてやっているんじゃないかなと思

いますので、私は継続でいいんじゃないかなと

思います。 

○委員長（友枝和明君） ほかに。 

○委員（幸村香代子君） 私も継続でいいとい

うふうに思っています。それでですね、まあ、

一個一個というのもあるんですが、４件をこの

間、継続ということにしていて、なおかつです

ね、じゃ、ちょっといろいろ調べてみましょう

とか何か、お話をたしかした上で継続にしてい

るんですけれども、そういった時間を今回設け

ていないので、まあ、一個一個審査したほうが

いいのかもしれませんけど、とりあえずもう一

段継続をして、日程をきちんと決めて、そこで

もう少し慎重にこの中身についてみんなで共有

しながら審議するというふうな時間をとったら

というふうに思うんですが、皆さんいかがでし

ょうか。 

○委員長（友枝和明君） ただいま継続の提言

が出ておりますが。 

○委員（橋本幸一君） 私もこの件については

もっと情報収集をしたいなという思いがありま

すから、継続にしていただきたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） ちょっと小会。 

（午後５時１５分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後５時１７分 本会） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 平成２８年陳情第１７号・介護保険制度の見

直しと介護従事者の勤務環境改善及び処遇改善
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の実現を求める意見書の提出方については、継

続審査とするに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

件は継続審査とすることに決しました。 

                              

◎平成２８年陳情第１８号・地域の実情に応じ

た医療提供体制の確保を求める意見書の提出方

について 

○委員長（友枝和明君） 次に、平成２８年陳

情第１８号・地域の実情に応じた医療提供体制

の確保を求める意見書の提出方についてを議題

とします。 

 先ほど幸村委員から意見がございました、継

続の御意見が出ましたので、継続審査での採決

をとりたいと思います。 

 それでは、平成２８年陳情第１８号・地域の

実情に応じた医療提供体制の確保を求める意見

書の提出方については、継続審査とするに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

件は継続審査とすることに決しました。 

                              

◎平成２８年陳情第１９号・安全・安心の医

療・介護の実現と夜勤交替制労働の改善を求め

る意見書の提出方について 

○委員長（友枝和明君） 次に、平成２８年陳

情第１９号・安全・安心の医療・介護の実現と

夜勤交替制労働の改善を求める意見書の提出方

についてを議題とします。 

 本件につきましては、継続審査との意見があ

りましたので、採決をとりたいと思います。 

 平成２８年陳情第１９号・安全・安心の医

療・介護の実現と夜勤交替制労働の改善を求め

る意見書の提出方については、継続審査とする

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

件は継続審査とすることに決しました。 

                              

◎平成２８年陳情第２０号・国民健康保険の改

善に向けた意見書の提出方について 

○委員長（友枝和明君） 次に、平成２８年陳

情第２０号・国民健康保険の改善に向けた意見

書の提出方についてを議題とします。 

 平成２８年陳情第２０号・国民健康保険の改

善に向けた意見書の提出方については、継続審

査とするに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

件は継続審査とすることに決しました。 

 以上で、付託されました案件の審査は全部終

了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 委員会報告書及び委員長報告の作成について

は委員長に御一任願いたいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 異議なしと認め、そ

のように決しました。 

 小会します。 

（午後５時２１分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後５時２２分 本会） 

◎所管事務調査 

・教育に関する諸問題の調査 

・保健・福祉に関する諸問題の調査 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、当委員会の所管事務調査２件を一括議

題とし、調査を進めます。 

 当委員会の所管事務調査は、教育に関する諸

問題の調査、保健・福祉に関する諸問題の調

査、以上２件です。 

 このうち、まず教育に関する諸問題の調査に

関連して１件、執行部から発言の申し出があっ
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ておりますので、これを許します。 

                              

・教育に関する諸問題の調査（学校給食用牛乳

の容器変更について） 

○委員長（友枝和明君） それでは、学校給食

用牛乳容器の変更について、説明を願います。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 教育政

策課の宮田です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、学校給食用牛乳の容器変更につい

て御報告をさせていただきます。座って説明さ

せていただきます。 

 あらかじめ資料、１枚物を配っておると思い

ますけども、学校給食用牛乳の容器変更につい

て（報告）ということでお配りしておりますの

で、この資料に基づきまして説明をさせていた

だきます。 

 まず、今回の容器変更に伴う経緯でございま

すけども、昨年１０月に八代市の学校給食の牛

乳を製造しております、球磨酪農農業協同組合

から担当者がお見えになりまして、製造機械を

更新しないこととなり、瓶牛乳の提供ができな

くなるとのお話がございました。 

 その際、私どものほうからは、八代市におき

ましては繰り返し使用される瓶牛乳は、学校現

場で環境教育のツールとしても取り扱われてい

ることから、何とか存続の道はないものだろう

かということでお話をしたところでございます

けども、現在の状況といたしまして、瓶牛乳の

需要というのは著しく少ないということで、組

織として経営に係る判断で、瓶牛乳の製造機械

については更新しない方針となったとのことで

ございました。 

 その後、教育委員会事務局でもこの件を協議

したわけでございますけども、環境教育につき

ましては何らかの継続した取り扱いができない

ものかということで、後日、球磨酪農に紙パッ

ク容器のリサイクルをですね、検討してほしい

という旨をお伝えをしたところでございます。 

 このリサイクルにつきましては、他の地域か

らもですね、八代市以外の他の地域からも要望

があったということもありまして、その後、リ

サイクルに取り組まれることが理事会で正式に

決定されたということでございます。 

 そして、ことしの２月に、平成２９年度も球

磨酪農が八代市の学校給食用牛乳を担当される

ことが決まりまして、リサイクルについても各

学校への周知、啓蒙を図るとのお話をいただい

たところでございます。 

 次に、２の変更内容でございますけども、学

校給食の牛乳が瓶容器から紙パックへ変更とな

ります。容量は同じ２００ミリリットルで、変

更時期は平成２９年４月から、変更となる学校

は泉第八小学校を除く小・中・特別支援学校分

の１万７７１本でございます。 

 変更の理由は、先ほど申し上げましたとお

り、瓶牛乳の需要減による製造機械の未更新に

よるものでございまして、紙容器のリサイクル

につきましては、球磨酪農が紙パックを回収

し、トイレットペーパーに再生するとのことで

ございます。 

 次に、参考までに、３の県内の状況でござい

ますけども、県内の牛乳製造業者で瓶牛乳を製

造していたのは、この３の球磨酪農組合だけで

ございまして、この瓶のところに９６と書いて

ありますけども、この９６個につきましては、

ことしの４月から全て紙パック容器への変更と

なります。そして県内のですね、学校給食牛乳

の全てが紙パック容器となることになります。 

 最後に、瓶と紙パックの比較でございますけ

ども、現行の瓶が１ケース４０本で、１９キロ

グラムの重量がございましたけども、紙パック

になりますと、同じ４０本でありますと１０キ

ロとなるということでございます。さらにです

ね、今回のちょっと見直しに合わせまして、球

磨酪農のほうでですね、小分けしやすいよう

に、さらに２０本入りケースに変更されるとい



 

－74－ 

う予定ということでございまして、１ケースが

５キログラムと、学校等の現場におきましては

運搬等、大変取り扱いがしやすくなるという見

込みでございます。 

 以上、今回の変更について御説明を申し上げ

ましたけども、教育委員会といたしましては、

新しい紙パック容器につきましても、リサイク

ルの仕組みでありますとか、その意義等につい

ても、児童生徒に対しましてしっかりと伝える

ことによって、環境教育にも生かしてまいりた

いと考えておりますので、よろしくお願い申し

上げたいと思います。 

 以上、御報告させていただきます。 

○委員長（友枝和明君） 本件について何か質

疑、御意見はありませんか。 

○委員（太田広則君） 確認です。瓶の古い機

械を更新しないからパックの機械をかえたとい

うことで、軽くなるしということもあって、球

磨酪さんからのが一番瓶が多かったというのは

わかりました。ただ、回収してそのリサイク

ル、球磨酪さんがトイレットペーパーをつくる

んですか。それともトイレットペーパーをつく

っている会社に資源として渡すの。どっち。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 私ども

のほうでお聞きしておりますのは、球磨酪さん

のほうでですね、回収した紙パック容器を洗浄

して、裁断、かきまぜですかね、攪拌までされ

て、その材料を製紙会社のほうに送られて、ト

イレットペーパーのほうに再生されるというこ

とでございます。 

 以上です。（委員太田広則君「はい、わかり

ました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（太田広則君） はい。球磨酪さんがト

イレットペーパーをつくるのかなと思ったんで

すけど、わかりました、了解です。いや、そう

いうふうにちょっと聞こえましたので。わかり

ました。 

○委員（橋本幸一君） 洗浄は、もう向こうで

されるんですね。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） はい、

学校現場ではですね、洗浄までは必要ありませ

んで、折り畳んでごみとして出すと、潰して出

すと。あとはもう持って帰られて、球磨酪のほ

うで洗浄されるということでございます。 

○委員（太田広則君） ストローですよね。ス

トローと材質違いますよね。分けなんという作

業がありますね。そこは。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） ストロ

ーにつきましてはですね、やはり一回使用した

ものであるということで、なかなか、そのまま

リサイクルにも回せないものですから、これま

での瓶牛乳のふたとか、その上についているビ

ニール袋ですね、それと同じように、給食セン

ターのほうで、調理場のほうで回収いたしまし

て、一応、燃えるごみとして処理する、今現在

はその予定でございます。（委員太田広則君

「はい、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） 非常にですね、この

間、瓶牛乳ということについてはこだわって、

教育委員会の１つの政策として、牛乳をです

ね、瓶で供給するということをなさってきてい

たので、非常に紙パックになるということにつ

いては残念なんですが、まあ、そもそも製造さ

れるところがですね、やっぱり厳しいというふ

うな御判断があったということですので、少し

お尋ねをしたいんですが、球磨酪さんがおさめ

ていらした学校というのは地域は、八代市と、

あとどこになりますか。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） 球磨酪

さんがおさめられていた地域はですね、八代

市、人吉市、それと水俣市の一部、それと芦北

の一部ということでお聞きしております、瓶牛

乳がですね。 
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○委員（幸村香代子君） 瓶牛乳ですね。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） それ以

外の、球磨、それと一部を除く、一部と申しま

したけども、それ以外のところは紙パックを使

われていたということでございます。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

 先ほど、多分、裁断までということになる

と、球磨酪さんのところがこの裁断をする、回

収して裁断をする、そういう機械を球磨酪さん

が購入をされるということになりますよね。大

体、経費的に幾らかかるんですかね。 

○理事兼教育政策課長（宮田 径君） まあ、

裁断されるということはお聞きしております

が、その機器のですね、価格とか導入費用まで

はちょっとお聞きしておりません。申しわけご

ざいません。 

○委員（幸村香代子君） いや、機器の更新と

ですね、裁断する機械のですね、金額からいく

とどうなのかなとかいうのをですね、ちょっと

考えたもんですから。どうしてもですね、瓶牛

乳が残らんかというふうにですね、何かちょっ

と思うところもあったものですから。 

 だから、ちょっと情報公開条例を使わせても

らって、この一連の情報を取り寄せたんです

が、やはりその中で、メーカーさんが各学校を

回って説明をされているんですよね。その中で

やっぱり学校側からすると、非常にやっぱり、

瓶牛乳を教育的な一つのツールとして、環境教

育に使用されていたというような背景がです

ね、とてもよくわかったというか、出されてい

た部分もあって、特に紙パックになることにつ

いて、やっぱりそれのリサイクルには、現場の

ですね、強いこだわりがおありだなというふう

に思います。 

 それと、今、私のところに学生がインターン

で来ていますけど、その学生がですね、やっぱ

りずっと学校の中で瓶牛乳に対するですね、説

明がやっぱりきちんと学校でなされていたそう

です。何で瓶牛乳なのかということをですね、

やっぱり先生たちがしっかり話をされていた

と。一つの、やっぱり八代市の瓶牛乳に対して

誇りを持っているんですというふうなのをです

ね、二十歳前の子供たちが言うというのを聞い

ていると、この間、瓶牛乳がですね、果たして

きた役割というのは、非常に子供たちのです

ね、中に大きな影響を与えてきたなというふう

なのをですね、改めて考えたところです。 

 そういった意味では、瓶牛乳がなくなるとい

うことについては非常に残念ですが、あわせて

紙パックのリサイクル、これについてはです

ね、また徹底してやっていただきたいなという

ふうに思います。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、学校給食

用牛乳容器の変更については終了いたします。 

 執行部入れかえのため小会します。（｢あり

がとうございました」と呼ぶ者あり） 

（午後５時３４分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後５時３５分 本会） 

・保健・福祉に関する諸問題の調査（熊本県地

域医療構想（案）の概要について） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、保健・福祉に関する諸問題の調査に関

連して１件、執行部から発言の申し出があって

おりますので、これを許します。 

 それでは、熊本県地域医療構想（案）の概要

について、説明を願います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 それでは、所管事務調査ということで、熊本

県地域医療構想（案）の概要について、西田健

康福祉政策課長のほうから説明いたします。よ

ろしくお願いします。 
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○健康福祉政策課長（西田修一君） 健康福祉

政策課、西田でございます。よろしくお願いい

たします。 

 それでは、熊本県地域医療構想（案）の概要

につきまして、お手元に配付をさせていただい

ております、こちらの資料に基づきまして簡単

に御説明を申し上げます。それでは、着座にて

御説明申し上げます。 

 まず、地域医療構想とはでございますが、表

紙の中央に記載しておりますとおり、これは医

療法に基づき、各都道府県が医療計画の中で、

地域の実情に応じまして、当該都道府県におけ

る医療提供体制の確保を図るために策定するも

のでございます。 

 また、地域の構想は、団塊の世代が全て７５

歳以上となる２０２５年に向けまして、病床の

機能分化・連携を進めるために、医療機能ごと

に、２０２５年の医療需要と病床の必要量を推

計し、定めるものでございます。 

 今般の地域医療構想（案）につきましては、

医療・介護関係団体、医療機関、市町村の代表

者等で構成する検討会議の御意見等を踏まえま

して、県のほうで取りまとめられたものでござ

います。 

 それでは、その概要につきまして簡単に御説

明申し上げます。 

 表紙をおめくりいただきまして、Ａ３の２枚

の資料、こちらにつきましては、熊本県が作成

いたしました構想案の内容でございます。 

 本構想は第１章から第７章までで構成されて

おりまして、第１章では基本的事項といたしま

して３点挙げられております。 

 １つは、誇るべき宝である熊本県の医療提供

体制の回復・充実に向けて、医療提供体制を医

療関係者、行政、県民が将来へ引き継いでいく

ことが求められているということ。 

 ２つ目は、地域医療構想策定の趣旨でござい

ますが、今後の医療提供体制を考えるに当たっ

ては、平成２８年熊本地震からの復旧・復興と

いう直面する課題に加えまして、２０２５年に

団塊の世代が全て７５歳以上となり、急激な医

療・介護ニーズの変化あるいは増大への対応と

いう課題に対応した将来の医療提供体制を確保

するため、医療計画の一部といたしまして地域

医療構想を策定するものとし、３つ目は、構想

の策定体制・プロセスでございます。 

 策定に当たりましては、医療・介護関係者、

市町村、保険者等の意見を聴取し、合意形成を

図る場としまして、全県単位の熊本県地域医療

構想検討専門委員会及び保健所単位の地域医療

構想検討専門部会を設置するとともに、県内の

一般病床及び療養病床を有する全医療機関を対

象としました、地域医療の実情把握のための聞

き取り調査を実施しているところでございま

す。 

 次に第２章では熊本県の現状でございます。 

 人口の推移と見通しでは、本県は全国よりも

１０年早く、１９９８年を境に人口減少局面に

入りまして、国立社会保障・人口問題研究所の

推計では、２０４０年で１４６万７０００人

と、２０１０年より約１９％減少する見込みで

あること、医療・介護資源の現状では、医療施

設数及び病床数の４割強、医療施設に従事する

医師の約６割が熊本圏域に所在している状況で

あることが示されております。 

 次に、第３章、構想区域でございます。 

 構想区域とは、二次医療圏を原則といたしま

して、人口構造の変化の見通し等を考慮し、一

体の区域として地域における病床機能の分化及

び連携を推進することが相当であると認められ

る区域でございます。 

 本県では、県専門委員会、各地域専門部会と

の協議を踏まえまして、構想医療については、

熊本、上益城の２地域を除く９地域につきまし

ては、現行の二次医療圏と同じで、また、熊

本、上益城の２地域は両圏域を統合いたしまし
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て、合わせて１０の構想区域が設定されている

ところでございます。 

 本市につきましては、二次医療圏と同じでご

ざいますので、お隣の氷川町とともに八代地域

ということで位置づけをされているところでご

ざいます。 

 次に、第４章、将来の医療需要・病床数の推

計でございます。 

 本県では、法令に基づく推計に加えまして、

県独自の推計を行っております。 

 まず法令に基づく推計でございますが、これ

は医療法及び厚生労働省令に基づく算定式によ

りまして、国立社会保障・人口問題研究所の２

０２５年推計人口や、全国一律の病床稼働率の

適用等、一定の条件のもとに、構想区域単位

で、高度急性期、急性期、回復期及び慢性期の

４つの病床の機能区分ごとの２０２５年の病床

数の必要量と、居宅等における医療、在宅医療

等でございますけれども、その必要量を推計す

るものでございます。この推計による本県の病

床数の必要量は２万１０２４床でございます。 

 この病床数の必要量は、厚生労働省令に基づ

きまして、慢性期機能と在宅医療等の医療事情

の一体推計など、一定の条件のもとに算定した

推計値でございます。そのため、これから２０

２５年、さらにはその先の時点までを見据えた

上で、限られた医療資源をいかに効率的に活用

し、不足する機能を充足させていくかを中心

に、医療・介護関係者、行政関係者、県民等が

地域のサービス提供体制等を検討するための材

料であり、病床の削減目標を示したものではあ

りませんと、本体の熊本県地域医療構想案に明

記されているところでもございます。 

 次に、県独自の推計でございますが、これを

行うため、平成２７年度に県内の一般病床及び

療養病床を有する全医療機関であり、５０５の

施設を対象とした聞き取り調査が実施されてお

ります。この独自推計は、将来をできるだけ多

角的に見通し、必要な施策を推進していくに当

たっては、聞き取り調査や各市町村人口ビジョ

ンの将来推計人口データ等も活用しまして、地

域の視点でも捉えていくことが大事との考えか

ら、県独自の三通りの方法による病床数推計を

行いまして、構想に併記されているところでご

ざいます。 

 この推計Ⅰによる本県の病床数は２万４４１

２床、推計Ⅱでは２万８３５８床、推計Ⅲでは

２万９８３７床となっております。 

 また、地域の構想では、厚生労働省令に基づ

く算定式で、一定の条件のもとに、居宅等にお

ける医療、すなわち在宅医療等の必要量を構想

区域単位で推計されておりまして、その必要量

は県全体で１日当たり２万４９６８人とされて

います。 

 １枚おめくりいただきまして、左側の上の表

には、構想区域別の２０１５年病床機能報告病

床数と２０２５年病床数の推計値が記載されて

おりますけれども、八代構想区域の状況につき

ましては、右にございますけれども、表の右側

の中ほどに記載されております。 

 ２０１５年報告病床数は、高度急性期・急性

期・回復期・慢性期合わせまして２１１７床と

なっております。これに対しまして、２０２５

年の病床数の推計値は、厚労省令の算定式に基

づく病床数の必要量を合わせて１３５４床、ま

た県独自病床数推計は、推計Ⅰが１５３２床、

推計Ⅱが２０４６床、推計Ⅲが１９８１床とな

っておりますので、県独自の病床数の推計は、

いずれも厚労省の算定式による病床数の必要量

を上回っている状況でございます。 

 次に、第５章、構想区域ごとの状況では、１

０の構想区域ごとに、人口の推移・見通し、医

療・介護資源の現状、将来の医療需要・病床数

の推計、病床機能報告における報告病床数との

比較、医療提供体制上の課題につきまして記載

されているところでございます。 



 

－78－ 

 次に、第６章、将来の目指すべき医療提供体

制の実現に向けた施策としまして、３点挙げら

れております。 

 １点目は、病床の機能分化及び連携の推進で

ございます。 

 施策の方向性としまして、本県の医療提供体

制を立て直すため、被災施設の復旧・復興を進

め、また、各医療機関による病床の機能分化及

び連携のための自主的な取り組みが促進され、

実効性のあるものとなるように、必要な体制の

基盤整備、支援を進めるとしております。 

 そのための主な取り組みといたしまして、補

助金の積極的な活用促進、ＩＣＴを活用した地

域医療情報ネットワーク・くまもとメディカル

ネットワークの構築推進、施設や設備の整備支

援等が予定されております。 

 ２点目は、在宅医療等の充実でございます。 

 その施策の方向性としましては、２０２５年

をめどに、県民が住みなれた地域で医療、介

護、生活支援等が一体的に提供される地域包括

ケアシステムの構築を進め、在宅医療等の充実

に必要なサービス基盤の強化、受け皿づくりを

進め、また、県民が健康で安心した生活を住み

なれた地域で送ることの重要性に関する認識を

高めるとともに、介護予防や地域リハビリテー

ションの充実を進めるとしております。 

 そのための主な取り組みといたしまして、切

れ目のない医療と介護の連携体制の構築の推

進、訪問診療・在宅歯科診療・訪問看護サービ

スの基盤充実のための医療従事者を対象とする

スキルアップ研修、また、被災地における介護

予防や生活不活発病対策を推進するための熊本

県復興リハビリテーションセンターの設置・運

営等が予定されているところでございます。 

 ３点目は、医療従事者・介護従事者の養成・

確保でございます。 

 その施策の方向性としましては、５疾病・５

事業や地域で不足が見込まれる機能、チーム医

療の推進にかかわる医師、歯科医師、薬剤師、

看護職員、歯科衛生士、リハビリテーション関

連職種、医療ソーシャルワーカーなど、必要な

人材の養成と確保を進めるとともに、医療機関

の魅力ある職場づくりを支援するとしておりま

す。 

 また、介護従事者の養成・確保にかかわる施

策の方向性としましては、介護ニーズの増大に

伴う介護人材の確保のために、多様な人材の参

入促進、介護職員の定着の観点から、総合的に

介護人材の養成・確保・定着に向けた取り組み

を進めるとしております。 

 その下の表には、医師、看護職員、介護従事

者ごとの主な取り組みが記載されておりますけ

れども、説明は申しわけございませんが割愛さ

せていただきます。 

 最後の第７章では、地域医療構想の実現に向

けた推進体制について記載されております。 

 まず推進体制でございますが、県、市町村、

医療機関・医療団体、介護事業者・介護団体、

医療保険者、県民等の関係当事者が、将来の目

指すべき医療提供体制の実現に向けた今後の方

向性を共有し、それぞれの役割を果たしていく

ことが重要としております。 

 また、構想推進の中核となる地域医療構想調

整会議を、構想区域ごと並びに全県単位で設置

し、地域医療介護総合確保基金の活用など、構

想の実現に向けて協議を行うとしております。 

 次に、進行管理では、地域医療構想の実現に

必要な事業の進捗状況を毎年度評価し、地域医

療構想調整会議の意見等を踏まえまして、必要

に応じて施策や事業の見直しを行うとしている

ところでございます。 

 以上が、簡単でございますが、熊本県地域医

療構想（案）の概要でございます。 

 なお、今後の策定スケジュールでございます

が、先月から今月初めにかけまして、既にパブ

リックコメントが実施されております。その
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後、医療法に基づき意見聴取後、今月、県議会

の厚生常任委員会に報告、県の医療審議会への

諮問・答申、知事決裁後、国へ提出し、公示さ

れる予定となっております。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いい

たします。 

○委員長（友枝和明君） それでは、本件につ

いて何か質疑、御意見等はありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 済みません、今のと

ころのスケジュールをもうちょっと詳しく教え

てもらっていいですか。パブリックコメントが

……。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） パブリッ

クコメントにつきましては、先月２月から今月

の初めにもう既に終了いたしております。 

○委員（幸村香代子君） 終わったんですね、

はい。そしてその後。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） その後、

医療法に基づき意見聴取が行われたと聞いてお

ります。今月、県議会の厚生常任委員会へ報

告、これも県のホームページで確認しますと、

今月の１３、１４ぐらいで、予定ではですね、

終わっているのかなと思って、きょうは福祉保

健所のほうへ電話で確認したんですが、ちょっ

とそこまでは把握していないということの回答

でございましたので、その辺はちょっと不明で

ございますけれども。その後、県の医療審議会

への諮問・答申の後、知事決裁を受けられて、

国へ提出というふうに聞いております。 

○委員（幸村香代子君） 多分、この検討ずっ

と、八代市地域医療構想検討専門部会がずっと

開催をされていて、そこに八代市からですね、

市長が大体出席をされて、市長が出席されない

ときには部長が出席をされてきたというふうに

思うんですが、議事録を取り寄せて、まだ第３

回までしか出ていないのであれなんですけれど

も、結局、ここからずっと意見を出していっ

て、この医療構想のここに、策定になっていく

という話になるじゃないですか、この様子から

見ると。 

 この間もずっと言われている話なんですけれ

ども、医療構想ができてから何かを考えるとい

う話じゃなくて、やはり八代市の、特に公的病

院を持つ八代市が、それについてですね、どん

なふうな考えを持っているかということをそこ

で言わない限り、それは議題には乗っていかな

い話じゃないかなというのを、ちょっと感じた

んですよね。で、第３回目でやっと、何かそう

いったふうな、公的病院というふうな文言が出

てきましたけれども、そのあたりの、八代市の

この専門部会へのですよ、やっぱりかかわり方

というのは、どんななんですかね。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 この地域医療構想の専門部会につきまして

は、市長のほうが出席をしております。それと

市立病院の院長もですね、委員として出席をし

ているわけなんですが、はっきり申し上げまし

て、これは八代地域の全体の病床を検討する会

議でありますので、特定のですね、市立病院と

いうことでの病床を検討するというような場で

はないということでですね、あくまで全体的な

話しか行われていないというような状況でござ

いますけど。 

○委員（幸村香代子君） いや、全体を考えな

いかんということとですよ、全体の、例えば急

性期だ、慢性期だ何だということと、地域の医

療をどうするかというふうに考えたときに、そ

れは何度も言いますけど、公的病院が何を果た

すかということとか、大きな病院ですね、八代

市は２つありますけど、それが何を果たすかと

いうこととか、民間の病院が何を果たすかっ

て、どういったふうな機能をどんなふうに分散

していくかということを、やっぱり話すのはこ

こしかないでしょう。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 今回の地域医療構想の専門部会におきまして
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は、そこのほうの各それぞれのですね、回復期

とかの、宛てがっての特定の病院ということで

のですね、審議というのはございませんで、あ

くまで全体的な、回復期が何百床とかいう範囲

でですね、階層ごとの、全体的な階層ごとでの

八代圏域でのベッド数を把握した、そういうの

を計画を立てるということでの専門部会という

ことですので、それにですね、具体的な話とい

うのはですね、どんな話になりますかはあれで

すけれども、このきょうの資料の一番最後につ

けてあったんですが、地域医療構想の調整会議

というのがございますのでですね、これが２９

年度から始まっていくということですので、そ

こあたりのですね、ことは、まあ、そこの調整

会議でですね、少し議論が始まるのかなという

ことで、今回のところ、２８年度での段階で

は、全くそういったのは、特定の要因を出して

云々ということは全くございませんでしたね。 

○委員（幸村香代子君） ということは、今の

お答えからいくと、ここに書いてある、これを

とりあえず受けての、地域医療構想調整会議、

ここの場で、そういった具体的な話になるんで

すよというふうには見ていいんですか、２９年

に設置されて。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 私どももですね、直接主催をしている会議で

はないもんですから、県のほうの主催の会議に

なりますもんですから、推測も込めましてです

ね、調整会議とかいうのがありますので、そこ

で今回の計画策定準備よりも、より具体的に話

が進んでいくんじゃなかろうかという思いを述

べました。 

○委員（幸村香代子君） どちらにしてもです

よ、判断をせないかん問題を抱えているでしょ

う、八代市はですよ。何かそれが、何も判断が

されないまんまに、そういったふうな構想であ

るとか何かであるとかっていうことだけが既成

事実のように積み上がっていけばですよ、その

積み上がった既成事実によって、ここが判断さ

れるということになるので、そういった流れは

よくないなというふうに思うんですよ。 

 もっと何か手前のところで、自分たちがとい

うか、八代市がどうするんだというふうなです

ね、判断をきちんと持たないと、本当にこのま

んま流されていって、ああ、これがこうなった

から、もうこうするしかないんですよというふ

うなですね、結果の持ち方は、私は検討の流れ

としてはよくないというふうに思います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（山田 忍君）

 その八代市立病院のあり方につきましては、

市立病院サイドでですね、トップも交えてです

ね、検討もしてあるはずです。している最中で

もありますので、その流れで、近々といいます

か、２９年度に検討委員会なるものをですね、

設置をして、検討に入るというようなことも聞

いておりますので、そこのところでですね、そ

こではもう八代市ですね、要するに設置者であ

る八代市が主体的にですね、そこの市立病院の

ことを判断して結論を出してというふうなこと

は、当然行われるものだと考えております。 

○委員（幸村香代子君） はい、今はっきりそ

んなふうにおっしゃったので、ぜひですね、そ

れをやっぱりきちんとやらないといけないだろ

うというふうに思いますので、よろしくお願い

します。 

○委員長（友枝和明君） 以上で、熊本県地域

医療構想（案）の概要についてを終了します。 

 そのほか、当委員会の所管事務調査について

何かありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で、所管事務調

査２件についての調査を終了します。（｢あり

がとうございました」と呼ぶ者あり） 

 次に、閉会中の継続審査及び調査の件につい

てお諮りいたします。 

 所管事務調査２件及び陳情４件については、
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なお審査及び調査を要すると思いますので、引

き続き、閉会中の継続審査及び調査の申し出を

したいと思いますが、これに御異議ありません

か。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

 以上で、本日の委員会の日程は全部終了いた

しました。これをもって、文教福祉委員会を散

会いたします。 

（午後５時５８分 閉会） 
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